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序     文 

 

 上水道セクターの途上国支援は、日本が世界のトップドナーとして実績を上げてきてい

る分野です。OECD の統計によれば、水供給・衛生分野での日本の貢献は、二国間援助の約

4 割を占め、2003 年から 2007 年の 5 年間で約 70 億ドルに達しています。しかしその一方

で、それらの協力によって上水道セクターのパフォーマンスがどの程度向上し、人々にど

れだけ安全な水を安定的に送り届けることができるようになったか、というアウトプット

やインパクトを、より分かりやすい形で示していくことが求められています。 

 このような問題意識から、このたび上水道セクターや水道事業体のキャパシティ・アセ

スメントに関して、実用的な方法論を整理するための調査研究を行いました。JICA は、途

上国の制度、組織、人材等がそれぞれの問題解決に向けて対処していく能力を「キャパシ

ティ」と呼び、この「キャパシティ」を強化していく支援を「キャパシティ・ディベロッ

プメント」と呼んで、援助理念の１つとしています。この「キャパシティ」を、より包括

的に、かつ統一的な指標を用いて的確に把握していくことによって、協力の成果を明確に

提示するとともに、新たな協力のデザインを効果的、効率的に行うことが可能になると考

えています。 

 調査団は日本および国際機関によるこれまでの取り組みをレビューするとともに、国際

協力の現場である開発途上国の水道事業体との意見交換を行い、開発途上国の実情に応じ

た包括的なキャパシティ・アセスメント手法の確立に努めました。 

 本ハンドブックが上水道セクターにおけるキャパシティ・アセスメントの方法論を整理

したものとして公開されることを通じて、今後の援助戦略の検討やプロジェクト実施を含

めた国際協力の発展ために、さらには途上国の上水道セクターを対象に業務を行う幅広い

関係者の皆様に、広く活用されることを願っています。 

 終わりに調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 22 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 

部長 中川 聞夫 
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１章 はじめに 

 

近年、開発援助において途上国の総体としての課題対処能力を高めて持続的な開発を促

進することが援助の役割であるという考えの下、キャパシティ・ディベロップメント（以

下「CD」）の視点が重視されてきている。JICA では CD を「途上国の課題対応能力が個人、

組織、社会などの複数のレベルの総体として向上していくプロセス」と定義付け、事業を

進める上での基本概念の１つとして整理し、「キャパシティ・ディベロップメントハンドブ

ック」（2004 年 3 月）、「キャパシティ・アセスメントハンドブック」（2008 年 9 月）等の執

務参考資料の充実を図ってきた。 

また、2008 年 10 月 1 日に誕生した新 JICA においては、資金協力と技術協力の一体的運

用を掲げ、有償資金協力勘定にも技術支援予算が認められており、資金協力に連動する形

で CD に関するコンポーネントを一層効果的に盛り込んでいく必要性が増大している。特に

事業体が組織・施設を持続的に運営していくうえで、技術面のみならず、経営・財務面を

含む組織全体の能力向上や、法制度整備を含む都市水道セクター全般のキャパシティの向

上が不可欠である。このような組織・セクター全般の能力向上を図るには、まず能力、ま

たはパフォーマンスを的確に把握する必要があり、対象となる実施機関（水道事業体）や

セクターのキャパシティ・アセスメントの重要性が高まっているといえる。 

さらに、近年、開発課題の効果的な解決を目指して、事業のプログラム化の推進が加速

している。このような中で、１つの水道事業体に対して複数の援助スキームを組み合わせ

て支援が実施される事例や、都市水道セクター全般をみた支援が実施される事例もあり、

水道事業体や当該セクターの継続的なモニタリングのみならず、技術協力の成果や新たな

投入の必要性の把握、さらに次の事業展開についての判断基準の統一化という観点からも、

キャパシティ・アセスメント等の指標を統一する必要性が高まっている。 

 

 

本ハンドブック(案)の目的 

（１） 都市水道分野における JICA の事業管理のためのキャパシティ・アセスメント

の実用的なツールを提供する。 

（２） 水道事業体のみならず、都市水道セクターのキャパシティを把握するための方

法論を提供する。 

（３） セクターポリシーの検討や協力プログラムの形成など、より上流部分の業務に

適用可能な方法論を提供する。 

（４） 協力の成果をキャパシティのみならず、パフォーマンスやインパクトの面から

も把握し、技術協力と資金協力の双方に適用可能な統合的な方法論を提供す

る。 



 1 - 2 

 

本ハンドブックは、このような背景を踏まえた上で、JICA の都市上水道分野における国

別の中長期の援助戦略の策定から、技術協力、資金協力プロジェクトの実施・評価までを

幅広く含む事業のためのアセスメントツールを提供することを目的としている。これらの

アセスメントツールは、水道事業体だけでなく、水道事業を取り巻く社会環境、制度・政

策環境である水道セクターについてもアセスメントの対象としている。特に、援助の対象

とする水道事業体が現在どの程度の発展段階にあるか、当該水道事業体の改善・改革を行

うには水道セクター機関に対しても援助を行う必要があるかを明らかにするツールを提供

する。 

 

本ハンドブックに含まれる情報は図 1.1 に示す構成になっている。 ハンドブックの本体

部分は、本編（1 章から 8 章）と添付資料（CA の方法論に含まれる基本ツール）が一対に

なっている。このハンドブックは、JICA 事業の各段階（戦略策定、プロジェクトの計画、

モニタリング・評価等）において、実際の事業管理にアセスメントツールを適用するため

の手順と考え方を示すことを目的としている。 

 

図 1.1 本ハンドブック(兼、調査の最終報告書)の構成 

 

２章において、今回開発した方法論の考え方の基礎となる都市上水道分野のキャパシテ

添付資料：CA の方法論に含まれる基本ツール 

(印刷物と Excel ファイル - CD-R 内) 

１. はじめに 

２. 基本ツール①～⑤と補助図表 

３. アセスメントツールの改善 

本編 

(印刷物と PDF ファイル - CD-R 内) 

II. 参考資料（PDF ファイル - CD-R 内のみ） 

 
資料１：調査全体の概要 
資料２：国内外の動向と必要性の把握 
資料３：現地調査の結果等 
資料４：検討会の議事録等 

１章 はじめに 

２章 CA の概念 

３章 方法論の概要 (3.9 早見用) 

４章 セクター全般の CA 

５章 事業体 概要の CA 

６章 事業体 詳細の CA 

７章 補助ツール 

８章 今後の課題 

基
本
ツ
ー
ル

 

III. 収集資料 (PDF ファイル- CD-R 内のみ） 

 国内外の動向等についての約 150 文献 

I. ハンドブック本体 
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ィ・アセスメントの概念を整理している。３章では、本方法論の概要を示しており、その

中の 3.9 では、早見用の資料として、協力プログラム及びプロジェクトの形成段階で、特に

調査期間が限られている場合の対応についてもまとめている。 

４章から６章では、それぞれ、都市水道セクター全般の CA、水道事業体の概要把握のた

めの CA、および水道事業体の詳細把握のための CA について、アセスメントツールの利用

方法を、プログラム形成からプロジェクト評価までの段階別に説明している。本ハンドブ

ックは、JICA 業務の執務参考資料であるが、日本国内の水道事業体や商社等が他業務で用

いる場合、特に５章に書かれた水道事業体用基本チェックリストが役に立つ可能性が高い。 

また、７章では補助的なアセスメントツールの使用について説明しており、８章では、

本方法論をさらに展開していくための今後の課題について述べている。「添付資料: CA の方

法論に含まれる基本ツール」は、１章から８章の本編と同様に、ハンドブック本体の一部

であり、図 1.1 に示すように、本編の各章と添付資料の内容が対応している (ハンドブック

本体部分は、JICA のホームページにも掲載予定)。 

II. 参考資料の資料１から資料４は、本ハンドブックの作成のために行った調査内容等が

記述されており、ハンドブック本体には含まれないが、調査の最終報告書の一部であり、

上記の添付資料と同様に CD-R に含まれている。また、III. 収集資料についても CD-R に含

まれており、本調査において収集した資料の PDF ファイルが、今後 CA を実施する、もし

くは CA 手法を改善する上で参考にするために収録されている。 

なお、本ハンドブックは、短時間でポイントがわかるように、特に重要と思われる事項

を青色の囲みにしており、説明文も箇条書きとしている。また、詳細な説明については灰

色の囲みに、事例については、黄色の囲みにしている。 
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２章 都市上水道分野のキャパシティ・アセスメントの概念 

 
 本方法論の開発にあたって主に参考にした JICA の執務参考資料は、以下の通り。 

A) 「キャパシティ・アセスメント・ハンドブック」（2008 年 9 月） 

B) 「キャパシティ・ディベロップメントに関する事例分析 水道人材育成分野」

報告書（2008 年 3 月） 

C) 「上水道セクター・経営及び維持管理に係るテーマ別評価」（2008 年 12 月） 

D) 旧 JBIC の「運用効果指標」 

 また、JICA 以外の他ドナーや途上国の水道分野における水道事業体の業績評価に

係る取組みや水道サービス業務に関する国際規格（ISO24510 及び ISO24512）等の

国際的な水道事業に関するキャパシティ・アセスメントに係る資料も参考とした。 

 上記を踏まえ、キャパシティに焦点を当てた JICA の CA の考え方と、パフォーマ

ンスに焦点を当てた他ドナー等の業務指標(PI)を用いたベンチマーキングの両者

を統合した新たな方法論を本ハンドブックにおいて検討した。 

 
 
２．１ 都市上水道分野のキャパシティ・ディベロップメント 

 

（１） キャパシティ・ディベロップメント（CD）とは？ 

 

 キャパシティ・ディベロップメント（CD）とは、「キャパシティ・ディベロップ

メントハンドブック」（2004 年 3 月）に整理されているように、「途上国の課題対

応能力が個人、組織、社会などの複数のレベルの総体として向上していくプロセ

ス」と定義され、JICA が事業を進める上での基本概念の１つである。 

 途上国の課題対処能力（キャパシティ）を高めて持続的な開発を促進することが

援助の役割であるという考えの下、「キャパシティ・ディベロップメント(CD)」の

視点が重視されている。 

 

（２） 都市上水道分野における CD 

 

 図 2.1 に都市水道プロジェクトにおける CD の３つのレベルの例を示す。 

 途上国の水道事業体が、組織・施設を持続的に運営していくためには、技術面の

みならず、経営・財務面を含む組織全体の能力向上が不可欠であり、それを支援

するための政策・制度的環境（enabling environment）が重要である。 

 従来の JICA の水道分野での援助は、水道事業体への支援を対象としたものが多か
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ったが、水道に係る法制度の策定や水道事業の規制を行う機関等（以下、水道セ

クター機関と呼ぶ）に対する援助を重視していく必要がある。 

 本ハンドブックは、水道事業体の組織レベルを中心に、水道事業体を取り巻く社

会レベルのキャパシティも対象としており、社会レベルにおいて重要な役割を担

っている水道セクター機関における CD についても重要視している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 都市水道プロジェクトにおける CD の３つのレベルの例 

 

 

個人レベル 

組織レベル 

社会レベル（政策・制度を含む） 

水 道 事 業 体

職 員 の 能 力

向上 

水 道 事 業 体 の

サ ー ビ ス の 向

上、経営強化等 

水資源・水道事業

に係る法制度と水

質 基 準 等 の 規 制

の整備 

水資源・水道事業

に係る国家的、地

域的な開発計画の

整備 

水道関連団体（民

間 企 業 、 大 学 含

む）の技術開発、

能力向上

住 民 等 消 費

者 の 水 利 用

に対する意識

の向上 
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水道事業体の独立採算制を高めることが CD のキーポイント 

途上国の水道事業体への援助では、独立採算性を高めることがCDの重要な鍵になる。

途上国の水道事業体において、独立採算制ではないが水道事業がきちんと運営されて

おり、顧客は提供されるサービスに満足している、という事例は少ない。 

その反対に、独立採算制に基づく事業運営を実施している水道事業体のサービスが極

めて劣悪である、という事例も多くない。 

独立採算制が成り立つということは、適正な料金が徴収されており、顧客がある程度

サービスに満足して料金を支払っているという証である。 

また、独立採算制が強まれば強まるほど、日常業務の執行に政治的干渉が入りにくく

なり、結果として水道事業体の自主・独立性が強まることや職員の改善意欲が高まるこ

と等が、その理由として挙げられる。 

独立採算制を達成することが、都市部の水道事業体が進むべき方向であり、そこへ到

達するための CD を支援することが必要である。 

独立採算制に到達するためには、水道事業体の自助努力が必要となることは言うまで

もないが、その自助努力を引き出し効果的なものとするためには、水道セクターの改善

もしくは改革が不可欠である。 

独立採算制を原則として水道事業を運営するということは、効率的で採算性を重視し

た事業運営をするということである。 

より具体的に言えば、拡張・改良のための資金を、自力で調達できるようになること

である。 

資金を借入金で賄うのであれば、その返済能力を持つことである。そのためには、以

下の事業環境が整備される必要がある。 

 法整備（例えば、日本の水道法及び地方公営企業法。地方公営企業法には、水

道会計の分離、受益者負担の原則、水道事業の独立採算制、発生主義会計など

が規定されている。） 

 日常業務への政治介入の禁止 

 料金・サービス規制機関の設立 

 料金算定・改訂要領の明文化 

 供給規定の制定義務（水道事業体と顧客の権利・義務関係の明文化） 

 拡張・改良事業資金の調達にかかる国及び地方自治体の斡旋義務 

本ハンドブックでは、上記のような水道事業の環境確保を支援するという観点から、

CA において把握すべき内容を検討した。 
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２．２ 都市上水道分野のキャパシティ・アセスメントの考え方 

 

（１） キャパシティ・アセスメント(CA)とは？ 

 

 JICA では、「キャパシティ・アセスメント・ハンドブック」（2008 年 9 月）におい

て、援助全般におけるキャパシティ・アセスメントの方法論をまとめている。そ

の中で、キャパシティ・アセスメント(CA)を「課題対処能力の現状と変化のプロ

セスを様々な視点から診断し、その結果を CD の戦略策定のために関係者間で共

有する作業」と定義している。 

 また、CA の目的・役目として、以下の３点を挙げている。 

１） 途上国のキャパシティの現状を診断した結果を途上国と共有し、CD のた

めの戦略づくりをする。 

２） 当該国（組織）のキャパシティのベースラインを知るだけではなく、その

変化のプロセスを把握し、CD 戦略そのものの変更可能性についても検討

する。 

３） CD 支援のための途上国とドナーとの対話ツールとして用いる。 

 

（２） CA の 3 つの視点と都市上水道事業への適用 

 

 本ハンドブックでは「キャパシティ・アセスメント・ハンドブック」に述べられ

ている以下の視点を検討ベースとした。 

 

 

 

 表 2.1 に、CA の３つの視点をもとに、水道事業体に対するアセスメントの対象の

分類別に、分類の定義、アセスメントの対象、及び方法の選択肢についてまとめ

CA の 3 つの視点 

視点１：キャパシティ（C）、パフォーマンス（P）、インパクト（I）の関連性を

示す「CPI モデル」を意識することで、効果的なキャパシティ・アセスメ

ントが可能になる。 

視点２：組織のキャパシティは、①テクニカル・キャパシティ、②コア・キャ

パシティ、③環境基盤、に分類することができる。 

視点３：それぞれのキャパシティ分類の特性に合致したアセスメントを行うた

め、定量的指標による評価と定性的質問を用いた評価を相互補完的に用い

る。 
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た。 

 

表 2.1  水道事業体のキャパシティの分類及び CPI モデルの構成要素別のアセスメント 

アセスメント対

象の分類 
定義 アセスメント対象 アセスメント方法の選択肢 

キャ

パシ

ティ 
(C) 

テクニ

カル・キ

ャパシ

ティ 

技術や特定の知識、

組織として蓄積され

る暗黙知など 

C/P の知識、技能（C/P 以外

も含む）及び組織内の知識や

情報共有システムの有無や

質 

【定性/定量】 
関係者からの聴きとり、C/P ら

によるプレゼンテーション、関

係者による視察、自己評価、プ

ロジェクトや組織の記録 

コア・キ

ャパシ

ティ 

テクニカル・キャパ

シティを活用して課

題を主体的に解決す

るマネジメント能

力、意志・姿勢、リ

ーダーシップなど 

組織の行動、思考様式（意志

決定の迅速性・合理性、意志

決定事項の実行度合いなど）

及び組織の各種システム（イ

ンセンティブ制度、人事、マ

ネジメント体制など） 

【定性】 
プロジェクト・組織の記録、グ

ループインタビュー、関係者に

よる視察、自己評価 

環境基

盤 

技術協力が対象とし

ている組織がその能

力を発揮し、成果を

生み出すことを可能

にする諸条件 

財政制度環境、人的資源、物

質資産、財務基盤、社会関係

資本 

【定性/定量】 
財務指標、文献資料、組織の情

報 

パフォーマンス 
(P) 

キャパシティの向上

によって CD の主体

が生み出す日々の成

果 

組織による成果出現（組織全

体の事業計画・実施実績、サ

ービスの向上、受益者の満足

度など） 

【定量／定性】 
プロジェクトの記録、業務指標、

関係者（視察者）による評価 
本人や関係者からの聴き取り 
住民からの苦情の記録 

インパクト 
(I) 

成果の積み重ねによ

って次第に実現され

る課題解決 

サービスの普及率や質の継

続的な向上、サービスの向上

による受益者の満足度の高

まり、関連した死亡・疾患数

の継続的な減少など 

【定量／定性】 
業務指標、住民意識調査 
特定の病気による死亡者数や

患者数の記録など 

 

１）CPI モデル（視点１） 

 CPI モデルを上水道分野に応用した場合には、以下のように、それぞれのアセスメ

ント対象を考えることができる。 

 キャパシティの評価： 技術協力では、職員をトレーニングした回数が、トレー

ニングを受けた職員のキャパシティを判断する指標の 1 つとして用いられること

がある。しかし、水道事業体のトレーニング実施部署のキャパシティを実施した

トレーニングの回数により把握することは有効性が高いと思われるが、トレーニ

ングを受けた職員のキャパシティの向上は、トレーニング後のテストの合格率、

トレーニング後に観察される業務の内容や質の変化等に基づき、判断する方が望

ましいと考えられる。 

 パフォーマンスの評価： 近年、水道事業体のパフォーマンスを示す定量的な業

務指標（Performance Indicator: PI）を用いた水道事業体の評価が国内外で広く行わ

れるようになっており、これにより効果的に水道事業体の現状を把握できること
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が明らかになっている。他ドナーが行っている水道事業体の PI を用いたベンチマ

ーキング(下記の囲みに用語の説明あり)では、キャパシティではなく、CPI モデル

の次のレベルであるパフォーマンス（業績）に焦点が当てられている。（これにつ

いては、「2.3 他ドナー等による水道事業体の CA 関連の取り組み」においてより詳

しく説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 インパクトの評価： 本ハンドブックにおけるインパクトの評価は、①プロジェ

クトの上位目標のうち、プロジェクト終了後に、ある程度確実に発現すると思わ

れるものと、②協力プログラム(下記の囲みに用語の説明あり)の目標のうち、複

数のプロジェクトにより達成できると考えられるものを対象とすることとした。

例えば、水道事業体の普及率やコストリカバリーのレベルがそれに含まれる。一

方で、例えば「水系伝染病の削減」などは、水道事業のインパクトになり得るが、

サニテーションや衛生教育などの他の分野での取り組みや、社会経済的な要因に

も大きく左右され、都市水道の分野を超えるため、本ハンドブックの方法論の対

象外とした。ただし、給水と衛生を組み合わせた複合的な協力プログラムを実施

する必要性もあるため、その点については、8章の今後の課題で言及している。 

業務指標（PI）とベンチマーキングの用語説明 

・ 業務指標（Performance Indicator: PI）とは、水道事業体のパフォーマンスを

評価するための指標であり、「水道普及率」「無収水率」「料金徴収率」等の多

くの指標がこれに該当する。 

・ ベンチマークとは、本来は測量において利用する水準点を示すが、そこから

転じて、様々な分野において独自の意味で使われている。例えば、経営にお

けるベンチマーキングは業務指標の数値を競合相手よりも優位性を高めるこ

とをめざし、ベスト・プラクティスを比較・分析する手段及び方法論確立の

意味で利用されている。 

・ 水道分野におけるベンチマーキングには、業務指標を用いて、複数の水道事

業体のパフォーマンスを評価する「メトリック・ベンチマーキング」と特定

の水道事業体のパフォーマンスを経年的に評価する「プロセス･ベンチマーキ

ング」の主に 2 種類がある。本方法論では､プログラムの戦略的な形成におい

てメトリック・ベンチマーキングを利用し、プロジェクトの評価においてプ

ロセス･ベンチマーキングを行なう手法を提案している。 
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 業務指標(PI)によるインパクトの評価： インパクトは、国内外で用いられている

水道事業体の PI の値を、各プロジェクトの期間を超えて長期的にモニタリングす

ることにより、ある程度把握することができる。しかし、PI では十分に把握でき

ないようなインパクトについては、定性的な判断基準を用いる必要がある。 

 

 以下に上水道分野における CPI モデルの例を示す。 

 CPI モデルの例①： 水質管理トレーニングを受けた職員が、実際に学んで理解で

きたかを示すテストの結果などにより、キャパシティが把握され、さらに、その

結果水道事業体において適切なレベルの水質管理が継続的に行えるようになった

ことが、パフォーマンスになる。さらに、水質管理ができるようになったことで、

住民が安全な水を入手できるようになったとすれば、それはインパクトであると

考えられる。 

 CPI モデルの例②： 漏水率の削減をパフォーマンスと考えた場合、インパクトは、

漏水率が下がったため経営が良くなり、水道普及率や一人当たりの給水量等の向

上につながることになる。この場合には、インパクトとパフォーマンスは業務指

標（PI）で把握できる。一方、漏水率削減のためのキャパシティの把握は、職員の

漏水探知技術能力の向上や、水道事業体が漏水削減計画を立案できるようになっ

た等、定性的なものとなる。 

 

２）組織のキャパシティ（①テクニカル・キャパシティ、②コア・キャパシティ、 

③環境基盤）（視点２） 

 水道分野におけるテクニカル・キャパシティとは、職員の水質分析技術や漏水探

協力プログラムの用語説明 

・ 近年、個別問題に対応するプロジェクトの単独投入だけでは、目標は達成で

きても、上位目標達成や自立発展性につながらないことへの問題意識が高ま

ってきている。このため複数のプロジェクトを一つの協力プログラムとして

戦略的に扱うプログラム・アプローチが注目されている。 

・ JICA では、1999 年に国別事業実施計画策定基本方針を決定した際に、初め

て｢協力プログラム｣の考え方が導入された。2006 年には、協力プログラムの

うち、協力目標・協力シナリオを明確化し、複数の JICA のプロジェクトを

統合的に運用するものを「JICA プログラム」とし、その定義を「途上国の特

定の中長期的な開発目標の達成を支援するための戦略的枠組み（= 協力目標

とそれを達成するための適切な協力シナリオ）」と定めた。 
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知技術や技能、会計に関する知識等を指し、コア・キャパシティは､水道事業体の

マネジメント能力やゼネラル・マネージャーのリーダーシップ等を指す。環境基

盤とは、水道事業体の財政基盤、水道施設等の資産、水道事業体を取り巻く法制

度等を指している。 

 水道事業体のマネジメント能力等のコア・キャパシティについては、定量的な評

価が困難であるため、主に定性的な指標を中心にまとめたチェックリストにより、

評価することとした。 

 水道事業の既存の業務指標の多くは、主にパフォーマンスを測るものであるが、

水道事業体のテクニカル・キャパシティや環境基盤を、定量的に測定できる指標

も幾つかある。 

 

３）定量的指標と定性的質問による相互補完（視点３） 

 プロジェクトの評価の判断基準になる、キャパシティ及びパフォーマンスの向上

を把握するための PDM の指標(プロジェクト目標や成果の達成度を測る指標)とし

ては、PI 等の定量的な指標と定性的質問により確認する定性的な指標がある。本

ハンドブックでは、それらの指標の選択についても容易に行えるようにした。 

 キャパシティの評価では定性的な質問が中心となり、パフォーマンスの評価につ

いては PI などの定量的な指標が中心となるが、定量的指標による評価と定性的質

問を用いた評価を相互補完的に用いることが、水道事業体及び水道セクターをバ

ランス良く評価するためには重要である。 
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旧 JBIC における定量的な指標の活用に関する取り組み 

業務指標（PI）の応用についての取り組みは、他ドナーがリードしているが、旧 JBIC

においても幾つかの取り組みが行われた経緯がある。 

「上水道セクター・経営及び維持管理に係るテーマ別評価」（2008 年 12 月）では、

1) 2005 年に日本水道協会が制定した水道事業ガイドラインに含まれる業務指標（PI）は、

項目が多岐にわたり、途上国に適さない指標も含まれていること、2) 途上国では指標

の元となるデータが未整備であり、適切な指標算出方法に基づいたデータの精度管理が

難しいことが報告された。そのため、本ハンドブック(案）では、上記の制約要因を踏

まえ、途上国においても比較的容易に適用でき、最低限算定が必要と考えられる重要な

指標の絞り込みを、他ドナーや国際的な水道関連機関等の文献を参考に行った。 

また、旧 JBIC が使用していた運用効果指標についても参考とし、それらを方法論に

取り入れた。運用効果指標とは、円借款事業が初期の目的どおり効果を発揮したかどう

かをみるために、予め決められる指標であり、同じ指標を利用し、期待どおりの数値に

至ったかどうかを、モニタリングや評価の際に確認する。運用指標とは、施設の活用・

機能発揮状況や運営・維持管理状況を把握するための指標であり、事業で直接数字に表

れて改善できるものである。典型的な例としては給水人口、給水量、施設利用率、無収

水率、水質などが挙げられ、パフォーマンスの評価指標に相当する。効果指標は、事業

効果の発現を定量的に設定・把握することにより、事業目的や事業計画における効果を

明確化するとともに達成度を把握することを目的として設定するものであり、典型的な

例としては水道普及率、一人当たり給水量、料金収入などが挙げられる。インパクトの

評価指標と言える。 
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２．３ 他ドナー等による水道事業体の CA 関連の取り組み 
 

 

 

 他ドナーやいくつかの途上国（以下、他ドナー等とする。）は近年、水道事業体の

「業務指標（PI）」を定量的に把握し、複数の水道事業体のパフォーマンスを測定・

比較する「ベンチマーキング（Benchmarking）」に取り組んでいる。特に、世銀や

ADB 等の国際援助機関は、業務指標（PI）を活用した水道事業体のベンチマーキ

ングを他の機関に先駆けて実施している。 

 本方法論では､他ドナー等の取組みとして、下記の点を参考にするとともに、世銀

のデータ（IBNET）を活用することを提案している。 

１) 業務指標データの蓄積と公開： 世銀を中心に運営している IBNET（International 

Benchmarking Network for Water and Sanitation Utilities）の Web データベース

（http://www.ib-net.org/）には、85 カ国約 2,000 の水道事業体の業務指標データが

蓄積されており、各水道事業体から直接提供された情報を基に計算した指標値

に加え、他ドナーや各国の水道規制機関等が行ったベンチマーキングの結果が

入力されている。複数の水道事業体を選択して、新たなベンチマーキングを行

う機能も提供されている。また、ADB の支援を得て SEAWUN（Southeast Asian 

Water Utilities Network）がアジア諸国の水道事業体に対するベンチマーキングを

行っており、そのデータも Web で公開されている（http://www.seawun.org/ 

benchmarking/）。 

２) ２種類のベンチマーキングの実施： 水道事業体に対する PI を用いたベンチマ

ーキングは、複数の水道事業体を比較する「メトリック・ベンチマーキング」

と、特定の水道事業体の改善を時系列に把握する「プロセス・ベンチマーキン

グ」の２つに分類される。他ドナー等が行ってきたベンチマーキングのほとん

どは、メトリック・ベンチマーキングだが、最近ではプロセス・ベンチマーキ

ングも注目されるようになってきている。 

３) 絞り込んだ PI によるメトリック・ベンチマーキングの実施： メトリック・ベ

ンチマーキングでは、途上国の水道事業体の比較に用いる PI を主要なものだけ

に絞り込んでいる場合が多い。これは、途上国においては指標値が入手できな

い、精度が低いなどの問題があるためと考えられる。ADB が SEAWUN を対象

他ドナー等による取り組みのポイント 

（１） 水道事業体のパフォーマンスを業務指標（PI）によって比較評価する「ベンチマ

ーキング」が行われている。 

（２） ベンチマーキングのための PI や結果をウェブサイトで公開しており、容易に参

照できるようにしている。 
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に行ったベンチマーキングでは、多くの PI が用いられたが、ADB も指標を絞り

こむ方向で検討している。 

４) 国ごとのベンチマーキングの実施： 国が異なると法制度や基準が異なるため、

単純な比較はできなくなる。より効果的かつ持続的にベンチマーキングの結果

を利用するには、各国の水道協会や水道規制機関等が、国内の水道事業体に対

してベンチマーキングを行うことが望ましい。インドネシアやケニアでは、そ

れぞれの指標について目標値を設定し、水道事業体の全体的な目標達成度をス

コア計算して、水道事業体の順位付けが実施されており、水道事業体の改善へ

の意識向上に貢献している。 

 

 PI は日本でも「水道事業ガイドライン」（日本水道協会、2005 年）としてまとめら

れているが、他ドナーの関連ガイドライン及びベンチマーキングプログラムでは、

途上国における水道事業体のキャパシティを把握するのに適していると考えられ

る指標がまとめられているため、他ドナーの指標と、途上国の水道規制機関等が

用いている指標群の分析を中心に、新たな方法論の中で使用する指標の絞り込み

作業を行った。 

 

 ベンチマーキングと定性的な質問項目を複合的に用いて、水道事業体の CA を行う

手法については、他ドナーにおいても確立できていない。例えば、IBNET のベン

チマーキングで用いられている水道事業体への質問票では、業務指標値を計算す

るための定量的データの記入欄に加え、水道事業体の幾つかの側面を定性的に評

価するための質問が含まれているが、それらの定性的な質問に対する回答は Web

サイトを用いたベンチマーキングには使用できないため、定量的指標と定性的質

問を複合的に用いたアセスメントには至っていない。 

 

 他ドナー等の取り組みの詳細については、参考資料２の「2.2 他ドナーの取り組み」

を参照。 
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３章 方法論の概要 

 

 

 この章の 3.9 節では、早見用の資料として、主に協力プログラム及びプロジェクトの形成

において、特に調査期間が限られている場合にも方法論が使用できるように、最低限の手

順を示している。 

 

３．１ 対象範囲 

 

（１） 本方法論に含まれる範囲 

 

 都市上水道分野の範囲： 本ハンドブックの CA は、図 3.1 に示すように、水道事

業体が運営・維持管理を行う都市水道を対象とする。コミュニティにより運営・

維持管理される村落給水については対象としていないが、水道事業体が給水を実

施している公共水栓が都市部のコミュニティにより維持管理されている場合は、

本方法論の対象としている。 

 都市水道セクター全般と個別の水道事業体： 図 3.1 に示すように、水道事業体の

みならず、水道事業体を取り巻く環境である都市水道セクターも CA の対象とする。 

 

方法論の特徴 

（１） 協力プログラムのための中長期的な戦略の作成から、技術協力や資金協力等の

個別のプロジェクトの実施・評価までの、JICA 事業全体に活用できる複数のア

セスメントツールを提供している。 

（２） 水道事業体のみならず、水道事業体を取り巻く環境である水道セクターも CA

の対象とし、それらのキャパシティ・パフォーマンス・インパクトを定量的な

指標及び定性的な質問を複合的に用いて分析する包括的な方法論である。 

（３） 財務・経営、組織・制度、貧困層対策等を含めた幅広い分野を段階的に分析す

るため、優先分析項目と詳細分析項目を設定している。 

（４） 対象国の関係者との間で CA のプロセスと結果を容易に共有するため、最低限

の業務指標のみを用いた水道事業体のスコアリング、水道事業体の基本的な項

目の 5 段階評価結果のグラフ化、PDM の作成、参加型手法による内情把握等

を行う機能を方法論に取り込んでいる。 
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図 3.1  アセスメントの対象範囲のイメージ 

 

 また、図 3.1 に示すように、都市水道セクターと水道事業体を定量的な指標及び定

性的な質問を複合的に用いて、財務・経営、組織・制度、貧困層対策等を含めた

幅広い分野を段階的に分析する。 

 図 3.1 に示すように、水道事業体に対しては、途上国内の水道事業体のパフォーマ

ンスの比較を行う初期 CA を実施した後、援助対象になった特定の水道事業体に対

して、一般情報の把握、概要把握のための CA、および詳細把握のための CA を段

階的に行うことで、目的別に必要とされる詳細度に合った CA を実施する。 

 

 対象とする事業スキームの範囲： 協力準備調査、技術協力、無償資金協力(ソフ

トコンポーネントを含む)、有償資金協力（有償資金協力勘定による技術支援を含

む）を対象とする。 

 協力準備調査の中には、協力プログラム及び個別プロジェクトの形成が含

まれるが、中長期戦略の検討のための CA や、援助の対象とする水道事業

体の選択のための CA も対象としている。 

 有償資金協力および無償資金協力については、プロジェクトの形成もしく

は計画初期において、どのような施設拡張や施設修繕を行う必要があるか、

施設投資における制約条件などについて、おおよその見当を付ける段階で

 

 

詳細把握のための CA 

(改善状況の把握を含む) 

セクター機関等に対する CA

都市水道セクター全般

国内の水道事業体の比較による CA

特定の水道事業体 

一般情報の把握 

概要把握のための CA 

定量的指標で把握

主に定性的質問で把握

主に定性的質問で把握

どちらに問題があるか

一対 

個別に 

より詳しく 

 対象範囲内 (都市水道分野の技術協力と資金協力の形成
から評価まで) 

対象範囲外 

 村落給水 

 サニテーションや衛
生教育等との複合的
な対応により実現で
きるインパクト 

 有償資金協力のアプ
レイザル等の事業評
価 

 施設拡張等にともな
う人員強化の必要性

定量的指標と定性的質問を複合的に用いて把握

まず定性的質問で把握し、定量的指標で補足
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本方法論を利用することができる。 

 有償資金協力のファクト・ファインディング（F/F）とアプレイザルおよ

び無償資金協力において、施設投資に付随して検討する必要がある技術支

援（円借款に含まれる TA もしくは有償勘定による技術支援、無償資金協

力に含まれるソフトコンポーネント）の内容を検討する際の水道事業体の

CA に適用できる。 

 プログラムおよびプロジェクトの評価においては、本方法論の CA に基づ

いて選定した目標の達成度を測るための指標を用いることができる。 

 

（２） 本方法論に含まれない範囲 

 

 図 3.1 に示すように、衛生環境の向上について、サニテーションや衛生教育などの他

の分野での取り組みや、社会経済的な要因にも大きく左右されるようなインパクトに

ついては、都市水道の分野を超えると判断したため､本方法論の対象外としている。 

 本方法論は、水道セクターと水道事業体の現在のキャパシティを把握するためのツー

ルであることから、プロジェクト実施のために必要となる将来的なキャパシティの詳

細を提供するものではない。プロジェクトの実施に必要なキャパシティは、そのプロ

ジェクトの内容・規模に応じて、プロジェクト毎に検討する必要がある。ただし、本

方法論によりキャパシティのベースラインは把握できるので、将来的に必要となるキ

ャパシティとのギャップを測る上では有用である。図 3.1 および以下に、本方法論の

対象に含まれない例をあげる。 

１）有償資金協力については、ファクト・ファインディング及びアプレイザルに

おいても CA のニーズがある。しかし、本ハンドブックの CA の方法論は、ア

プレイザルにて行う特定の水道事業の審査とは内容が異なり、特に施設投資

した場合にローンの返済が可能かどうかの判断基準を提供するものではない

ことを強調する。アプレイザルについては、フィージビリティスタディ等を

実施し、投資の規模及び内容、将来の水道料金の設定、水道事業体の収益に

より全額返済するのか、返済期間は何年なのかなどのローンの条件、財務的

内部収益率(FIRR) 等を考慮した上で判断する必要がある。 

２）将来施設が拡張した後に、どれほどの人員が必要になるかという検討につい

ては、本ハンドブックの CA の方法論の対象としない。資金協力により水道施

設が大幅に拡張される場合については、運転・維持管理に新たな人員の投入

が必要となる。この時、新たに必要とされる人員は、拡張される施設の種類

や運転方式等により大きく異なるため、施設設計を担当するコンサルタント

等が算定を行なうことになる。 

３）浄水場等に新たな浄水処理技術を導入する場合に、現在の水道事業体の職員
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のキャパシティのみで対応が可能かどうかや、将来どのような経験や資格を

持つ職員をさらに必要とするかといった判断についても、この方法論の対象

外である。新たな技術を導入する場合には、その技術に精通した技術者が、

援助対象となる水道事業体のレベルに応じて、適正技術となっているかを判

断する必要がある。 

４）施設投資型援助の実施段階でのアセスメントでは、特に完成前のトレーニン

グによって、施設完成後に運転維持管理が出来る能力を身に付けたかを見極

めることが重要である。これについては、新たに建設された施設に特化した

維持管理技術を習得する必要があるため、チェックする項目も処理方式の違

い等、施設内容に沿ったものをその都度作成する必要があるため、本方法論

の範囲外である。 

 

 

３．２ 方法論の事業スキーム毎の活用 

 

 以下に、都市水道分野の事業スキームの課題に対応する方法論の活用方法を示す。 

 従来、調査の度にクエスチョネアを作成して水道セクターや水道事業体に関する情報

を収集するということが行われてきたが、重要な項目を網羅している本方法論を活用

することによって、一定のクオリティ・コントロールが可能になり、作業の省力化も

図ることができる。 

 

（１） 協力準備調査（協力戦略策定段階） 

 

 水道セクターの問題の把握： 途上国の水道事業体の問題の根源は制度環境にあるこ

とが多く、事業の実施環境が重要な問題であることは既に認識されているが、個々の

事業体では解決が困難な政策・制度等の問題に対する対処については、まだ十分な経

験が蓄積されていない。しかし、本方法論の水道セクターの CA を行なうことにより、

これまでプロジェクトの外部条件とされていたセクターの問題をプログラムに取り

込むことが可能となる。 

 

 中長期戦略の策定に対する適用： 協力プログラムの観点で事業を中長期的にデザイ

ンしていく場合、どのように CD を進めていけば効果が上がるか、セクターペーパー

やローリングプランを作成していく中で検討することが必要である。以下に、都市水

道分野のプログラムで想定される４つのケースと本方法論の活用方法を示す。 

１) 省庁や規制機関等を含む水道セクター機関を対象とする政策・制度整備のプロ

グラム 
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→  本方法論の水道セクターの CA を行い、協力対象範囲の絞込みや、目標設定等

を行う。 

２) 省庁や規制機関等を含む水道セクター機関と、水道事業体の双方を対象とする

プログラム 

 → 本方法論の水道事業体、水道セクター機関双方の CA を行う。 

３) 複数の水道事業体を対象とするプログラム 

 → 対象とする複数の水道事業体の CA を、メトリック・ベンチマーキング等のツ

ールを活用して行なう。 

４) 特定の水道事業体を対象とするプログラム 

 → 本方法論の特定の水道事業体に対する CA の結果に基づき、どのようなシーク

エンスでどのような投入を行っていくのが効果的かを判断する。CA の結果に

より、どのような場合にはソフト面の重点的支援(一般的には技術協力)を先行

させ、どのような場合にはハード面の重点整備(ー般的には資金協力)を先行さ

せればいいかなどを、明らかにする。 

 

 

 

 協力プログラム単位での評価:  本方法論の CA に基づき、協力プログラムとプロジ

ェクトの目標とそのための指標を設定することにより、構成されるプロジェクトの成

果をインパクトが発生するまでのより長期的な視点から追うことができる。これによ

り、キャパシティ、パフォーマンス及びインパクトの位置づけが明確になり、時間軸

を考慮した効果的なアセスメントを実施できる。 

 

協力対象とする水道事業体の選択における適用 

中央集権体制下の途上国では、中央省庁が地方の支所を通じて地方の水道局をコント

ロールする組織体制であったが、近年地方分権化が進み、地方の自治体等に水道事業を

担当させ、独立採算制にする国が増加している。また、これまで円借款については事業

としてある程度大きなパッケージにしなければならず、収益が見込める必要もあったた

め、首都や地方主要都市を中心とする規模の大きな水道事業体に対する貸付が中心にな

っていた。 

しかし、地方分権化の流れや、地方都市を対象とする案件が増加するにつれて、どの

都市の水道事業体をなぜ協力対象としていくのかが問われるようになってきている。こ

のような支援対象事業体の選択にあたって、本方法論のベンチマーキングにより複数の

候補事業体を比較したり、キャパシティを同じチェックリストによって把握したりする

ことにより、統一的な尺度による検討が可能となる。 
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（２） 技術協力プロジェクトへの適用 

 

 技術協力のモニタリングや成果の指標：  従来、技術協力のモニタリングや成果の

指標として、｢研修参加人数｣、｢セミナー開催回数｣等のプロジェクトの活動規模を示

す指標がしばしば用いられていた。しかし、CD の観点からは、技術協力を実施した

結果、水道事業体のパフォーマンスや実施能力が、現状に対してプロジェクト完了時

にどのようなどうなるべきかについて、本方法論で提示する PI を適用することでよ

り適切に把握することができる。 

 非技術面を対象とした技術協力の実施：JICA の従来の技術協力は、漏水対策、水質

改善、施設維持管理等の技術面の改善を中心に行われてきたが、水道事業体の財務･

経営面の評価や改善、都市水道セクター全般の法制度やガバナンス（以下、非技術面

とする）についても取り組みを強化していく必要がある。そのため、財務･経営改善

に取り組むための組織マネジメント、メータ設置、料金徴収、財務管理、資産管理、

制度構築等に関する CA をどのように進め、これらを強化するための技術支援の必要

性の判断や投入のデザインにどのように活用していけばよいか、適切な指標や方法論

を検討した。例えば、財務諸表をもとに水道事業体のキャパシティを把握する際のポ

イント、効果的に利用できる財務指標については、本編の 4.1.3, 6.2.2 に財務指標の重

要度ごとに記述すると同時に、添付資料の 2.6 において一覧表にしている。 

 

（３） 資金協力への適用 

 

 施設投資の成果の測定： 有償資金協力及び無償資金協力においては、施設投資の成

果（対象事業体による水道サービスの向上）を評価する必要がある。本方法論では、

施設投資の効果を測定するための指標についても整理し、プロジェクト開始前のベー

スラインから、供与後のモニタリング・評価に活用できるようにしている。 

 資金協力に付随した技術支援の必要性の把握： 円借款における技術支援ポーション

（円借本体のコンサルティング・サービス）や有償勘定による技術支援、無償資金協

力のソフトコンポーネントを検討するにあたっては、水道事業体のキャパシティを把

握しておく必要がある。特に JICA が直接発注する有償勘定による技術支援の場合は、

詳細なアセスメントを行うことが望ましい。先方政府が施主となる円借款本体のコン

サルティング・サービスに技術支援を組み込む場合、また、事業実施段階や施設の完

成後の供用段階において、必要に応じて、有償勘定による技術支援や円借款のコンサ

ルティング･サービスを、効果的かつタイムリーに投入する場合に、本方法論の水道

事業体の概要に関わるアセスメントが行えるチェックリストを用いて、技術支援の内

容の検討を進めることができる。 

 ツーステップローン（円借款）における水道事業体の CA: ツーステップローンのよ
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うに、中央政府に貸し付け、中央政府が地方における多数のサブプロジェクトに対し

て支援を行うタイプの円借款では、中央から地方に対しては転貸となることが多いた

め、地方の水道事業体等に対する貸付を審査する際に、財務面から creditworthy かど

うかという判断基準が重視される傾向がある。しかし、単に地方の水道事業体からの

返済が滞りなく行われるというだけでなく、ツーステップローンによる事業の成果が

発現されることが重要であり、そのような観点からは財務指標だけでなく地方の水道

事業体が転貸された資金を有効に活用し、水道サービスを改善していくキャパシティ

があるかどうかという点も検討する必要がある。本方法論を用いて、対象となる水道

事業体のツーステップローンに関連するキャパシティのベースラインを把握するこ

とにより、ローン実施中・実施後の成果を測定することが可能になる。 
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３．３ 方法論の構成 

 

 
 

 本ハンドブックにおける CA の方法論は、表 3.1 に示されるように、援助の段階を以

下の２つに分けて整理している。 

段階１：都市水道セクター（以下、水道セクターと同義）に対するプログラムの戦

略的形成段階 

段階２：特定の水道事業体に対するプロジェクトの形成・計画・実施・評価段階 

段階１は、上述の協力準備調査の「協力戦略策定段階」に対応する調査内容であり、

段階２は、協力準備調査の「プロジェクト計画段階」での調査内容と、プロジェクト

の本体部分が含まれる。 

 この方法論では、セクター調査とプログラム形成を一体的なものと捉え、段階１を、

「都市水道セクターに対するプログラムの戦略的形成段階」と呼ぶことにした。 

 本方法論では、CA の目的を、 

目的 A： 都市水道セクター全般の把握 

目的 B： 対象水道事業体の概要把握 

目的 C： 対象水道事業体の詳細把握 

の３つに整理し、前述の援助の段階１及び段階２との関係を、表 3.1 に示した。  

 「目的 B. 対象水道事業体の概要把握」については、主に、特定の水道事業体に対す

るプロジェクトの形成・計画段階で用いられる。しかし、特定の水道事業体に対し

て、複数の援助スキームにより対応するようなプログラムを形成する場合や、特定

地域内の複数の水道事業体から、プログラムの対象とする水道事業体を選定する場

合には、プログラム形成の一部として、各水道事業体のキャパシティの概要をバラ

ンスよく把握する必要がある。このような理由から、目的 B は、段階１と段階２の

双方に含まれている。 

（１）本ハンドブック(案）における CA の方法論は、表 3.1 に示すように、援助の段階

を、次の２つに分けて整理する。 

   段階１：都市水道セクターに対するプログラムの戦略的形成段階 

  段階２：特定の水道事業体に対するプロジェクトの形成・計画・実施・評価段階

（２）本方法論では、CA の目的を、次の３つに整理する。 

 目的 A： 水道セクターの把握 

 目的 B： 対象水道事業体の概要把握 

 目的 C： 対象水道事業体の詳細把握 

（３）それぞれの目的別に、表 3.1 に示すように、基本ツール及び補助ツールを作成し

た。 
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 それぞれの目的別に、表 3.1 に示すように、基本ツール及び補助ツールを作成した。

また、各目的のために作成したアセスメントツールが利用される、主な各援助形態の

利用フェーズについても、表 3.1 に示している。 

 本方法論では、表 3.1 に示されているように、技術協力プロジェクトに加え、有償資

金協力における技術支援（通常の TA 及び有償資金勘定による技術支援）と、無償資

金協力におけるソフトコンポーネントを、キャパシティ・ディベロップメント型援助

（CD 型援助）としてまとめ、整理した。これは、これらの援助において実施すべき

CA の内容が類似しているためである。有償資金協力及び無償資金協力における施設

投資についての本体部分についても、必要とされる CA の内容が類似しているため、

施設投資型援助とまとめて整理した。 

 

表 3.1  援助の段階およびアセスメントの目的の整理 

 

 

援助の 

段階 

   

目的 A:  
都市水道セクター全般の把握 

目的 B:  
対象水道事業体の概要把握 

目的 C:  
対象水道事業体の詳細把握 

 

 

 

アセス

メント

の目的 

 

 

 

相手国内の水道事業体の状況

を認識し、援助の対象とする

水道事業体の選択や、省庁や

規制機関への政策・制度支援

が必要かの見極めを行う。 

対象水道事業体のキャパシティ

の概要を迅速に把握し、その事

業体に対するプログラムの形

成、適切なプロジェクト形態の

決定、援助が必要な分野、目標

等の初期検討を行う。 

CD 型援助(技術協力、有償の技術支

援および無償のソフトコンポーネン

ト)のプロジェクト・デザインの初案

作成およびレビューとプロジェクト

評価の実施、さらに、CD 型および施

設投資型(有償もしくは無償資金協力

の施設投資本体部)の援助の事後モニ

タリングおよび評価を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

関連す

る援助

の形態

および

フェー

ズ 

✓セクター調査/Analytical Work 
✓協力プログラム形成調査 
✓政策対話 
✓政策・制度支援型プロジェクト

の形成 
✓プログラムレベルでのモニタ

リング・評価（政策・制度支

援および水道事業体への支援

の双方を含むプログラムや複

数の水道事業体を支援するプ

ログラムの場合） 
✓ローリングプランへのフィー

ドバック 

✓ 協力プログラム形成調査におけ

る個別の水道事業体の分析 
✓ 協力プログラムレベルでのモニ

タリング、評価(特定の水道事業

体に異なる援助形態の複数プロ

ジェクトを適用する場合) 
 
✓ プロジェクトの形成における援

助形態の選定 
✓ 施設投資型援助の内容の初期検

討 
✓ 有償もしくは無償資金協力にお

ける技術支援の必要性の検討

（有償のアプレイザルでは、有

償勘定の技術支援を組み合わせ

るか判断が必要） 
✓CD 型援助における援助分野、目

標および成果についての初期検

討 

✓ CD 型援助における PDM 等のプロジ

ェクト・デザインの初案の作成（評

価指標の選定を含む） 
✓ CD 型援助の事前評価における案件

の妥当性、有効性等の判断およびベ

ースラインの確認 
 
✓CD 型援助の実施段階における中間レ

ビュー（モニタリング、中間評価、

PDM 等の改善を含む）および終了時

評価 
✓CD 型援助の実施後の事後モニタリン

グおよび事後評価 
✓施設投資型援助の実施後の事後モニ

タリングおよび事後評価 
 
 
 

段階 1: 都市水道セクターに対するプログラム 
    の戦略的形成段階 

    段階 2: 特定の水道事業体に対する 
プロジェクトの形成・計画・実施・評価段階 

協力準備調査のタイプ１ 
(プログラム形成等) 

協力準備調査のタイプ２ 
(プロジェクト形成・計画等) 

各プロジェクトの
実施・評価 
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３．４ 基本ツールの概要 

 

 

 

 表 3.2 に示されている基本ツールの作成にあたっては、キャパシティの把握と、業績指

標（PI）を用いたパフォーマンスやインパクトの把握の双方を組み合わせることで、水

道分野における従来のキャパシティ･アセスメントの概念や方法論の拡張を目指した。 

 これらの基本ツールにより、技術協力だけでなく、資金協力や、戦略的な中長期の目

標と開発シナリオに基づき構築する協力プログラムに関しても、CA を有効に実施し、

事業の計画、モニタリング、評価をより効果的にすることができる。 

 MS Excel ファイルである添付資料に、表 3.2 に示されている５つの基本ツールのフルバ

ージョン（すべての指標もしくは質問を含む）が含まれており、各基本ツールは MS 

Excel の計算機能等を利用して構築されている。 

 

本方法論では表 3.2 に示すように、アセスメントの目的別に、５つの基本ツールを用意

した。 

（１）目的 A： 水道セクター全般の把握 

基本ツール①：水道事業体の業務指標リスト (LPI) 

      （水道事業体を比較するメトリック・ベンチマーキングに使用） 

（CPI モデルにおけるパフォーマンスに焦点を当てている。） 

基本ツール②：水道セクター用チェックリスト (SC) 

（CPI モデルのキャパシティ(特に環境基盤)に焦点を当てている。） 

（２）目的 B： 対象水道事業体の概要把握 

基本ツール③：水道事業体の一般情報記入フォーム (UGF) 

（他の４つの基本ツールとは異なり、キャパシティやパフォーマン

スの評価ではなく、一般情報の把握のみを行う） 

基本ツール④：水道事業体用基本チェックリスト (UBC) 

（３）目的 C： 対象水道事業体の詳細把握 

基本ツール⑤：水道事業体用詳細チェックリスト (UDC) 

（CPI モデルにおけるキャパシティ全般に焦点を当てている。） 

基本ツール①：水道事業体の業務指標リスト (LPI) 

（改善状況を把握するプロセス・ベンチマーキングに使用） 

（CPI モデルにおけるパフォーマンスに焦点を当てている。） 
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表 3.2  アセスメントの目的別に使用するアセスメントツールの構成 

 

 目的 A のプログラム形成段階で行う都市水道セクター全般の把握においては、基本ツ

ール①の水道事業体の業務指標リストにより、途上国の国内の水道事業体を定量的に

相互比較（メトリック・ベンチマーキング）することで、国内の水道事業の状況把握

や援助対象とする水道事業体の選択等を行う。一方、基本ツール②のセクター用チェ

ックリストにより、セクター機関等を主に政策・制度の整備状況や規制の実施状況等

についての定性的な質問により評価する。 

 目的 B のプログラム及びプロジェクトの形成段階で行う水道事業体の概要把握におい

ては、まず、基本ツール③の水道事業体の一般情報記入フォームに含まれる主に定性

的な質問により、水道事業体の形態、責任範囲、給水対象地域の特徴等の基本情報を

把握する。その上で、基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストに含まれる定

性的な質問と定量的な質問を複合的に用いて、対象とする特定の水道事業体のキャパ

シティの概要を把握し、適切な援助プロジェクトのスキーム選択や援助が必要となる

分野の初期検討を行う。 

援助の 

段階 

   

アセスメン

トの目的 

目的 A: 
水道セクター全般の把握 

目的 B: 
対象水道事業体の概要把握

目的 C: 
対象水道事業体の詳細把握 

ア
セ

ス
メ

ン
ト

ツ
ー

ル
 
と

 
そ

の
使
用

 

基
本

ツ
ー
ル

 

① 水道事業体の業務指標リス

ト - List of Performance 
Indicators (LPI) : 途上国の各

水道事業体の主要な業務指

標（PI）を比較（メトリック・

ベンチマーキング）すること

で、相手国内の水道事業の状

況把握や援助対象とする水

道事業体の選択等を行う。 

③ 水道事業体の一般情報記

入フォーム - Utility 
General Form (UGF): 水道

事業体の形態、責任範囲、

給水対象地域等の基本情

報を把握する。 

⑤ 水道事業体用詳細チェックリスト - 
Utility Detailed Checklist (UDC): PDM
のプロジェクト目標や成果等の設定

のために援助する分野を特定する。

また、設定された各成果の達成度等

を評価するために定性的な指標の選

定等を行う。 ④ 水道事業体用基本チェッ

クリスト - Utility Basic 
Checklist (UBC): 対象水道

事業体のキャパシティの

概要を把握し、適切な援助

プロジェクトのスキーム

選択や援助が必要となる

分野の初期検討を行う。

① 水道事業体の業務指標リスト - List 
of Performance Indicators (LPI): 特定

の水道事業体のモニタリング（プロ

セス・ペンチマーキング）に使用で

きる業務指標(PI)を選択し、プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）

等に取り込むことで定量的な指標に

基づいてプロジェクトの評価および

改善を行う。 

② セクター用チェックリスト 
- Sector Checklist (SC): 省庁、

規制機関などを対象に政

策・制度の整備状況や規制の

実施状況等を把握する。 

補
助
ツ
ー
ル
 

Ａ 環境スキャン - 
Environmental Scan (ES): 水
道事業体が解決すべき課題

と、政府レベルでの政策・制

度の改善等により対処すべ

き課題とを見極める。 

 Ａ 環境スキャン - Environmental Scan 
(ES) ：対象水道事業体への援助にお

ける外部要因(該当セクターの政策や

制度の策定状況等)の分析と内部化の

ための検討を行う。 

 Ｂ キャパシティ・脆弱性分析 - Capacity 
Vulnerability Analysis (CVA) : 効果的

な CD に必要なコア・キャパシティ

(マネジメント力)を分析する。 

段階 1: 都市水道セクターに対するプログラム 
    の戦略的形成段階 

    段階 2: 特定の水道事業体に対する 
プロジェクトの形成・計画・実施・評価段階 
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 特に、基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストは、JICA 業務以外の業務への

応用が比較的容易に行えると考えられるため、日本の水道事業体や民間企業等が海外

での新たな事業を模索する上で参考になると考えられる。 

 目的 C のプロジェクトの計画段階で行う水道事業体の詳細把握においては、まず基本

ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストにより、対象とする水道事業体のキャパ

シティの詳細を把握してプロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)の投入以外の定

性的な記述部分を中心に作成する。その上で、基本ツール①の水道事業体の業務指標

リストから、PDM における評価指標として効果的に使用できる指標を選定し、プロジ

ェクトのモニタリングや評価を効果的に行えるようにする。 

 基本ツール④以外の全ての基本ツールでは、使用する指標数もしくは質問項目数を、

必要とされる調査の詳細度や調査期間等の制約を考慮して、プロジェクトごとに自動

的に絞込むことができる機能を持っている。 

 基本ツール⑤は、各プロジェクトの援助対象分野に特に関連する質問を、容易に選択

可能するための機能を持っている。 

 全ての基本ツールは、必要に応じて、新たな質問や指標を加えるなどの、カスタマイ

ズが可能である。 

 基本ツール①、②、④および⑤の４つのツールは、指標および質問項目の分野別のカ

テゴリーが、大カテゴリー、中カテゴリー、小カテゴリーの段階的な構造で、視覚的

にも分かりやすく把握できる。途上国の C/P が正確に回答するためには、職務が異な

る複数の職員（例えば経理担当者、総務担当者、技術担当者、等）により対応する必

要があるが、これにより、それぞれの担当分野に関連する質問が見つけやすい。 

 基本ツール①、④、⑤の分野別カテゴリーは、できるだけ表記順序が統一されており、

それらの基本ツールを組み合わせてアセスメントを行う場合に、相互参照が容易にで

きる。 

 これらの基本ツールを使用する際の詳しい注意点は、本ハンドブックの４章から６章

を参照。 
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３．５ 補助ツールの概要 

 

 

 

 本方法論では、基本的には５つの基本ツールを組み合わせることで都市水道セクター

全般及び特定の水道事業体を対象にした包括的な CA を実施することができる。だだし、

補助ツールとして提案する２つの参加型手法により、特定の指標値や設問への回答を

１つずつ確認していく基本ツールでは把握できないような、対象国もしくは対象水道

事業体特有の内容や、率直な回答が得られにくいセンシティブな内容について、より

理解を深めることができる。 

 また、参加型の補助ツールを利用することで、カウンターパートの気付きを効果的に

促すことができる。 

 

 補助ツール A の環境スキャンは、表 3.2 に示されているように、目的 A のセクター全

般の把握と目的 C の特定の水道事業体の詳細把握における利用を想定しており、特に

以下のような場合に利用が推奨される。 

１）セクター全般の把握において、水道事業体が解決すべき課題と、政府レベル

での政策・制度の改善等により対処すべき課題とを見極める必要がある場合

（基本ツール①と②により十分に把握することが難しい場合） 

２）特定の水道事業体に対するプロジェクトの計画段階(CD 型支援においては、

PDM の作成段階)において、対象水道事業体への援助における外部要因(該当

セクターの政策や制度の策定状況等)の分析と内部化のための検討を行う場合 

  （基本ツール⑤により十分に把握することが難しい場合） 

３）セクター機関と水道事業体の責任範囲、法制度の整備状況の影響について、

曖昧な回答しか得られない場合、あるいは関係者の意見が統一されていない

本方法論では、表 3.2 に示されているように、２つの参加型補助ツールを提案する。補

助ツールを用いることで、相手国関係者と共通認識を形成し、相手国関係者が重要視す

る内容や基本ツールでは把握しきれなかったキャパシティを明らかにすると同時に、C/P

の気付きを促す。 

 

（１）補助ツール A： 環境スキャン（ES） 

水道セクターの政府機関と水道事業体の責任範囲の明確化や、水道事業体に対す

るプロジェクトの外部要因の把握およびその内部化の検討のために使用。 

（２）補助ツール B： キャパシティ・脆弱性分析（CVA） 

水道事業体のマネジメント力（コア・キャパシティ）を把握するために使用。 
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ような場合 

４）支援の対象となる機関の職員自身が、自らのセクターや組織が抱えている問

題を、認識する必要がある場合 

５）セクター機関と水道事業体の責任範囲や法制度の整備状況の影響について支

援の対象となる機関の関係者と JICA 関係者が、共通認識を持つ必要がある場

合 

 補助ツール B のキャパシティ・脆弱性分析は、目的 C の特定の水道事業体の詳細把握

における利用を想定しており、特に以下のような場合に利用が推奨される。 

１）効果的な CD に必要なコア・キャパシティ(特に、マネジメント力)について、

できるだけ詳しく分析する必要がある場合（基本ツール⑤により十分に把握

することが難しい場合） 

２）水道事業体のコア・キャパシティについて、支援の対象となる機関の関係者

と JICA 関係者が、共通認識を持つ必要がある場合 

 

 上記の２つの補助ツールは、両方とも折り目を入れた A0 サイズ程度の模造紙と、大型

の付箋を用いて行う手法。（PCM ワークショップに類似。） 

 3 人から 10 人程度の相手国関係者（マネジメントクラス）の参加において、効果的に

利用可能。 

 参加型であり、上手く活用できれば、C/P の気づきを促進するという効果が高い。ただ

し、ファシリテーションの質にも大きく左右される。 

 これらの補助ツールを使用する際の詳しい注意点は、本ハンドブックの７章を参照。 

 

 

３．６ アセスメントの流れ 

 

 図 3.2 に方法論の全体像とケース別のアセスメントの流れを示す。この図では 3.5 で説

明した各基本ツールと補助ツールの関係性についてもイメージ化している。 
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 図 3.2 に示される各出発点からのアセスメントの流れを、５つの基本ツールおよび２つ

の補助ツール間の関連性を中心に以下に説明する。 

 

説明：     は、アセスメントの流れであり、ケース別に４つの出発点を想定した。都市水道セクターの把握を目

的とする場合には、「出発点１：プログラムを戦略的に形成する場合」と「出発点２：政策・制度の整備支援プロ

ジェクトのみを行う場合」があり、特定の都市水道事業体を対象とする時は、「出発点３：新規プロジェクトの形

成から行う場合」と「出発点４：既存プロジェクトを進めるもしくは改善する場合」がある。ただし、出発的４

から始める場合には、基本ツール③及び④に含まれるような概要把握のための質問項目の内、特に当該プロジェ

クトの重点分野に関する項目については、既にある程度明らかになっていることを前提とする。 

 

基本ﾂｰﾙ②  
セクター用チェ
ックリスト (SC) 

基本ﾂｰﾙ① 水道事業
体の業務指標リスト 

(LPI) 

基本ﾂｰﾙ④ 
水道事業体
用基本チェ
ックリスト

(UBC)  

基本ﾂｰﾙ③
水道事業体
一般情報記
入フォーム

(UGF) 

基
本
ﾂ
ｰ
ﾙ
①

 水
道

事
業

体
の

業
務

指
標
リ

ス
ト

(L
P

I)
 

基本ﾂｰﾙ⑤  
水道事業体用詳細
チェックリスト

(UDC) 

目的 A.: 都市水道セク
ター全般の把握 

補助ﾂｰﾙ A 
環境スキャン(ES)

補助ﾂｰﾙ B 
キャパシティ・脆弱性

分析(CVA)

出発点１ 

出発点 2 

出発点 3 出発点 4 

目的 B: 対象水道事業体の概要把握 

目的 C: 対象水道事
業体の詳細把握

補助ﾂｰﾙ A 
環境スキャン (ES) 

段階１. 都市水道セクターに対する 
プログラムの戦略的形成段階 

段階２. 特定の水道事業体に対する 
プロジェクトの形成・計画・実施・評価段階

図 3.2  方法論の全体像とケース別のアセスメントの流れ 
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出発点１ - その１： 基本ツール①から基本ツール②に向かう流れ 

発展途上国では、ほとんどの水道事業体が、サービスレベルや組織の効率性および安

定性に多くの問題を抱えており、その多くが監督機関等のセクター側による政策や制度

の整備の遅れに起因している。そのため、本ハンドブックでは、セクター調査において、

基本ツール①で当該国の水道事業体の状況をまず把握した上で、基本ツール②の水道セ

クター用チェックリストによりセクター機関のキャパシティを把握する順序とすること

を提案している。 

基本ツール①を、基本ツール②よりも先行させることによる利点は以下の通り。 

１) 基本ツール①による水道事業体のメトリック・ベンチマーキングの結果を踏まえ、

特に問題があると思われる部分に注目して、監督機関等のセクター機関を対象にア

セスメントを行うことができる。 

２) 水道セクター機関の定性的質問に対する主観的な回答を、メトリック・ベンチマー

キングの結果と照らし合わせることにより客観的に評価することが可能になる。 

３) 基本ツール①の水道事業体の業務指標値は、IBNET や対象国の規制機関等の年報

等により、日本国内での準備作業中に入手できる可能性があるため、これをアセス

メントの最初にすることで、より効率的な調査が可能になる。 

 

 補助ツール A の環境スキャンを都市水道セクター全般の把握のため利用する場合、セ

クター機関に対しては、基本ツール②と同じタイミングで実施することができる。また、

セクター機関等を通して水道事業体関係者に集まってもらい、環境スキャンを水道事業

体関係者と共に彼らの視点で実施し、セクター機関関係者を対象に実施した場合の結果

と比較することで、責任範囲や問題についての認識の違いを把握することができる。 

出発点２： 基本ツール②からはじめる場合 

 政策・制度支援を技術協力で行う場合、対象国の都市水道セクターの状況が十分に

把握できていない場合には、出発点１から始め、当該国の複数（可能な限り多くの）

の水道事業体の状況と、セクター機関等との両面から水道セクター全般を把握する。

しかしながら、水道事業体の抱える問題のほとんどが、水道セクター側の問題に起因

していることが初めから分かっている場合、もしくは、既にセクター側への政策・制

度等についての支援を、優先して行うことになっている場合は、出発点１から始めず

に、出発点２である基本ツール②の水道セクター用チェックリストから、CA を始める

ことも可能である。 
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出発点１ – その２： 基本ツール①から基本ツール③と基本ツール④に向かう流れ 

 メトリック・ベンチマーキングにより、援助の対象とする水道事業体（もしくは事業

体群）が、ある程度絞りこまれた場合には、それらの水道事業体をプログラムの中でど

のように扱うかを決める必要がある。 

特定の水道事業体に対する技術協力や、無償資金協力等の複数の援助形態を適用する

プログラムの形成について考慮する場合には、対象とする水道事業体の問題点・課題と

その程度について、基本ツール④の水道事業体の基本チェックリストを用いて、適切な

援助形態の組み合わせを考えることができる。 

ただし、水道事業体の基本チェックリストを適切に用いるためには、その前段で、水

道事業体の基本的な情報を、基本ツール③の水道事業体の一般情報記入フォームを用い

て、把握する必要がある。 

 また、特定の水道事業体に対して、有償資金協力等の単一の援助形態によるプロジェ

クトを形成する場合においても、同様に、有償資金協力においてどのような内容の施設

投資が効果的かや、有償資金協力の一部として技術支援をすべき分野があるかなどを、

判断する必要がある。 

そのため、この場合にも、基本ツール③の水道事業体の一般情報記入フォームと、基

本ツール④の基本チェックリストを用いた CA を行う必要がある。 

 JICA 統合後に新たに導入された協力準備調査は、これまで個別に実施していた協力プ

ログラムの形成（目的 A の CA が必要）と個別プロジェクト形成のための調査（目的 B

の CA が必要）に、妥当性が認められる場合には、機動性・迅速性の面で改善を図るた

め、一つの調査として実施することもできる。 

このことは、CA の方法論の構成にも反映されており、そのような場合には、協力プロ

グラムと個別プロジェクトの形成に対して、基本ツール①から③と④へ向かう流れで、

連続的にアセスメントが行われることになる。 

出発点３： 基本ツール③からはじめる場合 

既にプログラムの形成が行われており、プロジェクトの形成段階に入っている場合や、

プログラムの形成をせず、単独のプロジェクトを新規に形成する場合には、基本ツール

③の水道事業体の一般情報記入フォームにより、水道事業体の事業内容について把握し

た後、次に、基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストにより、水道事業体の概

要把握を行う CA の流れとなる。 
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基本ツール④から基本ツール⑤および①に向かう流れ 

基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストにより、プロジェクトの形成段階で

の CA を行った後、プロジェクトが計画段階に進んだ時点で、さらに詳細なアセスメン

トが必要となる。 

技術協力プロジェクトの計画段階では、PDM 等によりプロジェクトのデザインを決定

する必要があり、プログラムと関連する上位目標や、プロジェクト目標の達成を評価す

るための指標を複数設定する。適切な指標を選択するためには、期待される成果別もし

くは分野別に、現時点での水道事業体のキャパシティが、どういった点で不足している

かや、プロジェクト活動によって、どのようにキャパシティの改善が期待されるかにつ

いて、検討しなければならない。 

そのため、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストを用いて、より詳細に水

道事業体のキャパシティを把握する。この詳細チェックリストでは、定性的な質問項目

により、キャパシティの不足している点もしくはパフォーマンスが低い点を把握し、プ

ロジェクトの成果の達成度を、プロジェクトの実施中もしくは事後において、評価する

ための指標として使える定性的な質問項目を選択することができる。 

 図 3.1 に示すように、本方法論では、さらに、基本ツール①の業務指標リストを使用し

て、定量的にもキャパシティが不足している点、およびパフォーマンスが低い点を詳細

に把握すると同時に、各プロジェクトで設定するそれぞれの成果の達成度の評価に使用

できる定量的な指標を選択する。 

基本ツール①の業務指標リストには、複数の水道事業体を比較するメトリック・ベン

チマーキングと特定の水道事業体の改善状況をモニタリングするプロセス・ベンチマー

キングの双方に適した指標(1st Priority と 2nd Priority)に加えて、プロセス・ベンチマーキ

ングのみに適している指標(3rd Priority)が含まれている。 

 協力プログラムの形成段階で、メトリック・ベンチマーキングのために業務指標を用

いた場合とは異なり、水道事業体の詳細把握のための CA においては、水道事業体のパ

フォーマンスおよびキャパシティの経年的な変化を、プロセス・ベンチマーキングによ

り評価するために業務指標を用いるため、基本ツール①に含まれるすべての業務指標の

中から、プロジェクトの評価に使用できる指標を選択する。 

 

 また、基本ツール⑤の実施と同じタイミングで、プロジェクトの対象とする水道事業

体に影響を及ぼしている外部要因もしくは対象水道事業体のマネジメント力等のコア・

キャパシティについて、より詳細に把握したり、C/P の気付きを促すために、補助ツール

A の環境スキャンもしくは補助ツール B のキャパシティ・脆弱性分析を用いたりするこ

とができる。このタイミングで環境スキャンを適用した結果、セクター機関側に重大な

問題があることが認識された場合には、次に基本ツール②のセクター用チェックリスト

を用いて、セクター機関側への対応を検討することもできる。 
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３．７ キャパシティ・アセスメントの実施において想定される業務分担 

 

 本ハンドブックで提示しているアセスメントツールを JICA 職員とコンサルタント等で

分担することにより、包括的なアセスメントも効率的に実施することができる。 

 

  

 

 

 これまでの JICA 職員とコンサルタントの業務分担内容を考慮し、以下に、JICA 職員に

よる直接的な CA の想定範囲を提案する。なお、下記は、各ツールの目的と内容に基づ

き、効率的に CA を実施するための一案であり、必ずしもこの通りに CA をやらなけれ

ばならないというものではない。担当する JICA 職員の水道分野での経験や、現地調査

の時間的な制約を考慮して、JICA職員が直接行うCAの範囲を決定することができる。 

JICA 職員による直接的な CA の想定範囲は、プログラム及びプロジェクトの形成段階に

おける基本ツール①～④の優先分析項目(1st Priority 部分)の使用である。 

出発点４： 基本ツール⑤からはじめる場合 

 既存プロジェクトに計画段階から係わる場合や、実施中のプロジェクトを改善する場

合は、過去に行われたプロジェクトの形成や計画において、プロジェクトで改善する分

野がある程度特定されていると考えられるため、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェ

ックリストの内、改善対象となっている分野カテゴリーに含まれている質問項目を重点

的に用いて、CA を行う。つまり、出発点４から始める場合には、基本ツール③及び④に

含まれるような概要把握のための質問項目の内、特に当該プロジェクトの重点分野に関

する項目については、既にある程度明らかになっていることを前提とする。 

 また、この場合も、協力プログラムの形成もしくは個別プロジェクトの形成から、計

画のための水道事業体の詳細把握に移る場合と同様に、基本ツール①の業務指標リスト

に、プロジェクト評価に使用できる指標がないかを確認する。 

今回開発した包括的 CA の方法論全体の実施を、JICA 職員のみで行うのは、JICA 職員

の人数や海外出張における時間的な制約等から考えて、難しい場合が多いと考えられる。

そのため、より効率的に援助を行うためには、開発した各アセスメントツールの使用に

おいて、JICA 職員およびコンサルタント等が、いかに効果的に分担するかを、事前に検

討し、コンサルタントが担当する部分については公示や業務指示書に反映させる必要が

ある。 
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 表 3.3に、基本ツールの使用における JICA職員とコンサルタントの分担の一案を示す。 

 

表 3.3  想定される基本ツールによる CA の分担の一案 

基本ツール 

想定される CA の範囲 

JICA 職員 コンサルタント 

Priority 
(優先度) 

指標/質問
項目数 

Priority 
(優先度) 

指標/質問項
目数 

① 水道事業体の業務指標リスト 
1st  

(ﾒﾄﾘｯｸ
BM) 

8 

2nd  
(ﾒﾄﾘｯｸ BM)
と 1st-3rd 

(ﾌﾟﾛｾｽ BM) 

38  
(1st 8  

+ 2nd 10 
+ 3rd 20) 

② セクター用チェックリスト 1st 35 2nd 49 

③ 水道事業体の一般情報記入フォーム 1st 12 2nd 11 

④ 水道事業体用基本チェックリスト 1st 26  

⑤ 水道事業体用詳細チェックリスト  2nd-4th 
193 (2nd 42

+ 3rd 76 
+ 4th 75) 

合計 81 292 

 

 実際には相手国関係者からヒアリングをしたり、バックデータを集めたり、基本ツー

ルに記入したりする作業は、コンサルタントに依頼することが多いかもしれないが、

その場合であっても特に優先順位が高い事項(1st Priority)については、JICA 職員がしっ

かり理解し、水道セクターや水道事業体の状況を自ら把握して、事業の計画やマネジ

メントを考えていくことが肝要である。 

 基本ツールの使用： 基本ツールについては、特に優先順位が高い事項(1st Priority)に

ついては、JICA 職員が直接事前準備等において把握を行い、必要に応じて詳細な調査

(2nd – 4th Priority)を、コンサルタントに委託するという流れが基本となっている。 

 

 JICA 職員が最優先項目(1st Priority)のチェックをすることにより、コンサルタントに委

託する詳細な CA の内容を絞り込むことができ、効率的な援助を実施することができる。

なお、優先的に把握すべき事項について、十分な把握が困難な場合や、再度確認が必

要な場合には、それらについても、コンサルタントの業務に含めることで、より確実

な CA を実施することができる。 

 

 相手国側による事前確認が可能な場合： これらの基本ツールは、アセスメントの実

施者が現地に出張する前に、途上国側の担当者等に、他の質問票とともに送付し、事

前に各項目に対する回答の記入を依頼することも可能である。各ツールの 1st Priority
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部分だけではなく、2nd Priority 以降の部分についても事前に回答が得られそうな場合

には、短期間の出張であったとしても、JICA 職員による 2nd Priority 以降の部分も含め

た確認作業が、可能になると考えられる。また、出張期間中には、1st Priority の部分の

把握だけを行い、帰国後に、2nd Priority 以降の質問等についての回答も先方に記入し

てもらい送信してもらうといったこともできる。しかしながら、アセスメントの対象

者側だけで回答の記入を行えるのは、回答者の理解や意識が非常に高い、限られた場

合だけだと考えられるため、留意が必要である。 

 

 補助ツールの使用： 参加型の補助ツールについては、特に地方の水道事業体におい

て使用する場合には、現地語でのファシリテーションが必要な可能性が高いため、JICA

在外事務所のナショナル・スタッフ、もしくは JICA やコンサルタントが現地で雇用す

る現地傭人によるファシリテーションや、通訳の活用が望ましい。 

 

 

３．８ 各アセスメントツールの所要時間 

 

 
 

 各アセスメントツールの概略所要時間を、表 3.4 に示す。 

 

表 3.4  各アセスメントツールの所要時間 (レポート作成時間を含まない) 

アセスメントツール 
JICA 職員 コンサルタント 

1st Priority 2nd Priority 3rd Priority 4th Priority 

セクター全般

の把握用基本

ツール 

① 業務指標リス

ト(メトリック
BM) 

半日～1 日程度 半日～1 日程度   

② セクター用チ

ェックリスト 
半日～1 日程度 半日～1 日程度   

水道事業体の

概要把握用基

本ツール 

③  一般情報記入

フォーム 
2 時間～半日 

程度 

半日～1 日程度   

④  基本チェック

リスト 
2 時間～1 日 

程度 

   

（１）本方法論のツールは、収集した資料からの情報入力や、相手国関係者とのインタ

ビューおよび会議を基に、アセスメントを行うためのものであり、比較的短期間

の調査においても効率的に利用できるように工夫が施されている。 

（２）使用するアセスメントツール等により、所要時間が異なるが、2 時間から数日程

度で、効果的に使用できる。 
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水道事業体の

詳細把握用基

本ツール 

⑤  詳細チェック

リスト 
 半日～1 日程度 半日～1.5 日

程度 
半日～1.5 日

程度 

①  業務指標リス

ト(プロセス BM) 
  2 時間～半日

程度 
 

環境スキャン 半日程度 

キャパシティ・脆弱性分析 半日程度 

 

 アセスメントに必要な時間は、担当者のコミュニケーション能力、水道に対する知見、

これらのツールを以前にどれほど使ったかによって、大きく異なる。 

 各基本ツールに含まれる指標や質問は、優先順位に基づいて分類し、担当者の経験や

時間的制約に応じて、どの優先順位まで検討を行うかを、フレキシブルに選択できる。 

 基本ツール①によるメトリック・ベンチマーキング：国内準備期間中に、対象国内の

水道事業体について、IBNET や対象国の水道規制機関等の報告書から、ある程度正確

な業務指標データが入手できることが条件。事前にそれらの情報が入手できない場合

には、現地での情報収集に、数日もしくはそれ以上の時間を要する可能性がある。 

 セクター用チェックリスト：水道事業体の監督機関等が多く存在し、それぞれを個別

に訪問する必要がある場合には、より多くの時間を必要とする。 

 水道事業体用基本チェックリスト：コストリカバリーのレベルを、正確に判断するた

めの財務諸表が、十分に整理されていない場合には、さらに多くの時間を要する。 

 水道事業体用詳細チェックリスト：全ての質問を聞くのではなく、用途に合わせて、

質問を絞り込んでおくことで、短期間での聞き取り調査が可能。 

 以下の 3.9 において、プログラム及びプロジェクトの形成段階において特に調査期間が

限られている場合に使用できる補助的な図表等について紹介する。 

 

 

３．９ 形成段階等において特に調査期間が限られている場合の対応 

 

 プログラムおよびプロジェクトの形成段階において、調査期間が特に限られている場

合に補助的に使用できる図表を作成し、添付資料(基本ツールを含む Excel ファイル)の

１ページ目にまとめた。 
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調査期間が特に限られている場合の対応 

（１） プログラムとプロジェクトの形成において、ある程度どのようなプログラムもし

くはプロジェクトの形成を行うかが予め決まっている場合において、方法論の適

用を容易にするための基本ツールの組合せ例を図 3.3 に示す。 

（２） 基本ツールの選択と使用を容易にするため、添付資料（基本ツールを含む Excel

ファイル）の１ページ目において、以下の表やチャートを示しており、これらの

インストラクションに沿ってツールの選択や使用順序が判断できる。 

 方法論の全体像と各基本ツールの内容 （本編の表 3.1 と表 3.2 をまとめ、一部

省略した表） 

 方法論の流れ （本編の図 3.2） 

 Excel ファイルの構成と各シートの想定される利用者 （本編の表 3.5） 

 JICA 職員による実施を想定しているアセスメント例と使用ツール （本編の図

3.3） 

 特に調査が短期の場合等の手順の例 
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省庁や規制

機関等を主

な対象とし

たプログラ

ム形成の
例 

省庁・規制機関と水道事業体を対象

としたプログラム形成の例 
複数の水道事業体を対象と

したプログラム形成の例 
特定水道事業体

を対象としたプ

ログラム形成の
例

✔ 基本ツール①: 水道事業体の業務指標リストを用い、対象国の水道事業体を比較すること（メトリッ

ク・ベンチマーキング）により、どの地域・水道事業体にどのような問題があるかを把握。 
✔ セクター用チェックリスト（基本ツール②）により、当該国全体の水道事業の把握と政策・ガバナン

ス・制度の把握。 

✔  基本ツ

ール②: セ
クター用チ

ェックリス

トにより、

当該国全体

の水道事業

と政策・制

度の把握。 

  

✔  基本ツール

③ : 水道事業体

の一般情報記入

フォームを用い

て、対象事業体の

基本事項の把握。

✔  基本ツール

④ : 水道事業体

用基本チェック

リストを用いて、

対象事業体のキ

ャパシティの概

要把握。 

水道法制度やセクター改革

のための技術協力の例 
水道事業体の能力強化のため

の技術協力の例
水道施設建設のための資金協力

の例 

セクター調査の例 

プ
ロ
グ
ラ
ム
形
成
の
た
め
の
調
査  

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成
の
た
め
の
調
査 

計
画
・
実

施
・
評
価

✔ 基本ツール②: セクター

用チェックリストにより、

当該国全体の水道事業と政

策・制度に係るキャパシテ

ィの把握とプロジェクト成

果の指標の選定。 

✔ 基本ツール③: 水道事業体

の一般情報記入フォームを用い

て、対象事業体の基本事項の確

認。 
✔ 基本ツール④: 水道事業体

用基本チェックリストを用い

て、対象事業体のキャパシティ

の概要把握。（プログラム形成調

査で実施していない場合。） 

✔ 基本ツール③: 水道事業体の

一般情報記入フォームを用いて、

対象事業体の基本事項の確認。 
✔ 基本ツール④: 水道事業体用

基本チェックリストを用いて、対

象事業体のキャパシティの概要

把握。（プログラム形成調査で実

施していない場合。） 

基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストおよび基本ツール①の水道事業体の業務指標リスト

用いたプロジェクト・デザインの決定等（プロジェクトの成果、活動の検討やプロジェクト成果の評価

のための指標の選定など） 

図 3.3 プログラム及びプロジェクトの形成段階における基本ツールの組合せ例 

✔ 基本ツール③: 水道事業体の一

般情報記入フォームを用いて、対象

事業体の基本事項の把握。 
✔ 基本ツール④: 水道事業体用基

本チェックリストを用いて、対象事

業体のキャパシティの概要把握。 

✔  基本ツール③ : 水道事

業体の一般情報記入フォー

ムを用いて、対象事業体の

基本事項の把握。 
✔  基本ツール④ : 水道事

業体用基本チェックリスト

を用いて、対象事業体のキ

ャパシティの概要把握。 

✔ 基本ツール①: 水道事業体の業

務指標リストを用い、対象とする水

道事業体同士または他の水道事業

体と比較すること（メトリック・ベ

ンチマーキング）により、対象とす

る水道事業体の問題を把握。 
✔ 基本ツール②: セクター用チェ

ックリストにより、政策・制度の把

握。 

✔ 基本ツール①: 水道事業体

の業務指標リストを用い、対象

とする水道事業体同士または

他の水道事業体と比較するこ

と（メトリック・ベンチマーキ

ング）により、対象とする水道

事業体の問題を把握。 
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表 3.5 添付資料(全基本ツールを含む Excel ファイル)の構成と各基本ツール 

 

 

 

 

添付資料の構成 Excel のシート名 

1.  はじめに １. Intro 

2. 基本ツール①～⑤と補助図表 2. BTs 
  2.1 LPI 

  

2.1 基本ツール①: 水道事業体の業務指標リスト  

2.2 基本ツール②: セクター用チェックリスト    2.2 SC 

2.3 基本ツール③: 水道事業体の一般情報記入フォーム   2.3 UGF 

2.4 基本ツール④: 水道事業体用基本チェックリスト    2.4 UBC 
     (1) Main 

  

（1） 本体部分 

（2） 補助図表       (2) Support 

（3） 結果グラフの自動作成       (3) Result 

2.5  基本ツール⑤: 水道事業体用詳細チェックリスト  2.5 UDC 
     (1) Main 

  

（1） 本体部分 

(2) 質問の自動選択・着色機能      (2) Select&Highlight 

（3）カテゴリー名の和訳変換表       (3) JP Categ. 

2.6 日本語での財務指標の説明   2.6 JP Expl. on FIs 

3. アセスメントツールの改善  3. Imp.  
  3.1 FB 

  
3.1 フィードバックのためのアンケート用紙 

3.2 基本ツールのメンテナンス方法    3.2 MN 

特に調査が短期の場合等の手順の例  

( 添付資料（基本ツールのExcelファイル）の１ページ目上部の説明からの抜粋 ) 

 

1) 添付資料の１ページ目の1.1と1.2の図表（本編の表3.1、表3.2と図3.2に対応）を参考に、使用

する基本ツールを選択する (ＪＩＣＡ職員の場合には、1.4の図（本編の図3.3に対応）から使用

する基本ツールの選択も可能)。 1.3の表（本編の表3.5に対応）で、使用する基本ツールに関

連するＥｘｃｅｌシートの構成(ツールごとに色が決まっている)や含まれる指標や質問の数等を

確認する。 

2) 基本ツール①を迅速に複数の水道事業体を比較するために用いる場合には、ツールのＰｒｉｏｒ

ｉｔｙのオートフィルターで1stの指標のみを選択し、IBNET等からそれらの指標の値を収集して、

現地でのディスカッションに備える。 

3) 基本ツール②及び③を迅速に用いる場合には、ツールのＰｒｉｏｒｉｔｙのオートフィルターで1stの

質問のみを選択した状態で、ツールのExcelシートを事前に先方に送信し、ある程度回答を準

備してもらい、現地調査で確認作業を行う。 

4) 基本ツール④を迅速に用いる場合には、関連する３つのシートを事前に先方に送信し、ある

程度回答を準備してもらい、現地調査で確認作業を行う。  

5) 基本ツール⑤を用いる場合には、使用する質問を、(1)本体部分のProject typeとPriorityのオ

ーフィルターと(2)質問選択・着色機能(日本語表示可)を用いて選択した状態で、関連する３つ

のシートを事前に先方に送信し、ある程度回答を準備してもらい、現地調査で確認作業を行

う。 
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３．１０ プロジェクト・サイクル・マネージメント(PCM)およびプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）との関係 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 共通認識の構築と気づきの促進について 

 

 水道事業体用基本チェックリスト（基本ツール④）は、次のような特徴がある。 

１）PCM ワークショップに比べ、より客観的なアセスメントによりプロジェクト形成

等ができ、プロジェクトの方向性を、比較的容易に見つけることができる。 

２）質問の回答を、５つのレベルの中から容易に選択でき、C/P 側が、積極的に議論に

参加できる。 

３）途上国の目標をレベル４とし、分かり易い評価となる。 

４）CA を行いながら C/P の気づきを促すことも目的にしており、PCM ワークショッ

プと並行して実施することも可能である。 

 CA では、アセスメント結果を CD の策定のため関係者間で共有することが重要であり、

特に、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストは、通常関係者間で共有する

対話ツールである PDM の作成を念頭においた CA に使用できる。 

 ２つの補助ツールも、C/P の気づきを促し、C/P と共通認識を持つために使用すること

ができる。 

 

 

（２） PDM の作成における各基本ツールの関連性と PDM の継続的な利用 

 

 図 3.4 に、PDM の作成における、各アセスメントツール関連性のイメージを示す。 

１）基本ツール④は、主に、上位計画やプロジェクト目標の検討に活用できる。 

２）基本ツール⑤は、主に、アウトプット（成果）、活動、外部要因の検討に加え、ア

（１）CD における CA は、Project Cycle Management (PCM)の一環として、C/P と共に、

実施することで、C/P の気づきを促すことができる。 

（２）水道事業体の CD を行うプロジェクトの場合、Project Design Matrix (PDM)におけ

る、プロジェクト目標および上位目標の達成度は、プロジェクト期間内およびプロ

ジェクト期間を超えて、水道事業体のパフォーマンスの変化を追うことで評価でき

る。 

（３）CA では、アセスメント結果を CD の策定のため関係者間で共有することが重要で

あり、本方法論では通常関係者間で共有する PDM の作成を念頭においた CA を提

案している。 
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ウトプット等についての定性的な評価指標の選択に使用できる。 

３）基本ツール①は、定量的な指標や目標値の設定に活用することが、有効である。 

 

プロジェクト要約 指 標 入手手段 外部要因 

上位目標 

間接的・長期的な効果、対象社

会へのインパクト 

上位目標の達成度を測

る指標と目標値 

左記指標の

情報源 

プロジェクトによる効果が持続してい

くための条件 

プロジェクト目標 

ターゲット・グループや対象社

会への直接的な効果 

プロジェクト目標の達

成度を測る指標と目標

値 

左記指標の

情報源 

上位目標に貢献するために満たされて

いなければならない外部要因である

が、不確かな要素があるもの 

アウトプット 

活動を行うことによって、産出

される成果 

アウトプットの達成度

を測る指標と目標値 

左記指標の

情報源 

プロジェクト目標を達成するために満

たされていなければならない外部要因

であるが、不確かな要素があるもの 

活 動 

アウトプットを産出するための

活動 

投 入 

（日本および相手国双方） 

活動に必要な資源（人材、資金、資

機材など） 

アウトプットを出すために満たされて

いなければならない外部要因である

が、不確かな要素があるもの 

前提条件 

活動を始める前にクリアする条件 
 

図 3.4  PDM の作成における各基本ツール関連性のイメージ 

 

 基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストは、技術協力プロジェクト等におけ

るプロジェクト目標や、プロジェクトの対象となった各項目で期待される成果、プロ

ジェクト目標および成果の目標レベルについても、ある程度検討できる。 

 しかし、PDM のアウトプット（成果）、活動、外部要因等を設定するための詳細な検討

については、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストを使用する必要がある。 

 

 PDM においては、成果の達成度をはかる指標が複数設定されることが一般的であり、

キャパシティに注目した指標と、パフォーマンスを示す指標が、複合的に用いられて

いる。また、定量的なものと定性的なものが複合的に使用されており、特にキャパシ

ティの向上を定量的に示す方法は必ずしも確立されておらず、定性的な表記によるも

のが多い。 

 このハンドブックを用いれば、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストから、

プロジェクトの内容に応じて、比較的容易に短期間のキャパシティの変化をとらえる

ための定性的な評価指標を選択できる。 

 水道事業体のパフォーマンスを定量的に示す指標は、PI としてある程度確立しており、

途上国でのプロジェクトにおいて使用できる可能性が高いため、PI を基本ツール①の

業務指標リストにまとめた。（ただし、指標値が改善するには、一般的に時間を要する

場合が多い。プロジェクト単位だけではなく、協力プログラムの指標として中長期的

にモニタリングすることや、上位目標の指標として活用し、事後評価段階で指標値の

④水道事業体用基本チェックリスト

⑤水道事業体用 

詳細チェックリスト 

①業務指標のリスト
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改善を確認することも推奨される。） 

 水道事業体のCDを行うプロジェクトの場合、PCMの重要な要素である PDMにおける、

プロジェクト目標および上位目標の達成度は、プロジェクト期間内およびプロジェク

トの期間を超えて発生する水道事業体のパフォーマンスの変化を継続的に追うことで

効果的に評価できる。 

 上記の場合、主に水道事業体のパフォーマンスを定量的に示した PI を、評価指標とし

て使用できる可能性が高い。（ただし、特定のパフォーマンスが低い場合に、どのよう

なキャパシティが不足していることが原因なのかを判断するために利用できる PI は、

限られている。パフォーマンスの背景にあるキャパシティを把握するためには、基本

ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリストを使用し、定性的な質問も行う必要があ

る。） 
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４章 都市水道セクター全般の把握のための CA の方法 

 

 

 

 当該国の水道事業体の概要をメトリック・ベンチマーキングにより把握する。特

に援助が必要な水道事業体（もしくは水道事業体群）および、支援が必要と思わ

れる分野(例えば、水質管理、財務管理の改善、無収水対策、顧客対応など)のた

めの検討材料を作成する。 

 水道事業に係る政策・ガバナンス・法制度、省庁や水道の規制機関等の水道セク

ター機関、および住民やドナーなどの他のステークホルダーについて把握する。

水道事業体では解決できない問題や、都市水道セクター全般の現在のキャパシテ

ィやニーズを把握する。 

 

1. 基本ツール①の業務指標リストの 1st Priority の記入欄に、IBNET に掲載されてい

る対象国内の全て、もしくは複数の水道事業体の指標を入力する。 

2. IBNET 以外からの資料収集、関係者へのヒアリングを通じて必要データを確認・

入力する。 

3. 1st Priority のデータ入力終了後、スコアリングにより、水道事業体の比較・課題

の検討を行なう。  

4. 必要に応じて基本ツール①の業務指標リストの 2nd Priority のデータを収集・入

力し、数値結果に基づく検討を行なう。 

5. 基本ツール②の水道セクター用チェックリストの 1st Priority の項目を入力・確認

し、水道セクターの課題を把握する。 

6. 必要に応じて基本ツール②の水道セクター用チェックリストの 2nd Priority のデ

ータを収集・入力し、水道セクターの課題の詳細を確認する。 

段階１: 都市水道セクターに対するプロ

グラムの戦略的形成段階 
段階２: 特定の水道事業体に対するプロジ

ェクトの形成・計画・実施・評価段階 

目的A: 都市水道セク
ター全般の把握 

目的 B: 対象水道 
事業体の概要把握 

目的 C: 対象水道 
事業体の詳細把握 

基本ツール① 基本ツール③ 

基本ツール④ 

基本ツール⑤ 

基本ツール① 基本ツール②

目 的 

手 順 
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利用が想定される事業スキーム： 

＊ JICA Analytical Work（当該国のセクターの課題分析） 

＊ 協力準備調査(基礎情報収集・確認調査、セクター調査) 

＊ 協力準備調査(支援対象とする水道事業体や分野を確認するためのプログラム形

成調査） 

＊ 技術協力の事前の調査（水道事業の規制機関や監督機関を対象としたプロジェク

トの詳細計画策定調査、協力準備調査） 

 

 

４．１ 基本ツール①：水道事業体の業務指標リスト(LPI)を用いたメトリッ

ク･ベンチマーキングの方法 

 
４．１．１ 基本ツール①：水道事業体の業務指標リスト(LPI)の構成内容と特徴 

 

 基本ツール①は水道事業体の把握において特に重要であると考えられる、38 の指標か

ら構成されている。 

 大カテゴリーを「施設投資による改善」「CD による改善」「プログラム・アプローチに

よる改善」に 3 分類し、さらにその詳細内容がわかるように､中カテゴリーと小カテゴ

リーを設け、どの部分の支援が必要なのか判断しやすい構成としている。 

 基本ツール①に含まれる指標、および指標値の計算の基になるデータの定義について

は、全て基本ツール①の表内に記述されており、また、幾つかの指標の使用上での注

意点については、基本ツール①の表外に書かれた Note に記述されている。 

 

４．１．２ 水道事業体のメトリック・ベンチマーキングの概要 

 

 
 

 対象国内の全て、もしくは複数の水道事業体の比較に用いることで下記を行なえる。

1) 対象国内の水道事業体の全体的な問題の把握 

2) 援助対象とする水道事業体の選択 

3) どの水道事業体にどのような分野の援助が必要かについての初期検討 

4) 目標となる（目指すべき）水道事業体の特定 

 全てIBNETの指標から選択 

 1st Priorityの8指標の内、7指標からスコアを計算 

 2nd Priorityの10指標により、詳しい比較も可能 
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 基本ツール①に掲載された全 38 の指標のうち、複数の水道事業体を比較するメトリッ

ク・ベンチマーキングのための 18 指標(1st Priority 8 指標、2nd Priority 10 指標)は、指標

データの収集を容易にするため、世銀の WSP が管理する、IBNET の Web データベー

ス（http://www.ib-net.org/）で扱っている指標の中から選択した。 

 メトリック・ベンチマーキング用の 18 指標の内、最も重要かつ水道事業体のスコアリ

ングに適した 8 指標を 1st Priority に分類し、スコアリングにより各水道事業体の状況

把握を容易に行なえるようにした。 

 1st Priority の指標については、JICA 職員による直接のアセスメントを想定している。 

 この 1st Priority となっている指標は、途上国において、一般的に Key Performance 

Indicator（主要な業務指標）として認識されているものである。 

 残りの 10 指標については、2nd Priority に分類し、より詳しく対象国内の複数の水道事

業体を比較するために用いる。 

 

 3rd Priority として分類した 20 指標は、複数の水道事業体の比較を行うメトリック・ベ

ンチマーキングには適さないと判断された指標、もしくは IBNET の指標に含まれてい

ない指標である。3rd Priority の指標は、特定の水道事業体の改善状況をモニタリングす

るためのプロセス・ベンチマーキングのみに用いる。 3rd Priority の指標については、

6.2.2 で説明している。 

 

 基本ツール①にまとめられた各指標、および各元データの参照番号および頭に付けら

れている IBI_ (IBNET Index) および IBD_ (IBNET Data) は、それぞれ IBNET で使われ

ている指標および元データの参照番号であることを示している。OI_ (Other Index) およ

び OD_ (Other Data) は、IBNET 以外の指標と元データであることを示している。IBNET

の指標の参照番号を該当する指標や指標の計算式につけることにより、容易に指標の

入力や計算が出来るようにした。 

 IBNET の Web上のデータベースや途上国の規制機関等が Web上に公開している資料か

ら、対象国の水道事業体の指標データが入手できる場合には、現地に行かなくても、

プログラム形成のために水道事業体のキャパシティの把握を行うことができる、とい

う利点がある。 
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４．１．３ 基本ツール①の 1st Priority ８指標の内容と利用上の留意点 

 

表 4.1 基本ツール①の 1st Priority 8 指標とカテゴリー 

大 

カテゴリー 

中 

カテゴリー 

小 

カテゴリー 

指標の参照

番号 
業務指標名 (単位) 

主に施設投資(FI)に 

より改善できる項目 

全般 連続給水実施状況 IBI_15.1 平均給水時間 (時間/日) 

拡張 水道普及状況 IBI_1.1 水道普及率 (%) 

主にキャパシティ・ 

デｨベロップメント

(CD)により改善でき

る項目 

技術的 

側面 

無収水対策 IBI_6.1 無収水率 (%) 

水質管理 IBI_15.3 
給水地点における 

残留塩素試験の実施率 (%) 

非技術的 

側面 

財務管理 

IBI_23.2 料金請求額に対する徴収率 (%) 

IBI_24.1 
営業収支比率: 運転・維持管理費用

に対する料金請求額の率 (%) 

業務効率 IBI_12.1 
1,000 接続あたりの水道サービス従事

職員数 (人) 

主にプログラム・ 

アプローチにより 

改善できる項目 

上水道と 

下水道の 

バランス 

普及率のバランス IBI_2.1 下水道の普及率 (%) 
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 表 4.1 に示されているように、1st Priority の 8指標は、施設投資についての 2指標、技

術系の CD についての 2指標、非技術系の CD についての 3指標、および下水道につい

ての 1指標から成っている。 

 下水道についての指標を含めたのは、IBNET の指標データでは水道のみの事業体と下

水道も実施している事業体を区別して分析できないため、対象となる水道事業体にお

ける上水道事業と下水道事業のバランスを知ることを目的としている。 

 

ISO 規格との関係 

基本ツール①の水道事業体の業務指標リストの小カテゴリーは、ISO24512「飲料水及び

下水サービスに関する活動 － 飲料水事業のマネジメント及び飲料水サービスの評価に

関するガイドライン」の、下記目的に対応して選定している。 

 
ISO 規格 小カテゴリー 

ISO24512-4.2 公衆衛生の保護 水質管理 

ISO24512-4.3 顧客のニーズ及び期待に応える 
連続給水実施状況 
水道普及状況 
支払能力／料金 

ISO24512-4.5 水道事業の持続可能性 

水道使用量 
管網 
無収水対策 
財務管理 
業務効率 
トレーニング 
普及率のバランス 
収益のバランス 

ISO24512-4.6 社会の持続可能な発展の推進 顧客関係 
 

（途上国の水道規制機関等による水道事業体の管理のための業務指標の決定を JICA が

支援できる可能性がある。このような支援を行う際には、上記 ISO 規格で推奨されてい

るように、対象国にふさわしい業務指標を当該国が決めるべきであり、基本ツール①の

業務指標リストをそのまま適用できるわけではない。）
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2005 年に東南アジアの水道事業体に対して行われたベンチマーキング調査の結果 (1)  

 

この調査の対象となった 40 の水道事業体の内訳は、ベトナムの 17 水道事業体、フィ

リピンの 17 水道事業体、マレーシアの 5 水道事業体、およびラオスの１水道事業体であ

る。これらの水道事業体は、全般的に、業務指標値の把握ができ、国際的な調査にも協

力的である、途上国の水道事業体としては比較的優秀な水道事業体であるといえる。以

下にこれら 40 の水道事業体における 1st Priority の幾つかの指標の平均値を示す。 

 

平均給水時間：     22.9 時間/日 

水道普及率：       74.9 % 

無収水率：       27.8 % 

営業収支比率：      84 % (IBNET とは指標の定義が異なり、営業費用に施

設の減価償却費を含めて計算している) 

1,000 接続当たりの職員数:  7.2 人 

 

出典：ADB&SEAWUN、Data Books of Southeast Asian Water Utilities 2005（2007.11） 
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 以下に、1st Priority の各指標を入手・計算する際に確認もしくは注意する点について説

明する。ただし、各指標の目標値については、主に 4.1.7 のスコアリングの説明に記述

している。 

 

 

 

 

IBI_15.1：平均給水時間 (時間/日) 

 IBNET においてこの指標の計算方法については明確に示されていないが、通常、給水

区域内の１年間の平均的な給水時間を、ある程度の精度で推定した結果を用いる。 

 

給水時間が異なる給水区域が複数存在する場合には、各給水区域の給水人口もしくは

接続数で重み付けをした平均給水時間を計算することができる。 

ただし、プログラム形成のために行うこのメトリック・ベンチマーキングでは、各水

道事業体の平均給水時間から大まかな傾向等が把握できれば良いため、厳密な算定を行

わなくても、ある程度の精度を持った推定値として平均給水時間を求めた結果であれば、

支障なく効果的な分析ができる。 

IBI_1.1：水道普及率 (％) 

 IBI_1.1 の水道普及率（Water Coverage）とは、水道事業体が給水を行なう責任を有す

る人口に対し、実際に給水（各戸給水あるいは公共栓）をしている人口の割合である。 

 

IBNET 以外からデータを収集する場合、各水道事業体の責任を持っている地域が明確

になっていないケースでは、既存の給水地域内における住民の水道への接続率を水道の

普及率とすることがあるため、収集した普及率データの実際の意味について、十分に注

意が必要である。 

また、水道事業体の顧客台帳をもとに普及率が計算されている場合には、公共栓によ

り水道水が供給されている人口が普及率に含まれていない場合があるため、これについ

ても注意が必要である。 
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IBI_6.1：無収水率 (％) 

 無収水(NRW: Non Revenue Water)の定義は、図4.1 に示されているIWAによる定義が最

も一般的に用いられており、IBNETで用いられているNRWについても、IWAの定義に準

拠している。すなわち、水道システムに送られる水量と公的に認定された水道料金請求

水量の差（the difference between System Input Volume and Billed Authorised Consumption）

を意味する。 

 

無収水率については、事業体によって定義や算定方法が異なっている可能性がある。

無収水率の代わりに、不明水（UFW：Unaccounted-for Water）の率が、水道事業体の業務

指標として使われている途上国も多く、一般的なNRWとUFWの定義の違いを理解してお

く必要がある。NRWとUFWの違いは、公的に認定して給水しているものの水道料金を免

除している（請求していない）水量（例えば料金を徴収していない公共水栓や、病院等

の公的機関に対して無料給水を行っている場合、社会保障政策の一環として貧困層に対

して無料給水を行っている場合、等）の扱いであり、この水量は収入にならないためNRW

には含まれるが、公的に認定されていて水量の使途は明らかになっているためUFWには

含まれない。 

また、無収水率は上記の定義から分かるように、料金を「請求した」水量から計算さ

れるものであり、料金を「徴収した」水量から計算されるものではない点に注意が必要

である。途上国の水道事業では、請求したが徴収できていない売掛金（account receivable）

がたまっていることがある。 

 プログラム形成のためメトリック・ベンチマーキングを行う場合には、無収水率がど

の程度正確な数値であるかを、厳密に調査する必要はないと思われるが、特定の水道事

業体に対するCDのためのプロジェクトの計画策定段階で、無収水率のベースライン値を

把握する場合には、バルクメータがどの程度設置されているか、メータのキャリブレー

ションをしているか等の基本的なキャパシティの把握とあわせて、無収水率の把握をす

る必要がある。 

 日本の場合、無収水率の目標を、10%もしくはそれ以下に設定する場合があるが、途

上国の場合、そのような目標は非現実的であり、20％程度を目標とすることが適してい

ると考えられる。途上国では、資金が限られているため、過度に低い無収水率の目標を

達成しようとするために、多額の資金を配水管や給水管の取替えに投入すれば、水道事

業経営の健全性が著しく低下することになるためである。無収水率の目標は、無収水率

を下げることによる増収効果によって、そのために必要な投資がどの程度の期間で回収

できるかを考えて設定する必要がある。 
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     図4.1 一般的なNRWおよびUFWの定義の違い 

 

 

認定

使用

水量 

 

請求水量  

 

量水器に基づく使用量 

量水器に基づかない使用量 

非請求水量 

 

量水器に基づく使用量 

量水器に基づかない使用量 

損失

水量 

 

見かけの損失 盗水・違法接続 

量水器の読み取り誤差 

漏水 

 

送水/配水管からの漏水 

配水・貯水槽からの漏水・溢水

給水管からの漏水 

IBI_15.3：給水地点における残留塩素試験の実施率 (％) 

国によっては、送水時点（浄水場出口など塩素消毒を行って配水施設に送水する地点）

で殺菌が確認できていれば良いとする場合があるが、一般的には、給水点（蛇口、水栓）

における残留塩素濃度を確認する必要があると考えられている。そのため、各国が定め

る方法で必要な回数だけ、残留塩素濃度の水質試験を実施しているか、水質基準の結果

が各国の基準値を満足しているかにより、判断することが一般的に行われている。 

 

IBI_15.3 は、ガイドライン等で規定されている残留塩素試験のサンプル数と実際に採

取されたサンプル数との比率である。この指標は、1st Priority の指標の中では、無収水率

と並んで、特に、技術系の CD のために、より改善が期待される項目となる。ただし、

水質試験についてのガイドライン等に、残留塩素試験のサンプル数や基準値が明確に設

定されていない場合には、この指標を計算することはできない。 

また、この指標は、水質管理の実施状態を示す非常に重要な指標であるが、無収水率

に比べると、指標値が IBNET に登録されてない可能性、もしくは途上国の規制機関など

で収集していない可能性が高い。さらに、給水点における残量塩素の状況をより詳しく、

把握するためには、採取されたサンプルの内で残留塩素試験の基準値を満たしたサンプ

ルの率(IBI_15.4)を把握する必要があるため、これを 2nd Priority の指標としている。残留

塩素の濃度は、水質について代表的な指標の一つである遊離残留塩素（塩素と水が反応

して生成する次亜塩素酸と次亜塩素酸イオン）をみているか、結合残留塩素（水中にア

ンモニアが存在した場合に生成されるモノクロラミンとジクロラミン。遊離残留塩素に

比べると殺菌力、酸化力が劣るが、殺菌力が持続する）をみているかで認識が異なるこ

ともある。日本では、給水栓（蛇口）における水が、遊離残留塩素を 0.1mg/L（結合残留

塩素の場合は 0.4mg/L）以上保持するように塩素消毒をすることが定められている。 

UFW 

NRW 
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IBI_24.1：営業収支比率 (％) 

 IBI_24.1 の営業収支比率（Operating Ratio）は、水道料金の請求書の総発行額が水道施

設の維持管理費用をカバーしている率であり、コストリカバリーのレベルを示している。

営業収支比率が 100%以上の場合には、料金の総請求額が維持管理費(日本で用いられて

いる営業収支比率とは異なり減価償却費を含まない)を超えていることになる。 

 

IBNET のこの指標は、水道事業に限定した率を示していないため、水道事業体が下水

道サービスも行っている場合には、上・下水道の料金請求額の総額が、上・下水道施設

の維持管理費用総額のどれだけをカバーしているかを示す率になっている。下水道サー

ビスも提供している場合、通常、営業収支比率が低くなる傾向がある。 

 また、途上国においては、営業収支について考慮する際、調達能力が不足しているた

めに、水道料金で賄える分だけの不十分な維持管理しか行わず、結果的に黒字になって

いる場合があることにも、留意しなければならない。なお、添付資料の 2.6 において、本

法論で使用する全ての財務指標について日本語で詳しく説明している。 

IBI_23.1：料金徴収率 (％) 

IBI_23.1 の料金徴収率（Collection Ratio）は、１年間に発行した水道料金の請求書の総

額に対する、１年間で徴収した水道料金の総額の率を示している。 

 

IBI_6.1 の無収水率や IBI_24.1 の営業収支比率は、請求書が発行された総水量、および

発行された請求書の総額に関する指標であり、実際に水道料金が徴収された水量や、実

際に徴収された水道料金が維持管理費を上回っているかについては把握できない。 

そのため、それらの指標に合わせて、この料金徴収率を把握することで、水道事業体

の実際の経営状況を確認することが可能になる。 
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IBI_12.1：1,000 接続あたりの水道サービス従事職員数 (人) 

 水道 1,000 接続あたりの職員数は 5 人程度が理想的であり、これを上回る場合は、事業

規模に比べて職員数が多すぎる可能性がある。 

 

 職員数は、IBNET の指標の定義では、Full Time Equivalent として計上することになっ

ているため、例えば、半日のみ働くパートタイム職員は、0.5 人として計上される。また、

水道事業体によっては、配管工や運転手などの労働者の数が職員数に含まれていない可

能性があるため、極端に職員数が少ない場合等には、指標値の解釈において注意が必要

である。 

ただし、民間業者等への委託等のアウトソーシングを行っていると、この指標値は低

い数値になる。そのため、職員数が多すぎる事業体をある程度把握することはできるが、

より厳密な判断を必要とする場合には、アウトソーシングの有無や委託範囲、アウトソ

ーシング先の実働人数等を確認する必要がある。そのため、維持管理費に占めるアウト

ソーシング費の率(IBI_14.1)を 2nd Priority の指標としている。 

 この指標は、1st Priority の指標の中で営業収支比率や料金徴収率と並んで、非技術系の

CD を行う必要性を検討する際の参考になる。 

IBI_2.1：下水道普及率 (％) （下水道事業体とのバランスをみるための項目） 

 通常、下水道事業は、水道事業に比べ、１接続当たりの施設投資費用や維持管理費用

が高いため、下水道事業も併せて行っている水道事業体では、営業収支比率(IBI_24.1)で

示されるコストリカバリーが低くなる傾向がある。そのため、複数の水道事業体のパフ

ォーマンスを比較する場合、各水道事業体が下水道事業をどの程度行っているかを把握

した上で比較し、結果の考察を行う必要がある。 

 下水道サービスも提供している場合には、通常、水道サービスと下水道サービスのバ

ランスは、水道普及率(IBI_1.1)と下水道普及率(IBI_2.1)を比較することで、ある程度把握

することができる。ただし、水道事業体が責任を持っている地域または人口が、水道の

普及と下水道の普及では異なる場合があるため、そのような場合には、水道普及率

(IBI_1.1)と下水道普及率(IBI_2.1)を比較する意味が、不明確になるといった問題もある。

しかし、このメトリック・ベンチマーキングでは、水道普及率(IBI_1.1)と下水道普及率

(IBI_2.1)の比較を、営業収支比率が極端に低い水道事業体を理解する上での、参考指標と

して考えているため、プログラム形成のための分析としては、大きな支障はないと考え

る。 
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４．１．４ Excel での複数の水道事業体の指標値の直接入力及び自動計算の方法 

 

 表 4.2 は、基本ツール①：水道事業体の業務指標リストのオートフィルター機能により

1st Priority の指標とその元データのリストを示している状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4.2 複数の水道事業体の指標値の直接入力及び自動計算の方法（2.1 LPI の部分表示） 

 

 表 4.2 の左端のセルが橙色になっている行は指標に関連しており、左側から順に灰色の

部分の手前まで、大・中・小カテゴリー、IBNET の指標参照番号、指標名を示してい

る（指標の定義と計算式については、この図では非表示としている）。 

 表 4.2 に示されているように基本ツール①では、指標値等の入力を補助するための説明

を吹き出しで行っている。 

 この表の上部中央部に示される Answer 部の内、灰色の部分には、IBNET 等から入手し

た業務指標の値を直接入力する。 

 IBNET 等から値を入手できない指標については、現地調査等において指標計算のため

の元データを入手し、表下部の表左端のセルが黄色になっている行の右端の空白セル

に入力することで、指標値の計算を自動的に行うことができる。 

Answer
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 元データから自動計算された指標値は、この表の灰色部分の右隣りのセルに表示され

る。 

 また、この Excel シートでは、IBNET 等から直接入手した指標と、元データから自動計

算した指標値の平均値を計算できるようになっており、結果は Answer 部の Average 列

に表示される。この平均値をスコアリング等の評価に用いることで、実際の状況と極

端に異なる指標値を用いてしまうリスクを軽減することができるようになっている。 

 直接入手した指標もしくは元データから自動計算した指標値のどちらか片方のみが入

力されている場合には、入力されている値がそのまま列に表示される。 

 表 4.2 の右側部分に示されているスコア計算に係る部分（Score Calculation）の構造等に

ついては、4.1.7 で説明する。 

 この表では、水道事業体名として Utility A から Utility D が入力されているが、実際使

用する際には、比較の対象とする各水道事業体の略名を入力し直す。 

 ５つ以上の水道事業体を比較する場合には、この Excel シートに列を追加する必要があ

り、その方法については、シート上部の吹き出しに記載されている。 

 

 

４．１．５ IBNET からの指標値を入手する方法 

 

IBNET では、Web 上でベンチマーキングを実際に行う機能を提供しているが、提供され

ている分析機能は限られているため、本方法論では、指標データを IBNET から Excel に移

し、Excel 上で分析することを提案する。 

IBNET から Excel への指標データのエクスポートは、以下の手順で行うことができる。 

 

手順１：IBNET ホームページ（http://www.ib-net.org/）の Utility Search のページにアクセス

する。 

 

http://www.ib-net.org/IBNetProduction/UtilitySearch.aspx 
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手順２：データ収集する水道事業体の国名を選択する。 

 

手順３：データ収集する水道事業体を選択する。 

  

 クリック

水道事業体が選択される

 
クリック

国が選択される 
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手順４：「Search By Indicator」をクリックすると Step 5：Select Report まで画面が出るので、

全ての指標を選択してから「Indicator Report」をクリックする。 

 

手順５：現れた「Indicator Report」を Excel ファイルとして Export し、それを基本ツール

①に転記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力 

クリック

クリック

全ての指標を選択
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４．１．６ IBNET 以外からの情報収集と現地調査での確認 

 

 IBNET の Web 上のデータベースに、対象国の水道事業体のデータが十分に登録されて

いない場合、もしくは、IBNET に登録されている対象国の指標データの精度が疑われ

る場合には、当該国の水道事業体の規制機関等が管理もしくは公開している各水道事

業体の業務指標データもしくはそれらの元データを入手する必要がある。 

 当該国の水道事業体の規制機関や監督機関あるいは水道事業体自身が指標データを管

理している場合には、インターネットで公開している年報等に指標値が記載されてい

る可能性がある。水道事業体を管理している途上国の規制機関にとって、各水道事業

体の業務指標値をインターネット上に公開することで、透明性が増すばかりでなく、

各水道事業体自身が、顧客である住民の反応を意識して事業運営を行なうことも期待

できる。このような理由から、インターネット上に水道事業体の業務指標値が公開さ

れているケースも近年見られる。 

 ただし、全ての水道事業体の業務指標データが IBNET や各国の水道事業体の規制機関

等の Web ページ上に公開されているわけではないため、過去に他ドナーが複数の途上

国の水道事業体を対象に行ったベンチマーキング調査の報告書（既に参考文献として

入手した資料を下表に示す）の結果を効果的に使用できる場合もある。 

 

表 4.3 過去に他ドナーが複数の途上国を対象に行ったベンチマーキング調査の報告書 

分類 発行年月 / 発行機関等 / 資料名 / ファイル形式 

1) ADB、
SEAWUN 

   関連 

2007.11 ADB&SEAWUN Data Books of Southeast Asian Water Utilities 2005.pdf 

2005.6 SEAWUN Benchmarking Survey for 2003 - databook of data and results.pdf 

2004.1 ADB Water in Asian Cities - utilities' performance and civil society views.pdf 

1997 ADB Water Utilities Data Book, Second Edition, Asia and Pacific Region.pdf 

2) 世界銀行、

WSP 関連  
2009.6 WSP, etc. Water Operator Partnerships - Africa utility performance assessment.pdf 

2006.5 WSP Benchmarking Performance- urban water sector in South Asia.pdf 

 

 指標値もしくは元データが、上記の方法で入手できない場合には、現地調査での資料

収集とヒアリングにより確認する。 

 現地調査での資料収集及びヒアリングを行う場合、基本ツール①の業務指標リストに

示された各指標の定義および指標の計算に用いられるデータの定義に基づき、適切な

指標値を選択し、元データから指標値を計算する。 
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４．１．７ 基本ツール①の 1st Priority 部分の結果を利用したスコアリング 

 

 表 4.4 はケニアの 3 事業体を対象としたスコアリングの例である。ここに示されている

ように、1st Priority として選定した合計 8 の指標の内、7 指標を用いて水道事業体のス

コアリングを行う。 

 

表 4.4 業務指標リストに含まれる 1st Priority の指標とスコアリングの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スコアリングに用いる 7 指標は、下記のように３つに分類される。 

１）施設投資により改善されると考えられる 2 指標（1. 平均給水時間と 2. 水道の普

及率） 

水道事業体の業務指標の入手が困難な場合の対応 

対象国の水道事業体のデータが IBNET に登録されておらず、さらに対象国の規制機関

等からも指標データも入手できない場合には、メトリック・ベンチマーキングを容易に

行うことはできない。 

このようなデータの入手が非常に困難となるケースにおいては、メトリック・ベンチ

マーキングを行うための大規模な調査の実施が必要となる。あるいは、対象国の規制機

関等が水道事業体を監督できるように、水道事業体の指標値を管理するためのシステム

構築の CD を支援するといった対応が必要となる。 

なお､対象地域や対象水道事業体の候補がある程度具体的に想定されている場合には、

基本ツール④を利用する方法もある。（基本ツール④については、5.2 を参照。） 

KEWAS
CO

KIWAS
CO

MWSC
最大得点
（100点）

最小得点
（0点）

KEWA
SCO

KIWAS
CO

MWSC
KEWA
SCO

KIWAS
CO

MWSC

全般
連続給水の
実施状況

1st 給水時間 (時間/日) 22 20 6 = 24 時間 ≦4 時間 90 80 10

拡張
水道の普及

状況
1st 水道普及率 (%) 57 36 35 ≧90 % ≦ 30% 45 10 8

無収水対策 1st 無収水率 (%) 26 59 32 ≦20 % ≧70% 88 23 76

水質管理 1st
給水地点における残留
塩素試験の実施率 (%)

97 98 47 ≧90 % ≦40 % 100 100 14

1st
料金請求額に対する

徴収率 (%)
92 100 82 ≧95 % ≦50 % 93 100 71

1st
営業収支比率: 運転・

維持管理費用に対する
料金請求額の率 (%)

150 341 260 ≧130 % ≦60 % 100 100 100

業務効率 1st
1000接続あたりの

職員数 (人)
4.1 6.4 3.9 ≦5 人 ≧25 人 100 93 100

主にプログラ
ム・アプロー
チにより改善
できる項目

上水道と
下水道の
バランス

普及率の
バランス

1st 下水道の普及率 (%) 9 8 12 

注） イタリック体の数字で示された回答は、WASREBのレポートから入手した値であり、その他の値はIBNETから入手した。

大
カテゴリー

中
カテゴリー

小
カテゴリー

優先
度

財務管理

業務指標名 (単位)

回答

主に設備投資
(FI)により改善

できる
項目

主にキャパシ
ティ・デベロッ
プメント(CD)
により改善
できる項目

技術的
側面

非技術的
側面

得点計算

IBNET等の
指標値の
直接入力

成果基準
各指標値の得点

(点)
分野別平均得点 

(点)

68 45 9

94 62 45

98 98 90

(水道事業体名)
KEWASCO : Kericho Water and Sanitation Company limited
KIWASCO : Kisumu Water & Sewerage Company
MWSC : Mombasa Water & Sewerage Company



 4 - 18 

２）技術系の CD により効率的な改善が見込まれる 2 指標（1. 無収水率と 2. 給水点

における残留塩素試験の実施率） 

３）非技術系の CD により効果的な改善が見込まれる 3 指標（1. 減価償却費を含ま

ない維持管理費用と料金請求書発行額とを比較した営業収支比率（コストリカ

バリー）、2. 料金徴収率、および 3. 1,000 接続当たりの職員数） 

 

 このスコアリングでは、各指標の値が、目標値を達成した場合には 100 ポイント、最

低限のレベル(下限値)以下の場合には 0 ポイント、その間については、線形補間により

計算されるポイントとしたスコアリングにより、得点に変換される。 

 このスコアリングにおける目標値および下限値の設定は、ケニアの規制機関である

WASREB で用いられている値を参考にしつつ、途上国に対して共通して用いる場合に、

より適切となるように調整した。ただし、対象とする国の状況に合わない場合が出て

きたときには、基本ツール①の Excel のシートにおける設定値を微調整する必要がある。

次ページの囲みに、設定した各指標の目標値および下限値の根拠を説明する。 

 1,000 接続あたりの職員数や夜間のポンプオペレータ等の確保の困難さが影響する給水

時間については、水道事業体の規模に応じて目標値を設定することもできる。しかし、

規模の異なる水道事業体を同じ尺度で評価し、水道事業体の規模の影響を把握するこ

とがより重要であると考え、スコアリングにおける目標値を一律にした。 

 

 本方法論で用いているスコアリングでは、３つの分野別（施設投資、技術系 CD、非技

術系 CD）の平均スコアを計算することによって、どの分野が弱いかを把握できるよう

にしている。 

 上記の３つのカテゴリーに関して、どの分野を優先的に改善するかは、各国の方針に

よって異なっていること、および本方法論の目的とする CA は、セクターの動向の把握

と、援助の対象となる水道事業体やその支援すべき分野を特定することを目的として

いるため、水道事業体ごとに全分野の総合平均スコアを算出することはしていない。 

 ３つのカテゴリーのそれぞれの平均値を計算することで、どの水道事業体に対して、

どのような援助が必要とされるかについての初期検討ができるが、1st Priority の 8 指標

のスコアを個別に見て、主要な問題点を理解する必要がある。 

 特に、値を把握できなかった指標がある場合には、把握できた指標値からのみ計算し

た平均得点もしくは把握できた指標値がそのまま、分野別の平均得点として表示され

るため、平均得点の解釈に注意する必要がある。そのため、基本ツール①については、

不適切な結果表示による誤解を避けるため、計算された各指標の得点や分野別平均点

を定形化したグラフで示す機能を持たせていない。（基本ツール④の水道事業体用基本

チェックリストの場合には、各設問の回答範囲が予め分かっており、また平均値の計

算が容易だと考え、定型化されたグラフの自動作成機能を持たせている） 
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スコアリングにおける各指標の目標値と下限値の設定根拠 

給水時間： 給水量の向上に加え、水質管理を容易にし、かつ管路劣化を抑えるため、24

時間連続給水を目標とした。断続給水において、１日の平均給水時間が４時間以下にな

る場合には、十分な量の給水ができない可能性や単位時間当たりの配水量を多くするた

めに揚程の高いポンプや口径の大きな管路への過剰投資をする可能性が著しく高くなる

と考え、４時間を下限値とした。 

水道普及率： 途上国では井戸等の水源を利用する住民が水道を利用しない場合がしばし

ばある。また、水道事業体が都市周辺部や村落部等の人口密度が比較的低い地域への給

水にも責任を持つ場合、費用対効果の観点から特に人口密度が低い地域もしくは遠隔地

への給水が不適切になる場合がある。このような理由から、普及率の目標を 100%ではな

く、90％に設定している。また、都市水道に区分される水道事業体において、普及率が

30%を下回る場合には、都市の中心部についてもかなりの地域で給水が行われていない

状態にあると判断し、30%を下限値とした。 

無収水率: 先進国では一桁台の水道事業体が多くみられるが、途上国では無収水削減の

ために必要な費用と無収水削減の便益のトレードオフの関係を考慮して、20%を妥当な

目標として設定した。無収水対策を行っていない途上国の水道事業体の多くでは、無収

水率が 50%を超えるが、特に 70%を超える場合には、管路の老朽化がひどい状態にある

と考え、70%を下限値とした。 

残留塩素試験の実施率: 配水管網における残留塩素試験は、途上国の場合、給水点であ

る家庭等の蛇口からサンプリングするのが一般的であるが、サンプリングする蛇口があ

る家庭の住人がサンプリング日に不在だったため、実施できないなどの状況が起こるこ

とを配慮して、目標値を 90%とした。また、40%以下では、給水地域全体における給水

水質をおおまかに把握することも難しいと考え、40%を下限値とした。 

料金の徴収率:  料金徴収率の向上は、無収水率の低減に比べ、改善に必要な単位費用当

たりの便益が高いと考え、比較的高い 95%を目標値に設定した。また、料金徴収率が 50%

を下回る水道事業体については、請求書は発行しても料金回収が十分に行われていない

可能性が高いと考え、50%を下限値にした。 

営業収支比率： 運転維持管理費に対する料金請求額の率を示すこの IBNET の指標の定

義では、運転維持管理費に施設の減価償却費を含んでいないため、日本で一般的に用い

られている減価償却費を含んだ営業収支比率に比べて指標値が高くなる。そのため、目

標値を減価償却費までカバーできるレベルを想定して 130%とし、下限値については運転

維持管理費の多くを補助金等により賄っている状態である 60%に設定した。 

1,000 接続あたりの職員数: 5 人程度が理想的であるため目標値を 5 人とした。また、給

水管の設置等の小規模工事についても独自に実施している小規模の水道事業体において

も、1,000 接続あたりの職員数が 25 人を超えている場合には、業務効率が非常に悪いと

考えられるため、下限値を 25 人とした。 
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 表 4.4に例示されているケニアの 3事業体を対象としたスコアリングの結果から以下の

考察ができる。 

 

 

 

 

水道事業体の規模別の分析について 

 IBNET のデータを用いて水道事業体の状況を規模別に把握する場合には、以下に示す

給水人口カテゴリー別に、各水道事業体の比較分析することができる。また、各カテゴ

リーにおける指標の平均値を比較することで、各国における水道事業体の規模と水道事

業体のパフォーマンスの関係を把握することが可能になる。 

IBNET の人口カテゴリー (Step 1b: Filter By Population)  

カテゴリー 1: 0 - 10,000 
カテゴリー 2: 10,000 - 50,000 
カテゴリー 3: 50,000 - 100,000  
カテゴリー 4: 100,000 - 500,000 
カテゴリー 5: 500,000 - 1,000,000  
カテゴリー 6: > 1,000,000 

 

IBNET のデータベースに登録された指標データを用いない場合には、給水人口以外の

データにより、水道事業体を規模別にカテゴリー分けして分析することも可能である。 

他の水道事業体に用水供給事業(Bulk Supply)を行っている水道事業体や、工場などの大

口の顧客を多く持つ水道事業体が分析の対象となる場合には、対象給水人口ではなく、

給水量(Production)でのカテゴリー分類が、より適切だと考えられる。 

また、給水人口の代わりに水道の接続数によるカテゴリー分類も可能であり、給水人

口に比べて把握が容易に行えるという利点があるが、給水人口による分類と同様に、大

口の顧客が多く含まれる場合は、給水の規模を適切に把握できないといった問題がある。

3 事業体のスコアリング結果の考察 

1) 国内の水道事業体の全体的な問題の把握 

→ 3 事業体とも水道の普及率が低いため、施設投資が必要である。営業収支比

率が高いため、施設投資による債務の返済能力があると考えられる。 

2) どの水道事業体にどのような分野の援助が必要かについての初期検討 

→ KEWASCO（ケリチョー市）は水道の普及率が低い以外は良好な状態である。

→ KIWASCO（キスム市）は、水道普及率が低いことに加えて、無収水率が高

いことが問題であり、無収水対策のための技術協力が必要だと考えられる。

→ MWSC（モンバサ市）については、水道普及率が低いという問題に加えて、

給水時間が短く断続給水になっているせいか、水質管理が不十分であるた

め、水質管理についての技術協力が効果的となる可能性がある。 
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４．１．８ 基本ツール①の 2nd Priority 10 指標の内容と利用上の留意点 

 

 表 4.5 に示されている 2nd Priority に分類された 10 指標の収集は、1st Priority の指標値

から得られた結果を補足し、水道事業体の状況をさらに詳しく検討するために行う。 

 

表 4.5 基本ツール①の 2nd Priority 10 指標とカテゴリー 

大 

カテゴリー 

中 

カテゴリー 

小 

カテゴリー 

指標の参照

番号 
業務指標名 (単位) 

主に施設投資（ＦＩ）に 

より改善できる項目 

全般 連続給水実施状況 IBI_15.2 断続給水を受けている顧客の率 (%)

拡張 

水道普及状況 IBI_1.2 各戸給水の普及率 (%) 

支払能力/料金 IBI_19.2 
月当たり 6m3 の水を使用する家庭の

年間の水道料金 (US$/年) 

主にキャパシティ・ 

デベロップメント(CD)

により改善できる項

目 

技術的 

側面 

無収水対策 IBI_7.1 メータ率 (%) 

水質管理 IBI_15.4 残留塩素試験の基準値適合率(%) 

非技術的 

側面 

財務管理 

IBI_11.3 給水原価 (US$/m3) 

IBI_18.3 供給単価 (US$/m3) 

IBI_19.1 

顧客一人当たりの平均水道料金（もし

くは水道料金と下水道料金の合計の

平均）が一人当たりの国民総所得に

占める率 (%) 

業務効率 IBI_14.1 
維持管理費に占める 

アウトソーシング費の率 (%) 

主にプログラム・ 

アプローチにより 

改善できる項目 

上水道と 

下水道の 

バランス 

収益のバランス IBI_2.1 
単位給水量あたりの水道料金と下水

道料金の総請求額 (US$/m3) 

 

 

 施設投資に関連する指標としては、断続給水を受けている顧客の率(IBI_15.2)、各戸給

水の普及率(IBI_1.2)、および月当たり 6m3 の水を使用する家庭の年間の水道料金

(IBI_19.2)が含まれている。 

 技術系 CD に関する 2nd Priority の指標としては、メータ率(IBI_7.1)を含めた。 

 非技術系の CD 関連する 2nd Priority の指標には、給水原価(IBI_11.3)、供給単価(IBI_18.3)、

および顧客一人当たりの平均水道料金（もしくは水道料金と下水道料金の合計の平均）

が一人当たりの国民総所得に占める率(IBI_19.1) 、維持管理費に占めるアウトソーシン

グ費の率 (IBI_14.1)の４つの指標が含まれている。 
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 以下では、2nd Priority の各指標について説明する。 

 

 

 

IBI_15.2：断続給水を受けている顧客の率 (%) 

 1st Priority の指標である平均給水時間に加えて、断続給水を受けている顧客の率を把握

することで、どの程度の範囲で断続給水が行われているかだけでなく、断続給水を行っ

ている地域において、どの程度深刻な給水制限が行われているかをある程度把握するこ

とができる。 

局所的に断続給水が行われている場合には、断続給水が行われている地域で、連続給

水が行えるようにするための施設投資や、新しい地域で連続給水を開始するための施設

投資を行えばよいとの判断が出来る。しかし、水源の不足や漏水量の削減のため、水道

事業体の給水地域全体で大規模な断続給水が行われている場合には、将来の給水方法に

ついて十分に検討した上で、既存施設の改修や新規水道施設の建設を行う必要がある。 

2005 年に東南アジアの水道事業体に対して行われたベンチマーキング調査の結果 (2)  

 

この調査の対象となった 40 の水道事業体の内訳は、ベトナムの 17 水道事業体、フィ

リピンの 17 水道事業体、マレーシアの 5 水道事業体、およびラオスの１水道事業体であ

る。これらの水道事業体は、全般的に、業務指標値の把握ができ、国際的な調査にも協

力的である、途上国の水道事業体としては比較的優秀な水道事業体であるといえる。以

下に、これら 40 の水道事業体における 2nd Priority の幾つかの指標の平均値を示す。 

 

メータ率： 99.4 % 

供給単価：  0.31 US$/m3 

 

出典：ADB&SEAWUN、Data Books of Southeast Asian Water Utilities 2005（2007.11） 
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IBI_19.2：月当たり 6m3の水を使用する家庭の年間の水道料金 (US$/年) 

月当たり 6m3 の水を使用する家庭の年間の水道料金は、特定の水道事業体が使用して

いる水道料金表の構造が、どの程度貧困層への内部補助(Cross-subsidy)を考慮して設定さ

れているか、判断する指標である。 

月当たり 6m3の水を使用する家庭とは、IBNET 等で最低限必要だと考えられている水

使用レベルであり、10 人家族の場合に平均 20L/人/日となる。この年間の水道料金は、施

設投資についての２つ目の中カテゴリーである支払能力/料金の小カテゴリーに含まれ

ている。この指標を施設拡張と関連付けているのは、施設投資を行う場合には、建設し

た施設の維持管理費の確保やローンの返済のため、料金改正を行うことが多いこと、お

よび都市貧困層等へ水道施設を拡張する場合には、拡張した水道施設に貧困層が接続で

きるように、接続料金や生活のために最低限必要な水量を、比較的容易に使えるように

配慮する必要があるためである。 

 この指標は、水道事業体間の比較を行うメトリック・ベンチマーキングのために準備

した業務指標の中で、唯一貧困層対策について把握できる指標である。 

この指標の分析においては、対象とする途上国において、月当たり 6m3 の水を使用す

る家庭の年間の水道料金がどの程度なら、貧困層対策が行われていると言えるかという

判断を行う必要がある。この判断においては、基本ツール②のセクター用チェックリス

トの 1st Priority の確認項目である「１人当たりの国民総所得(GNI)」や「一日１ドル以下

で生活している貧困層の率」が、ある程度参考になる。また、IBNET のデータベースを

用いて、１人当たりの GNI が同程度の国の水道事業体を選んで、月当たり 6m3 の水を使

用する家庭の年間の水道料金と比較してみることも、判断における参考となる。 

IBI_1.2：各戸給水の普及率 (%) 

 1st Priority の指標である水道の普及率に加えて、各戸給水の普及率を把握することで、

どの程度住民が公共水栓に依存しているかを判断できる。 

IBNET には、公共水栓および複数の家庭が共有している接続がどの程度普及している

かを示す指標が含まれているが、公共水栓を利用している住民の数の推定は困難な場合

が多いため、この指標については、信頼性の高いデータが IBNET に登録されている可能

性が低いと考えられる。 

また、公共水栓の使用料が無料もしくは低額になっている場合には、各戸接続を持つ

住民が公共水栓も併用している可能性があるため、公共水栓の利用者数を正確に推定す

ることは難しいと考えられる。そのため、本方法論においては、水道普及率に加えて、

顧客台帳等から比較的容易に信頼性のあるデータが入手できると考えられる各戸給水の

普及率を、メトリック・ベンチマーキング用の指標とした。 
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IBI_7.1：メータ率 (%) 

メータ率は、水道の接続数に対する正常に機能している顧客メータの設置率を示して

おり、無収水対策において、顧客メータの設置・管理にどの程度重点を置くべきかを判

断するために用いる。 

IBNET におけるメータ率の定義によれば、正常に機能していない顧客メータについて

は、メータ率の計算に含めないことになっているが、多くの途上国では、顧客メータの

定期的な取り換えや機能のチェックを十分に行っていない状態である。 

そのため、各水道事業体におけるメータ率について分析する際には、各国における顧

客メータの精度管理についての一般的な情報を、水道関係者等から情報収集することで、

より正確に、各水道事業体の顧客メータの設置・維持管理の状態を把握できると考えら

れる。 

また、顧客メータを設置しているかは、非技術系の CD において財務状況の改善を行

う場合にも、注目すべき項目である。 

IBI_15.4：残留塩素試験の基準値適合率 (%) 

 水質管理に関しては、1st Priority の指標には残留塩素試験の実施率(IBI_15.3)を含んで

いるが、給水点における残量塩素の状況をより詳しく、把握するためには、採取された

サンプルの内で残留塩素試験の基準値を満たしたサンプルの率を把握する必要がある。

そのため、残留塩素試験の基準値適合率（IBI_15.4）を 2nd Priority の指標としている。

しかし、途上国では、給水点における残留塩素濃度の基準値が明確になっていない場合

が多いと考えられる。基準値が明確になっていない場合には、この指標値を計算するこ

とはできない。 
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IBI_11.3：給水原価 (US$/m3) 

IBI_18.3：供給単価 (US$/m3) 

IBI_19.1：顧客一人当たりの平均水道料金(もしくは水道料金と下水道料金の合計の平均)

の率 (対国民総所得/人の％) 

 

これらは全て、財務的なパフォーマンスに関連する指標であり、料金設定が、維持管

理費のコストリカバリーおよび住民への負担という２つの面で、健全な状態になってい

るかを大まかに判断するために使用できる。 

給水原価が供給単価に比べ高くなっている場合には、料金徴収により維持管理費が賄

えていないことを示すが、複数の水道事業体の給水原価および供給単価を比較すること

で、それが、運転維持管理に費用が多く掛っているために給水原価が高くなっているた

めなのか、それとも、水道料金が低く抑えられ、供給単価が安くなっているために起き

ているのかを、判断することができる。 

 また、平均水道料金（もしくは水道料金と下水道料金の合計の平均）が一人当たりの

国民総所得（GNI）に占める率については、世銀等により３％～５％程度が支払い可能

なレベル（Affordability）の目安として示されている。そのため、この指標値を参考に、

水道料金のレベルが、住民の支払能力の範囲内にあるかや、水道事業体の持続的な経営

を阻害するほど極端に低く設定されていないかなどを、判断することが可能になる。 

ただし、適正な水道料金の設定は、住民が持つ水を確保するための代替手段における

水の値段や、水道事業体が水を供給するためにどれだけの費用が必要かといった、様々

な側面から検討する必要があるため、一概に％で割り切れるものではないことを理解し

ておく必要がある。 

 また、貧困層が、例えば収入の３％を実際支払うことができるかについては、収入パ

ターンや現金収入の多寡、家計の実態等を別途考慮する必要がある。 

基本的には、料金全体のレベルをある程度維持して水道事業体が持続的に経営できる

ようにしつつ、料金構造においては、低所得者に安価に最低限の水を供給できるように、

Cross-subsidy（内部補助。高所得者や大量消費者から高い単価で料金を徴収し、低所得者

や少量のユーザーの単価は低く抑える料金政策）を設定したり、もしくは低所得者の水

道料金の支払いを軽減するための補助金についても検討したりする必要がある。 

IBNET では、一般家庭に対する水道料金の平均値を示す指標が無いため、工業および

商業用の水使用料についてもまとめて計算した指標を使用している。 

そのため、工業および商業の水使用料金が、全体の水使用料金に占める割合が特に高

い水道事業体が含まれる場合には、指標値を比較する際に注意が必要である。 

添付資料の 2.6 において、本法論で使用する全ての財務指標(料金表の内容についての

指標は含まない)について日本語で詳しく説明している。 
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IBI_18.1：単位給水量あたりの水道料金と下水道料金の総請求額 (US$/m3)（下水道事業

体とのバランスをみるための項目） 

 この方法論におけるメトリック・ベンチマーキングで使用する、1st Priority と 2nd 

Priority の指標は、全て IBNET で用いられている指標群の中から選択しているため、選択

した幾つかの財務指標は、水道事業体全体の財務状況を示しており、水道事業体の水道

関連業務および下水道関連業務における財務状況を、別々に示す指標ではない。 

しかしながら、水道事業体の財務状況は、その水道事業体が下水道事業も行っている

か否かに大きく影響を受けるため、分析の対象となる水道事業体のそれぞれにおいて、

水道事業体の規模に比べて下水道事業をどの程度行っているかを、把握することが重要

である。 

1st Priority の指標には、各水道事業体が管轄する地域における、水道普及率(IBI_1.1)

と下水道普及率(IBI_2.1)が含まれており、それらを比較することで財務状況への下水道事

業の影響の可能性をある程度把握することができる。しかし、水道普及率と下水道普及

率の比較からは、下水道サービスを受けている住民から、どの程度下水道料金を徴収し

ているかを把握することができない。 

そのため、2nd Priority の指標に、単位給水量あたりの水道料金と下水道料金の総請求

額(IBI_18.1)を含めている。この指標と、同じく 2nd Priority の指標とした単位給水量あた

りの水道料金である供給単価 (IBI_18.3)を比較することで、下水道料金が別途、どの程度

請求されているかを把握することができる。 

IBI_14.1：維持管理費に占めるアウトソーシング費の率 (%) 

 1st Priority の指標には IBI_12.1：1,000 接続当たりの水道サービス従事職員数(IBI_12.1)

を含んでいる。しかし、民間業者等への委託等アウトソーシングを行っている場合には、

この指標値は低い数値になる可能性があり、維持管理費に占めるアウトソーシング費の

率 (IBI_14.1)を把握する必要があるため、この指標を 2nd Priority の指標に含めている。 
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４．２ 基本ツール②：水道セクター用チェックリスト(SC)を用いた CA の

方法  

 
４．２．１ 基本ツール②：水道セクター用チェックリスト(SC) の構成内容と特徴 

 

 

 

 

 省庁や水道の規制機関等の水道

セクター機関、および住民やドナ

ーなどの他のステークホルダー

について検討する質問を含んで

いる。 

 

 図 4.2 に示されているように、セ

クター用チェックリストでは、以

下の５つの大カテゴリーについ

て、対象水道セクターのキャパシ

ティを評価する。 

大カテゴリー 1) 対象国におけ

る水道サービス等の現状（定

量的指標も含む) 

大カテゴリー 2) 政策、国・地域

レベルの計画、制度、ガイド

ライン等の存在と利用 

大カテゴリー 3) 様々な水道セ

クター機関および水道事業

体間の関係の健全さ 

大カテゴリー 4) 国・地域レベル

でのトレーニング実施状況 

 対象国内の省庁や水道の規制機関等の水道セクター機関を中心に、他のステークホ

ルダーも含む水道セクター全般の状況とキャパシティを把握できる。 

 質問項目が５つの大カテゴリーに分類されているので、どのカテゴリーのキャパシ

ティに課題があるかを把握できる 

 1st Priority と 2nd Priority を設定していることから、時間的制約や状況に応じて効率

的にキャパシティを把握できる。 
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大カテゴリー 5) 住民等のその他のステークホルダーについて 

 チェックリストを用いる時の時間的な制約等に対応するため、このチェックリストに

含まれる質問は、２つの優先度に分類されている。1st Priority は 35 項目であり、2nd 

Priority は 49 項目である。 

 1st Priority に分類された質問は、水道セクターに期待される主要なキャパシティを把握

するための質問であり、JICA 職員による直接のアセスメントを想定している。 

 

 

 

セクター用チェックリストが作成された背景 

 途上国都市部の水道事業の問題には、当該国の水道セクターのあり方（水道事業体を

取巻く事業環境）が大きく影響しており、個々の水道事業体では解決・改善が困難な問

題が多い。このため、セクターの改善もしくは根本的な改革をせずに、水道事業体の CD

を効果的に行うことは、困難である。従来の JICA の水道事業体への技術協力では、漏水

対策、水質改善、施設維持管理等の、技術面の改善を中心に行ってきたが、今後は、水

道事業体の財務･経営面を根本的に改善するために、水道セクター全般の法制度やガバナ

ンスについても、取り組みを強化していく必要がある。  

 JICAではこれまで途上国の水道セクターの改善および改革の支援はそれほど多く実施

されていなかったが、水道事業の根本的な課題が水道セクターにある場合には、セクタ

ーに対する支援も行なっていく必要がある。そのような場面を想定し、本方法論では、

まずセクターの基本的なキャパシティを把握するためにセクター用チェックリスト（基

本ツール②）を作成した。 

また、セクター用チェックリストは、プログラム形成において他ドナーとの連携を考

慮する際にも活用できる。例えば、JICA の協力方針やリソースの制約から、都市水道分

野の相手国政府の方針・政策・制度の策定を直接支援しない場合であっても、他ドナー

との連携により行うことで、バランスのとれたプログラム形成が可能になる場合がある。

しかし、その場合でも、アセスメントの段階で問題点を把握できなければ、他ドナー

との連携によりプログラムを構成することも難しくなる。現段階では、水道セクターの

CA の結果を JICA としても十分に理解して協力を組み立てるとともに、必要に応じて、

途上国における水道セクターの改善もしくは改革についての経験を蓄積している、世界

銀行やドイツの技術協力公社（GTZ）等との連携について、模索することが考えられる。

 このような背景の中、基本ツール②のセクター用チェックリストを用いて、水道事業

体では解決できない問題や、水道セクター全体の現在のキャパシティやニーズを把握す

る。 
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４．２．２ 基本ツール②の 1st Priority 部分の内容 

 

 

 

 

大カテゴリー 1) 対象国における水道サービス等の現状（定量的指標も含む） 

 このカテゴリーでは、まず国連のミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：

MDGs）等の指標を用いて、対象国の全体における各戸給水の普及率や貧困の状況を把握

する。 

使用している対象国全体の状況を示している指標は、全て、WHO と UNICEF によるジ

ョイント・モニタリング・プログラム(JMP)や、世界銀行の World Development Report 等

により、継続的にモニタリングが行われている指標であり、国内においても、これらの

指標値を収集することが可能である。 

これらの指標を用いれば、基本ツール①で把握した水道事業体の管轄地域における水

道普及率から、対象国全体における水道普及率を推定する場合に比べ、対象とする途上

国の全体的な状況を、より正確に把握できる。また、基本ツール①で把握した普及率を

国全体の普及率と比べることにより、各水道事業体が当該国でどのような位置にあるか

という把握もできる。 

 さらに、このカテゴリーには、対象国の給水状況の全体像をより的確に把握するため、

以下の定性的な質問を含んでいる。 

・ 大規模の水道事業体と小規模水道事業体の間のサービスレベルの格差 

・ 各水道事業体が責任を持っている地域がどの程度明確化されているか等。 

大カテゴリー 2) 政策、計画、制度、ガイドライン等の存在と利用状況 

 このカテゴリーには、水道事業体の継続的な発展のために不可欠な、国策、水道セクタ

ーの政策、国・地域レベルの開発計画、法制度およびガイドライン等が整理されている

か、また実際にそれらが効果的に利用されているかについて、確認するための質問が含

まれている。 

このカテゴリーに含まれる質問の準備は、図 4.3 に示す方針、法制度、およびガイドラ

イン等の関係を念頭において行なった。ただし、国によっては必ずしも、図 4.3 の分類や

名称になっていない場合もあるので、留意する必要がある。 
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図 4.3 方針、法制度およびガイドライン等の関連性のイメージ 

 

 

 国策もしくはセクター政策については、最初に水道事業における 1) 受益者負担、2) コ

ストリカバリー、および 3) 水道事業の独立会計という、３つの原則が政策に含まれてい

るかを質問し、さらに、どの程度の水道事業体が独立会計により管理されているかを質

問している。 

また、水道普及率の向上、最低限の水道サービスレベルの確保、無収水率の削減や節

水、都市貧困層への給水等の問題が政策の中で取り扱われているかや、それが、国や地

域レベルの開発計画等に反映されているかについても、質問するようになっている。 

 法制度については、まず初めに、最低限必要な法律である、水道法（Water Supply Act、

Water Supply Law もしくは Water Supply Regulations とも呼ばれる）が、整備されている

かを確認する。 

そのほか、民間からの投資を促進するための、PPP についての制度や、漏水削減に効

果がある給水管設置業者の資格認定制度等についても、整備されているか確認するよう

になっている。また、これらの法制度が実際に適用されているかも質問する。 

ガイドラインについては、水道料金の適切な設定、水質基準、および調達される水道

関連資材や機器の基準等についてのガイドラインが存在し、活用されているかを、1st 

Priority の質問により、確認するようになっている。 

その他、水道セクターにおける貧困層対策のための資金確保の方針が、どの程度明確

になっているかや、水道の水質基準がどの程度詳細な内容になっているかについての質

問も、1st Priority に分類されている。 

法制度・政策の階層 

① Constitution：憲法 

② National Policy：国策（National Strategic Plan: 国家戦略計画の土台でもある） 

③ Sector Policy／Charter：セクターの政策／憲章(水道についての国の目的や信念などを

定めたもの〕 

④ Water Supply Act：法令 (幾つかの Act がまとまると Law になるイメージ) 

⑤ Water Supply Regulations：規則 (関連する法制度をまとめてこう呼ぶ場合もある) 

⑥ Water Supply By-Laws or Ordinance：付随定款もしくは州や市の条例 

⑦ Mandate：関連省庁や規制機関から水道事業体への命令書 

⑧ Agreement：関連省庁や規制機関と水道事業体の合意文書 

⑨ Mission and Vision / Corporate Policy：使命と活動目標、もしくは企業方針 

⑩ Customer Contract (Contract の代わりに Agreement, Code とも言う) 
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大カテゴリー 3) 様々な水道セクター機関および水道事業体間の関係の健全さ 

 このカテゴリーでは、水道セクター機関および水道事業体間の関係の健全さを、水道

セクターにおける様々なガバナンス、政治の組織マネジメントへの影響、さらに事業資

金確保がどのように行われているかを通して把握するようになっている。 

 ガバナンスやマネジメントについては、以下の質問が含まれている。 

１）関係機関の役割分担が明確に規定されているか？ 

２）水道事業体のサービスレベル等について規制する機関が存在するか？ 

３）水道事業体の現状は統計的に把握されているか？ 

４）水道事業体の人事に政治がどの程度介入しているか？ 

（有能な幹部の不足、過剰な職員数等の原因となる。） 

５）水道事業体の日常業務に政治がどの程度介入しているか？ 

（非効率的な事業運営や職員の改善意欲低下の原因となる。） 

また、資金調達についての 1st Priority の質問には、以下の質問が含まれている。 

１）各水道事業体が、水道施設の拡張や改良のための低金利の資金もしくは補助金

を、国や地方自治体から受け取るための手続きが、確立されているか？ 

２）近年、プライベートセクターが、水道施設の運転・維持管理、マネジメント、

施設投資に関わる機会が、増えているか？ 
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４．２．３ 基本ツール②の 2nd Priority 部分の内容 

 

 2nd Priority に分類された質問は、1st Priority 実施後、さらに詳細を把握するための質

問であり、コンサルタント等によるアセスメントを想定している。 

 

大カテゴリー 4) 国・地域レベルでのトレーニングの実施状況 

 このカテゴリーの 1st Priority の質問には、国・地域レベルでの各水道事業体へのトレ

ーニングの実施状況、および水道事業体を規制する機関へのトレーニングの実施状況に

ついて把握するための、質問が含まれている。 

 以前の途上国における水道事業は、中央集権の傾向があった。JICA の技術協力もそう

した状況に対応し、インドネシアで省庁直轄の訓練センターを設立し、そこで水道技術

者に対するトレーニングを支援していた。 

しかし、最近では、水道事業の分権化が進み、水道事業が各地方自治体や水道事業体

そのものに任される場合が多くなり、国の中央でトレーニングセンターを持つというニ

ーズそのものにも変化が起きている。また、多くの途上国において、水道事業体の規制

機関の設立が検討されている。そのため、規制機関の職員に対するトレーニングの実施

を要請される機会が、今後増えると考えられる。水道事業の規制機関へのトレーニング

を実施している GTZ, USAID, WSP 等のドナーはいるものの、支援例はあまり多くない。

このような状況を踏まえ、国の規制機関や地域別のトレーニングセンター等について考

慮する必要が出てきていることから、大カテゴリーとして、国・地域レベルでのトレー

ニングの実施状況に係る質問を設定した。 

なお、本方法論の開発のための現地調査を行った３ヶ国の内、２ヶ国においても、水

道事業の規制機関へのトレーニングの希望があることを把握した。 

大カテゴリー 5) 住民等のその他のステークホルダーについて 

 このカテゴリーの 1st Priority の質問には、水道に関する住民へのアンケート調査結果

があるか、また、中央政府もしくは地方政府とドナーとのコーディネーションの仕組み

（ドナーと相手国との対話と調整のチャンネル）があるかなどの、質問が含まれている。

 この質問により、対象とする水道事業体への他ドナーの取組みや、対象とする水道事

業体がどの程度、顧客である住民を意識した運営を行っているかということがわかる。 



 4 - 33 

 

 

 

 

大カテゴリー 1) 対象国における水道サービス等の現状 

 この大カテゴリーには、2nd Priority の質問として、下記が含まれている。 

 １）各戸給水以外の安全な水にアクセスできる住民の率 

２）各戸給水の普及率が近年向上しているかを見るためのベースラインになる、過去

の各戸給水の普及率 

３）連続給水が行われている都市の割合 

４）塩素消毒の徹底の度合 

そのほか、1st Priority とした貧困層の割合についての状況をより詳細に把握するため、

貧困の深さ（貧困ギャップ率（Poverty Gap Ratio）：貧困層の支出・収入がどの程度貧困

線を下回っているかを示す指標。貧困線以下にいる人々の支出および収入の不足額の平

均）、貧困との関連性が強い汚職の程度（世界における対象国の順位）、および、特に貧

困層対策において、水道と合わせて考える必要がある、サニテーション（衛生）の普及

率についての質問が含まれている。 

大カテゴリー 2) 政策、国・地域レベルの計画、制度、ガイドライン等の存在と利用 

 このカテゴリーにおける 2nd Priority の質問では、1st Priority の質問により把握してい

ない政策、国・地域レベルの計画の側面や、その他の制度およびガイドライン等の存在

と利用状況についての把握を行なう。 

政策および計画面では、水源開発、小規模水道事業体の合併・吸収、水道セクターで

の人材開発についての政策があり、国もしくは地域レベルの計画に反映されているかを

確認する。特に、制度面では、地方自治体による水道関連の条例、取水に関連する制度、

および職業資格制度が導入されているかなどを確認する。 

水道施設の設計、運転・維持管理、無収水削減、用水供給事業（Bulk Supply）、水道事

業体のガバナンスおよびマネジメント、小規模水道事業体の合併・吸収、環境影響評価

等についてのガイドラインが存在し、活用されているかについても把握する。 

 法制度については、その他に、水道関連の複数の法制度やガイドライン間に矛盾がな

いかや、関連する法制度が多数の法律に散在せず、参照しやすいように十分に統合され

ているかといった質問も、含まれている。 

 また、受益者負担等の水道事業の３原則を考慮して、適切な水道料金レベルの設定が

行われているか、貧困層対策のため福祉関連セクターから補助金が出ているか、公共水

栓により無料で給水を行っているか、国の水質試験機関があるか、および水道水源に対

する環境基準が設定されているか等についても、把握する。 
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大カテゴリー 3) 様々な水道セクター機関および水道事業体間の関係の健全さ 

 この大カテゴリー下のガバナンスおよびマネジメントについての中カテゴリーには、

水道事業体が最低限達成すべき水道サービスのレベルが明確に規定されているか、水道

事業体に対する規制が困難な項目、各地域への配水量や水道料金設定への政治の影響の

程度、および水道事業体の給与レベルや職員へのインセンティブの導入状況についての

質問が含まれている。具体的には、以下のような質問が含まれている。 

１）対象国では水道料金を政策として低く設定しているか？  

（料金収入不足の原因となる。） 

２）国内の水道事業体全般において職員の昇給・昇進に深刻な制約がないか？ 

（有能な職員の不足や職員の改善意欲低下につながる。） 

資金調達についての中カテゴリーには、水道セクターがドナー等から資金調達を行う

上で、十分に開かれた状態にあるか、水道セクター全般での資金調達額が継続的にモニ

ターされているか、また近年資金調達額が増えているかについての質問が含まれている。

また、小規模水道事業体の合併・吸収や電気料金についての補助金制度があるか、民

間セクターが係わっている水道事業体の運営状況や民間セクターからの投資が増えてい

るかなどについての質問も、含まれている。 

大カテゴリー 4) 国・地域レベルでのトレーニングの実施状況 

2nd Priority には、国・地域レベルでの水道事業体へのトレーニングについて、どのよ

うな点を特に改善する必要があるかを問う質問と、水道協会やパフォーマンスが高い水

道事業体による、パフォーマンスの低い水道事業体への CD を支援する仕組が存在する

かなどの、質問が含まれている。 

この大カテゴリーの 2nd Priority の質問には、国・地域レベルのトレーニングのどのよ

うな点を改善すべきかを把握するための詳細な質問、国もしくは地域レベルで水道メー

タの補正、ポンプの修理等が行える工場やワークショップの存在、水道事業体間での協

力体制、および小規模工事業者へのトレーニングの実施等についての質問も、含まれて

いる。 

大カテゴリー 5) 住民等のその他のステークホルダーについて 

 この大カテゴリーの 2nd Priority の質問には、どのドナーがどのような援助を行ってい

るか、コミュニティーが管理する水源もしくは給水設備が水道事業体の運営の妨げにな

っていないか、その他に重要なステークホルダーが存在するかについての質問が、含ま

れている。 
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５章 特定の水道事業体の概要把握のための CA の方法 

 

 

 

 援助の対象になった水道事業体のキャパシティの概要を迅速に把握する。 

 援助の対象になった水道事業体の課題を対象事業体の関係者と共有する。（どの

ような支援が必要かを関係者で検討する。） 

 

 

１． 基本ツール③の水道事業体の一般情報の 1st Priority により、水道事業体の情報

を収集し、確認する 

２． 必要に応じて基本ツール③の水道事業体の一般情報の 2nd Priority のデータを収

集し、確認する。 

３． 対象水道事業体関係者と討議しながら、基本ツール④の水道事業体の基本チェ

ックリストの段階を確認する。 

４． 基本ツール④の水道事業体の基本チェックリストへ入力した結果に基づき、必

要な支援分野の検討を関係者で行なう。 

 

利用が想定される事業スキーム： 

・ 案件の発掘、形成 

・ 協力準備調査（特定の水道事業体に対するプログラム形成のための調査） 

・ 協力準備調査（水道事業体に対するプロジェクト形成のための調査） 

・ 詳細計画策定調査（水道事業体を対象とする技術協力の計画のための調査） 

・ 資金協力のための事前の調査（円借款 F/F、無償資金協力の協力準備調査等。ソ

フトコンポーネントや技術支援の必要性や内容等を検討） 

 

段階１: 都市水道セクターに対するプロ

グラムの戦略的形成段階 
段階２: 特定の水道事業体に対するプロジ

ェクトの形成・計画・実施・評価段階 

目的 A: 都市水道   
セクター全般の把握 

目的 B: 対象水道 
事業体の概要把握

目的 C: 対象水道事 
業体の詳細把握 

基本ツール① 

基本ツール② 

基本ツール③ 

基本ツール④

基本ツール⑤ 

基本ツール① 基本ツール④

目 的 

手 順 
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５．１ 基本ツール③：水道事業体一般情報記入フォーム(UGF)による把握 

 

 

５．１．１ 基本ツール③：水道事業体一般情報記入フォーム(UGF)の構成内容と特徴 

 

 

 

 質問項目は、1st Priority と 2nd Priority の二つに分けており、効率的に調査が行なえる

ようにしている。 

 1st Priority としている 12 項目は、基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストを

用いて水道事業体の概要把握をする上で、最低限確認しておくべき項目である。 

 2nd Priority となっている 12 項目についても、基本ツール④の水道事業体用基本チェッ

クリストを用いて水道事業体の概要把握をする上で役に立つ情報を提供する。特に、

後で基本ツール⑤等を用いて水道事業体の詳細把握を行う場合には、予め 2nd Priority

の項目についても確認しておくことが効率的である。 

 

 

５．１．２ 基本ツール③の 1st Priority 部分の内容 

 

 

 

 

 

 

1st Priority の 12 項目には、水道事業体の概要把握をする上で、最低限確認しておくべき

下記項目を含む。 

１）水道事業体の形態 

 ２）民間セクターが水道事業へ参画している場合の契約形態 

３）年報や管路情報のデータベースなどの情報源の存在 

４）給水対象地域の特徴 

 水道事業体への CA を行う際、あらかじめ理解しておく必要がある対象事業体の一

般的情報を記入するために使用する。 
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 ２）の民間セクターが水道事業に参画している場合の契約形態については、Q8 で質問

しており、この質問の選択肢となっているそれぞれの契約形態の概要を表 5.1 に示す。 

 

表 5.1 民間が関わる場合の水道事業体の契約形態 

契約形態 
 (契約期間) 

Q8 の選択
肢番号 

概要 

サービス契約 
(3～5 年) 

2 水道事業体の一部の機能について、一定期間に限り民
間の経営管理に任せるもの 

マネジメント契約 
(5～10 年) 

3 民間事業者に対して、設備の一部または全部の運営管
理権を与えるもの（資本投資は行われない） 

リース契約 
(5～15 年) 

ｱﾌｪﾙﾏｰｼﾞｭ*1 
(ﾘｽｸ移転型) 

4-1 公共部門所有の事業設備を民間事業者にリースして、
民間事業者が水道システム運営のあらゆる側面（オペ
レーションに限られ、一般に資本投資は除外）に責任
を持つもの 

その他 4-2 

コンセッション契約 
(25 年～35 年) 

5 事業経営責任（資本投資も含む）を、一定期間民間事
業者に譲渡するもの（一般に、公益事業オペレーター
が率いるコンソーシアムとの間で契約締結） 

建設・所有・運営・譲渡 
(BOOT) 

6 プロジェクト・スポンサーが、合意した期間中に建
設・所有・運営する新規の施設から追加のバルク水を
水道事業体に販売することを提案し、契約期間終了後
に当該施設を自治体等公的セクターに移管するもの 

売却／完全民営化 7 公共部門がその資産も含め民間に永久に譲渡され、新
しい民間所有者がライセンスに基づき規制機関の管
理下で施設の運営を行うもの 

その他の官民パートナー
シップ (合併契約等) 

8 自治体と民間の事業者が合弁会社を設立するなど、本
格的なパートナーシップを組むもの 

注：上表は、開発金融研究所報 2000 年 7 月 第 35 号の下水道セクターの民営化動向 – 開発途上国と 
    先進国の経験 – (著: 北野 尚宏、有賀 賢一)を参考に作成した。 

*1 のアフェルマージュについては、水道事業体の基本情報記入フォーム(添付資料の 1.3)内で説明して
いる。 

 

 ３）の年報や管路情報のデータベースなどの情報源の存在についての質問は、キャパ

１）水道事業体の形態（Q7） 

 水道事業体の形態により、マネジメントの自由度とガバナンスの必要性のレベルが

異なるため、これらを正確に把握する必要がある。 

 民営化されている場合には、もっともマネジメントの自由度が高いが、ガバナンス

の必要性についても高くなる。 

 公社化されている場合には、民営化に比べマネジメントの自由度とガバナンスの必

要性が低いが、国および地方自治体が運営する水道局に比べると、それらが高いと

言える。 

 国および地方自治体が運営する水道局においても、水道事業体の会計が独立してい

る場合では、独立していない場合に比べ、一般的に、マネジメントの自由度および

ガバナンスの必要性が高いと言える。 
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シティ・アセスメントを効率的に行うための情報収集を容易にすることを目的として、

1st Priority の項目に含まれている。 

 ４）の給水対象地域の特徴については、1st Priority の項目により、アセスメント対象で

ある水道事業体が給水について責任を持つ地域が、どの程度の規模の行政区域（都市、

県、国）で、人口集中がどの程度（都市部、周辺部、村落部）かや、またどの程度の

顧客数がいるかを把握する。 

 

 

５．１．３ 基本ツール③の 2nd Priority 部分の内容 

 

 

 

 １）の水道事業体の責任範囲とアウトソーシングの実施状況については、水道事業体

の職員に対する CD 等の実施において、支援が必要とされる可能性がある分野を見極め

るために必要である。 

 ２）の水道施設関連の固定資産の財務上の扱いについては、施設の減価償却費を、施

設を所有もしくは使用している水道事業体もしくはセクター機関が適切に計上してお

り、将来の施設更新を行う財源が確保できているかを見極めるために必要である。 

 ３）の様々なシステムの OA 化の状況については、OA 化されている場合には水道事業

体の詳細なアセスメントのための情報収集を容易に行えるようになるため重要である。 

 ４）の給水地域における顧客の種類別の接続数により、工場等の家庭以外の大口の顧

客が、どの程度給水地域に存在するかを把握する。 

 ５）の１家庭当たりの平均人数、および浄水処理の方式についても、水道事業体の様々

な状況を把握する上で、必要な一般情報である。良質な地下水を水源としている等の

理由により浄水処理として塩素消毒しか行っていないような水道事業体は、一般に給

水原価が低く、浄水処理に求められる技術レベルも高くはない。これに対して、表流

水を水源としている等で急速濾過（凝集沈殿＋濾過）による浄水処理を行っている場

合には、給水原価が高くなり、浄水処理に求められる技術レベルも高くなるのが普通

である。 

2nd Priority の 11 項目には、下記のような質問が含まれている。 

１）水道事業体の責任範囲とアウトソーシングの実施状況 

２）水道施設関連の固定資産の財務上の扱い 

３）様々なシステムの OA 化の状況 

４）給水対象地域における顧客の種類別の接続数 

５）１家庭当たりの平均人数、および浄水処理の方式 
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５．２ 基本ツール④：水道事業体用基本チェックリスト(UBC)を用いた  

CA の方法  

 

５．２．１ 基本ツール④：水道事業体用基本チェックリスト(UBC)の内容と特徴 

 

 

 

 表 5.2 に示されているように、大カテゴリーは、基本ツール①と同様、次の３つから

成り、技術協力プロジェクト等により、ソフト面での CD を重点的に行うべきかや、

有償もしくは無償資金協力により、ハード面である水道施設への投資を先行して行う

べきかなどの、判断ができるようになっている。 

・ 主に施設投資により改善が期待できる項目 

・ 主に CD により改善が期待できる項目 

・ プログラムアプローチによる改善が必要な項目 

 施設投資の大カテゴリーには、全般、拡張、修繕の３つの中カテゴリーがあり、CD

の大カテゴリーは、技術関連と技術以外の２つの中カテゴリーがある。 

 技術関連 CD の中カテゴリーには、配水管理、無収水削減、水質管理の小カテゴリー

が含まれ、技術以外 CD の中カテゴリーには、財務、組織、顧客対応の小カテゴリー

が含まれる。 

 各質問に関する問題点が、主に施設投資(FI: Facility Investment)により改善されるもの

か、主に技術系の CD もしくは非技術系のＣＤにより改善されるものかについては、

各質問が、どの大カテゴリーもしくは中カテゴリーに属しているかで判断できる。な

お、このチェックリストに含まれる FI と CD の両方に関係している質問については、

注目している問題点が、主に FI により改善されるが CD によってもある程度の改善が

できる場合には、このツールの Project Type の欄に FI/CD と表記され、その逆の場合

には、CD/FI と表記されている。この Project Type は、適切な援助スキームを決定する

ために、参照できるようになっている。 

 水道事業体の概要把握において、対象となる水道事業体が、現在どの発展段階にある

 基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストの質問は、全て 1st Priority となっ

ており、基本ツール①と同様、援助が必要な分野を示す大中小の質問カテゴリーの

構造を持つ。 

 対象となる水道事業体の関係者と情報を共有しやすいように、各質問について、レ

ベル１からレベル５の５段階評価できるようになっている。 

 各質問の回答を入力することにより、棒グラフを自動に作成でき、結果を視覚的に

確認できる。 
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のかを、容易に判断できるよう、各質問について、レベル１からレベル５の５段階評

価できるようになっている。現在の段階から更に上の発展段階に進むためには、水道

事業体がどのような分野について改善・改革が必要になるかが分かるようになってい

る。 

 

表 5.2 基本ツール④の全質問とカテゴリー 

カテゴリー(大・中・小) 質問 

主に施設投
資(FI)により
改善できる

項目 

全般 
 Q1: 中長期計画の存在 
 Q2: 連続給水の実施状況 

拡張 
水道普及率 

 Q3: 全体的な水道普及率 
 Q4: 貧困層への水道普及率 

浄水場  Q5: 浄水予備力確保率 

修繕 
および
更新 

施設の状態 

 Q6: 土木構造物の状態 
 Q7: 送配水本管の状態 
 Q8: 給水管の状態 
 Q9: 機械・電気設備の状態 

主にｷｬﾊﾟｼﾃ
ｨ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟ
ﾒﾝﾄ(CD)によ
り改善でき

る項目 

技術的
側面 

全般  Q10: 施設の運転・保守 

配水ネットワーク管理 
 Q11: 管路の図面 
 Q12: 配水網の系統化とブロック化 
 Q13: 顧客水道メータでの水圧 

無収水削減 
 Q14: 無収水率 
 Q15: 顧客水道メータの設置 
 Q16: バルクメータの設置 

水質管理 
 Q17: 浄水場での水質試験項目 
 Q18: 蛇口水の飲用適合 

非技術
的側面

財務状況 
 Q19: 営業収支比率 （コストリカバリー）

 Q20: 料金請求額に対する徴収率 

組織開発 
 Q21: 人事・昇給に関する有効な規則 
 Q22: トレーニングの実施 

住民対応 
 Q23: 苦情処理方法 
 Q24: 啓蒙活動 

主にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ｱﾌﾟﾛｰﾁにより改善できる項目 
 Q25: 水道関係の法律・規則 
 Q26: 下水道普及率 
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水道事業体の概要把握を改めて水道事業体の基本チェックリストにより行う理由 

 対象とする水道事業体の概要把握は、国内の水道事業体全体もしくはその一部を対象

としたメトリック・ベンチマーキングによっても、ある程度可能である。 

しかし、正確な指標値もしくは指標値の算定に必要なデータの入手が、できない場合

がある。 

例えば、IBNET には約 2,000 の事業体のデータが入力されているが、途上国の全水道

事業体の数に比べれば、データが登録状況は非常に限られているといえる。 

また、登録されているデータの中で、十分な精度がないと思われる指標データも多く

含まれることから、対象とする水道事業体の選択等のプログラム形成段階では、十分効

果的に使用できると考えるが、より幅広く正確な検討が必要となる、プロジェクトの形

成段階における水道事業体のキャパシティの概要把握には、不十分である。 

 また、定量的な指標である PI により把握できる、水道事業体のキャパシティもしくは

パフォーマンスは、水道のサービスレベルや財務状況といった特定の分野に限られてお

り、例えば、配水管網の構成が適切か、職員に対するインセンティブが機能しているか、

住民への啓蒙活動がどの程度行われているかなど定性的な把握を求められる項目につい

ては、水道事業体の業務指標だけでは把握することが困難である。 

また、水道事業体の基本チェックリストは、分かり易い構造になっており、結果の共

有も容易に行うことができるため、途上国の C/P と共に水道事業体のキャパシティをデ

ィスカッションを基に評価し、必要とされる援助の内容を共同で検討するのに、より適

している。 

ISO 規格との関係 

基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストの小カテゴリーは、ISO24512「飲料水

及び下水サービスに関する活動 － 飲料水事業のマネジメント及び飲料水サービスの評

価に関するガイドライン」の、下記目的に対応して選定している。 

 
ISO 規格 小カテゴリー 

ISO24512-4.2 公衆衛生の保護 水質管理 
ISO24512-4.3 顧客のニーズ及び期待に応える 水道普及率 

ISO24512-4.5 水道事業の持続可能性 

浄水場 
施設の状態 
配水ネットワーク管理 
無収水削減 
財政状況 
組織開発 

ISO24512-4.6 社会の持続可能な発展の推進 住民対応 
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５．２．２ 基本ツール④の質問の内容 

 

 

 

（大カテゴリー）主に施設投資により改善できる項目 

 （大カテゴリー）主に施設投資により改善できる項目のうち、1 つ目の中カテゴリーで

ある施設投資「全般」に関係する質問として、中期もしくは長期の施設計画の存在（Q1）、

および連続給水の実施状況（Q2）についての質問が含まれている。 

断続給水を行っている場合には、「より口径の大きな配水管が必要となる」、「施設の老

朽化が早い」、「給水の水質管理が困難」等の問題を持つことがあるため、施設投資を行

う際に、断続給水を前提とした施設投資を行うか、それとも連続給水に移行するための

施設投資を行うなどの検討を行う必要があるため注意する必要がある。連続給水に移行

するには、配水ポンプの数や配水池の容量を増やす等の施設投資が必要となる可能性が

ある。このような問題について、既存の施設計画の中で検討されていない場合には、施

設投資を行う前段階で施設計画を策定する際に注意が必要である。 

 ２つ目の中カテゴリーである施設の拡張の必要性に関する問題としては、水道事業体

の管轄地域全体における水道の普及率（Q3）、対象地域内の都市貧困層を含む低所得者層

への水道の普及率（Q4）、および既存の浄水場が、現時点でどの程度余剰容量を持ってい

るか（Q5）についての質問が含まれている。都市貧困層を含む低所得者層への給水状況

は、水道事業体ごとに大きく異なる可能性が高いため、対象地域全体での水道普及率と

は別に、都市貧困層を含む低所得者層への給水率を示している。ただし、都市貧困層お

よび低所得者層の定義は、国によって異なるため、どのような基準で都市貧困層および

低所得者層の認識を行っているかについても把握しておく必要がある。 

 ３つ目の中カテゴリーである施設の修繕および更新にかかわる質問には、土木構造物

（Q6）、送・配水管（Q7）、給水管（Q8）、および機械・電気設備（Q9）のそれぞれの状

態を把握するための質問が含まれている。土木構造物については、水密性構造物からの

水漏れの状態、送・配水管については、石綿管および著しく水流を阻害する鉄こぶが発

生している管の割合、給水管については、その標準的な耐用年数である 25 年を過ぎてい

る管の割合、そして機械・電気設備については、故障している設備の割合により、それ

ぞれの状態を把握するようにしている。 
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(大カテゴリー) 主に CD により改善できる項目（中カテゴリー）技術的側面 

 主に技術系の CD により改善できると考えられる項目のうち、１つ目の小カテゴリー

である全般には、施設の運転保守において運転・維持管理マニュアルの存在と活用状況

（Q10）についての質問が含まれている。 

また、２つ目の小カテゴリーである配水管理については、管情報がどの程度データベ

ース化されているか（Q11）、送配水の系統化(zoning)およびブロック化(sub-zoning)が行わ

れているか（Q12）、および供給される水の水圧が適切か（Q13）について確認する問題

が含まれている。 

送配水の系統化およびブロック化のイメージについては、図 5.1 に示す。また、このイ

メージ図に加えて、無収水の構成、様々な水圧単位の変換表を基本ツール④の補助図表

として添付資料の 2.4 (2) に記載している。 

注： 水源、配水池、配水方式(自然流下もしくはポンプ配水)の違いにより給水地域が配水区域に系統化

(Zoning)されているか、各配水区域内が適当な大きさ(1,000-3,000 戸程度)にﾌﾞﾛｯｸ化(Sub-zoning)されバル

クメータで各ブロック(DMA)への流入量が把握されているか等をチェックする。 

図 5.1  送配水の系統化(Zoning)及びブロック化(Sub-zoning)のイメージ 

P 

PP 

P 

M 

M 

M 
M 

M 

M

M

M

M M

M

M

M

MM

送配水の系統化(Zoning) ﾌﾞﾛｯｸ化
(Sub-Zoning) 

水源・ 
送水の 

2 系統化 

井
戸 

河
川 

ﾌﾞﾛｯｸ化
(Sub-Zoning)

凡例 

    

    

P 

水源

浄水施設

ポンプ 

送水管

配水池

配水本管

配水区域
(Zone) 

配水支管

ﾊﾞﾙｸﾒｰﾀ 

配水ﾌﾞﾛｯｸ
(Sub-zone) 

連絡管 

M 

緊急連絡管



 5 - 10 

 

 

  ３つ目の小カテゴリーである無収水の削減については、無収水率（Q14）、および顧客

メータ（Q15）とバルクメータの設置・維持管理（Q16）の状況についての問題が含まれ

る。無収水率については、援助の対象となる水道事業体の多くでは、何らかの数字が得

られると思われるが、算定方法が不明確もしくは不適切である場合がしばしばあり、正

確な数値を得ることが難しい。しかし、この基本ツールでは、無収水率が 50%を超える

場合をレベル１とし、50%以下だが 35％を超える場合にはレベル２としており、無収水

率の把握が十分に行われていない水道事業体でも、比較的容易に回答することができる

ようになっている。 

顧客メータの設置については、有償資金協力の TA 等の支援の審査の中において、顧客

メータの設置費用を、実施機関側に負担させるか、住民側に負担させるか、それとも資

金協力に含めるのかといった検討が必要になる場合が多い。浄水施設や送配水施設につ

いての施設投資を行ったとしても、顧客メータを設置しないと、水道料金が適切に徴収

できず、事業運営も不安定になりがちであるため、施設投資を行う場合には顧客メータ

の設置状況についても確認した上で、新規顧客メータの設置についての費用負担をどう

するかを考える必要がある。  

 技術系 CD の最後の小カテゴリーである水質管理については、浄水場においてどの程

度の水質管理を行っているか（Q17）、および各家庭に給水されて水を直接飲むことがで

きるか（Q18）についての質問が含まれている。WHO が水質ガイドラインで水質の検査

項目および基準値について推奨しているが、法的な強制力を持っていないため、浄水場

における水質管理の状態は、どの程度の項目まで水質をチェックしているかと、各国が

定めている水質基準をどの程度満たしているかという２つの視点から把握するようにな

っている。 
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(大カテゴリー) 主に CD により改善できる項目（中カテゴリー）非技術的側面 

 非技術系 CD の１つ目の小カテゴリーである財務改善については、コストリカバリー

のレベル（Q19）を確認するために料金の徴収率（Q20）についての質問が含まれている。

コストリカバリーのレベル（Q19）は、水道料金の総請求額が維持管理費用等をどの程度

カバーしているかのレベル(営業収支比率、もしくは Operating Ratio とも言う)であり、こ

れだけでは、実際に徴収できた料金がどの程度維持管理費用をカバーしているかは分か

らない。そのため、料金の徴収率についての質問も別途含めた。また、コストリカバリ

ーのレベルについて議論する上で、水道施設の減価償却費の扱いについて把握すること

が重要であるため、次の囲みで減価償却費等について説明する。 

 このコストリカバリーのレベルを判断するための質問に、対象とする水道事業体の財

務担当者等が即答できない際に、水道事業体の財務諸表から容易かつ正確にレベル判定

を行うための補助的な財務指標のリストを、基本ツール④の補助表としている。また、

添付資料の 2.6 において、本方法論で使用する全ての財務指標(料金表の内容についての

指標は含まない)について日本語で詳しく説明している。ただし、減価償却や過去の施設

投資により発生したローンの返済について責任を持たない場合には、責任を持つ必要が

ない項目をコストリカバリーの対象としていない下位レベルを選定することとする。 

 非技術系の CD の２つ目の小カテゴリーである組織開発については、職種別の基本給

やインセンティブ等についての効果的な人事関連の規定が整備されているか(Q21)、およ

び職員へのトレーニングをどの程度行っているか（Q22）についての問題が含まれている。

３つ目の小カテゴリーである広報については、住民からの苦情処理システムの構築・運

用状態と、住民への啓発活動の実施状況についての、２つの問題(Q23 と Q24)が含まれて

いる。 
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水道施設の減価償却費についての説明 

 固定資産の経年的な減価を費用として、その利用期間（減価償却期間）中の各年に合

理的かつ計画的に負担させる会計上の手続きを減価償却といい、この手続きによって特

定の会計年度の費用とされた固定資産の減価額を減価償却費と言う。施設の更新には多

額の費用が一時期に発生するため、予め平準化して毎年少しずつ積み立てることを目的

としている。減価償却費の計上額が水道事業体内に留保・蓄積されている場合には、耐

用年数を過ぎた施設の更新に保留・蓄積された減価償却費を用いることができる。また、

水道事業体がローンの貸付により施設を建設し、その返済に責任を持つ場合には、ロー

ンの利息と元金の返済額についても別途費用として計上する必要がある。また、将来、

自己資金により施設拡張のための資金の一部を補うためには、減価償却費やローンの利

息と元金返済額とは別に、費用を差し引いた後の収益の残額の一部を水道事業体内に留

保する必要がある。 

プログラム・アプローチにより改善できる項目 

 水道事業体のみに対する援助では改善が難しいが、水道事業体にとっても重要な問題

であり、プログラム・アプローチにより対応する必要があるかもしれない項目としては、

水道関連の法制度の整備状況（Q25）、および対象とする水道事業体が管轄する地域にお

ける下水道整備状況（Q26）についての、２つの質問が含まれている。 

水道関連法制度の整備状況については、水道法もしくはそれと同等の法制度が整備さ

れているかどうかで、レベル１とレベル２の判定を行い、水道法に加えて、水道事業体

を独立会計とするための制度が整備されている場合には、レベル３となる。 
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５．２．３ 基本ツール④のレベル設定と結果の活用方法 

 

 

 

 各レベルの解釈は、事業体全体、大および中カテゴリー別に計算された平均レベルか

ら、水道事業体の状態を把握する上で参考になる。 

 各質問に対して回答する際、実際の状況が例えばレベル２とレベル３の中間程度のレ

ベルであると考える場合には、回答のレベルを 2.5 と記入するようにする。 

 

 これらのレベル判断の結果グラフが、基本ツールのエクセルファイル内に定型化され

ており(添付資料の 2.4 (3)を参照)、各質問への回答を入力するだけで、自動的に棒グラ

フ及びカテゴリー別平均レベルの表示を作成することができる。 

 この自動的なグラフの作成機能により、即座に現地の水道事業体関係者とアセスメン

ト結果を視覚的に共有することができるため、援助の方向性について効果的に議論す

ることが容易になる。 

 カテゴリー別の平均値が 4 (Good) 以上になった場合には、自動的に平均値が青色で表

示され、3 (Not Good Enough) 以下になった場合には赤字で表示されるように設定して

ある。 

 

レベル１ (Very Serious) からレベル５ (Very Good) の５段階評価では、水道事業体全

体、大および中カテゴリー別に、平均レベルを計算することで、どのような分野を中心

に援助を行う必要があるかを、定量的に検討することもできる。 

 

 レベル１ (Very Serious) は、技術力、組織マネジメント、財務、顧客対応などの全

ての分野に問題を抱え、全般的な援助を必要とするような水道事業体で見られる問

題の深刻さを想定。 

 レベル２ (Serious) は、全ての分野ではないものの、多くの分野に対する援助を必

要とする水道事業体の状況を想定。 

 レベル３ (Not Good Enough) は、限られた分野にのみ援助を必要とする水道事業体

でしばしば見られるような、比較的深刻ではない状況を想定。 

 レベル４ (Good)は、途上国の目標となるレベルとして設定。 

 レベル５ (Very Good) は先進国レベルとして設定。 
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 本方法論の開発のために行った３ヵ国での調査において、この基本チェックリストを

用いて、４つの水道事業体に対してＣＡを試行した。その内、カンボジアのコンポン

チャム水道局とケニアのメルー上下水道信託会社における結果を、基本ツール内に定

型化されたグラフ作成機能を用いて、それぞれ図 5.2 と図 5.3 に示し、さらに結果から

考えられる援助の方向性について例を示す。 

 

対話ツールとしての活用 

 この基本ツール④水道事業体用基本チェックリストは、事前に先方担当者に Excel シ

ートを送信し、独自に記入してもらうこともできる。 

しかし、この基本チェックリストは、他の基本ツールに比べ、感覚的に答えやすくな

っているため、水道事業体の事前記入がない状態で、直接水道事業体に訪問する場合に

も、半日から１日程度で聞き取りを行えば、水道事業体のキャパシティの概要が把握で

きる。 

また、感覚的に回答ができるだけでなく、聞き取り作業が様々なディスカッションに

展開し、対象とする水道事業体特有の問題点や、対象としている水道事業体が、自らの

組織のキャパシティをどのように把握しているか等について、早い段階で理解すること

ができる。 

このように、ディスカッションを促進させることで、援助対象の水道事業体の要望を

十分に理解することは、プロジェクト形成において、適切な援助の方向性を検討する上

で重要である。 

 また、この基本チェックリストでは、すべての質問項目について、５段階での評価を

行うため、結果のプレゼンテーションが定型化できており、問題のある分野やその深刻

さを一目で把握することができるだけでなく、複数の水道事業体の基本的なキャパシテ

ィを、容易に比較し、アセスメント結果を共有できる。 
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図 5.2  カンボジア国コンポンチャム水道局を水道事業体用基本チェックで評価した結果 

Very Serious 

Serious 

カンボジア国コンポンチャム水道局のアセスメント結果と援助の方向性についての例 

 図 5.2 から、コンポンチャム水道局は、管轄地域全体の水道普及率が低いが(Q3)、特に

貧困層への水道普及が遅れていることが分かる(Q4)。また、中・長期の施設拡張計画を

持っていないため(Q1)、まず水道の普及率を管轄地域全体及び貧困層において向上させ

るための中・長期計画を作成する必要がある。下水道普及率については５％未満である

が(Q26)、コンポンチャムの経済レベルを考慮すると、下水道よりも衛生施設（トイレ）

の普及が優先されることも勘案し、衛生についての状況把握を行う必要がある。 

 一方、カンボジアでは、水道法等の関連する法制度の整備が遅れているため、法制度

の整備を行う水道セクター側にも援助が必要である。水道法等が整えば、現時点では十

分なレベルに達していないコンポンチャム水道局の非技術系のキャパシティ、特に財

務・経営面(Q19-Q21)での改善がより行い易くなると考えられる。 
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ケニア国メルー上下水道信託会社のアセスメント結果と援助の方向性についての例 

図 5.3 から、過去にメルー市を対象に作成された中長期計画を更新する必要があるこ

とが分かる。現時点でレベル１及びレベル２である深刻な問題となっている側面（都市

貧困層を含む低所得者層への給水(Q4)、水密性土木構造物の修繕(Q6)、機械・電気施設

の維持管理(Q9)、配水管網内の水圧のコントロール(Q13)、コストリカバリー(Q19)）に

ついて、十分な検討を行う必要がある。 また、策定される計画に沿って、施設投資(FI)

を行う必要があるが、同時に技術協力等によるキャパシティ・ディベロップメント(CD)

により、機械・電気施設の維持管理(Q9)、配水圧力のコントロール(Q13)、顧客の苦情へ

の対応(Q23)等を強化し、将来独自に継続的なトレーニング(Q22)を実施できるようにな

るための支援をする。 

図 5.3  ケニア国メルー上下水道信託会社を水道事業体用基本チェックで評価した結果 

Very Serious 

Serious 
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６章 特定の水道事業体の詳細把握のための CA の方法 

 

 

 

 プロジェクト内容に係る水道事業体のキャパシティの詳細を把握する。 

 プロジェクト目標、活動内容に係る指標の設定とベースラインの把握を行うため

の資料を作成する。 

 選定した指標をプロジェクトのモニタリング・評価に活用する。 

 

 

１． 基本ツール①の業務指標リスト/基本ツール④の基本チェックリストをもとに、

課題として確認されたカテゴリーの部分を基本ツール⑤水道事業体用詳細チェ

ックリストより選択する。 

２． 選択されたカテゴリーの中から、必要に応じて 2nd Priority から 4th Priority を選

び、それらの項目についての調査を行う。 

３． 基本ツール①の業務指標リストの中から、プロジェクト目標に応じた指標を選

択する。 

４． 選定された指標は、プロジェクトのモニタリング・評価において、プロジェク

トの対象水道事業体のプロセス・ベンチマーキングに使用する。 

    

 

利用が想定される事業スキーム： 

・ 協力準備調査（無償）（有償）（技術協力プロジェクト） 

・ 技術協力プロジェクトのための詳細計画策定調査 

・ プロジェクトの中間、終了時、事後のモニタリング・評価 

 

段階 1: 都市水道セクターに対するプログ

ラムの戦略的形成段階 
段階 2: 特定の水道事業体に対するプロジ

ェクトの形成・計画・実施・評価段階 

目的 A: 都市水道セク
ター全般の把握 

目的 B: 対象水道事
業体の概要把握  

目的 C: 対象水道 
事業体の詳細把握 

基本ツール③ 

基本ツール④ 

基本ツール⑤ 基本ツール① 

基本ツール② 基本ツール① 

目 的 

手 順 
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６．１ 基本ツール⑤：水道事業体用詳細チェックリスト(UDC) 

 

 

６．１．１ 基本ツール⑤：水道事業体用詳細チェックリスト(UDC)の構成内容と特徴 

 

 

 

 個人および組織のキャパシティに注目した多数(合計 193)の定性的な回答選択式のチェ

ック項目が含まれており、様々なプロジェクトの計画、実施、評価に利用できるよう

に、技術的な内容だけでなく、制度、組織、財務、顧客サービス、技術、人材育成等

の全てのカテゴリーについて、幅広く定性的な質問が含まれている。また、水道事業

における貧困層対策や独立採算の確立等の JICA の援助において新たな重点分野になり

うる分野についても、多くの質問を用意している。 

 基本ツール⑤詳細チェックリストのカテゴリーの構造は、基本チェックリストのカテ

ゴリー構造と概ね同じだが、基本チェックリストの中カテゴリーおよび小カテゴリー

を、基本ツール⑤の大カテゴリーおよび中カテゴリーとしている点、詳細チェックリ

ストの初めと終わりには、内部方針と外部要因についての大カテゴリーが追加されて

いる点、および詳細チェックリストには新たな小カテゴリーが多く追加されている点

等が異なる。（添付資料の 2.5 UDC (2) Select&Highlight に各基本ツールのカテゴリー構

造を図化している） 

 プロジェクトの実施および評価においては、基本ツール④の水道事業体用基本チェッ

クリストの結果に基づいて、基本ツール⑤水道事業体用詳細チェックリストの項目を

大幅に絞り込み、CA を行う。 

 基本ツール④の水道事業体用基本チェックリストによる CA の結果において、５段階評

価の結果が最も状態が悪いレベル１となった質問を多く含むカテゴリーについては、

改善の重要度が高いため、基本ツール⑤の水道事業体用詳細チェックリスト（2nd か

ら 4th Priority までの質問が含まれる）の、4th Priority までの質問を見るなどの、掘り下

げが可能である。 

 既に、3.10 において説明しているように、プロジェクトの計画段階において、PDM の

 水道事業の詳細を把握するための 193 の質問項目を用意しているが、基本ツール④

の基本チェックリスト（および基本ツール①の業務指標リスト）との共通カテゴリ

ーにより質問を簡単に絞り込み､プロジェクト内容に係る CA を効果的にできる。 

 状況に応じて、2nd Priority から 4th Priority の優先度や CD もしくは FI についての援

助形態を考慮して、さらなる質問の絞り込み、CA を効果的にできる。 
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作成を行ったり、プロジェクトの実施・評価段階で PDM の修正を行ったりする際に、

この詳細チェックリストによる CA の結果が参考になる。 

 Excel を用いているため、今後の援助の動向等に合わせて新たな質問をこの詳細チェッ

クリストに追加したり、質問の Priority を変更したりするなどのカスタマイズも、容易

に行うことができる。 

 

６．１．２ 基本ツール⑤の Excel ファイルを用いた質問の絞り込み方 

 

 基本ツールの Excel ファイル（添付資料として CD-R に所収）に含まれる基本ツール⑤

の質問項目の選択及び着色用のシート「2.5 UDC (2) Select&Highlight」には、基本ツー

ル①、②、④、および⑤のカテゴリー構造が一覧で示されている。これを用いて、基

本ツール④の水道事業体用基本チェックリスト（もしくは基本ツール①か②）で課題

が指摘されたカテゴリーと同じカテゴリーから、基本ツール⑤の質問項目を絞り込む。 

 図 6.1 に例示されるように、基本ツール④（もしくは基本ツール①か②）のいずれかを

実施した結果として明確になった課題分野に関連するこれらのツールのカテゴリーの

隣のボックスにチェックを入れることで、基本ツール⑤の関連するカテゴリー及び質

問番号が自動着色されるようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 6.1 に示す質問選択用シートに示されている各ツールの質問カテゴリーの名称は、作

図 6.1  水道事業体用詳細チェックリストからの使用する質問の選択例（2.5 UDB (2)の部分表示） 



 6 - 4 

業を容易にするため英語から日本語へ表示を切り替えることができる。 

 なお、基本ツール④（もしくは基本ツール①か②）を事前に使用していない場合でも､

図 6.1 に示すように、プロジェクト内容にあわせて、アセスメントを行う基本ツール⑤

の大中小のカテゴリーの隣のボックスに直接チェックを入れることで、関連する質問

事項を直接選択することができる。 

 また、図 6.1 において選択されている基本ツール⑤の質問カテゴリーに含まれる全ての

質問は、表 6.1 に示されるように、基本ツール⑤の本体部分であるチェックリスト「2.5 

UDC (1) Main」においても着色されるようになっているため、絞り込んだ質問の内容を

容易に確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、基本ツール⑤に含まれる質問は３つの優先度（2nd to 4th Priority）に分類されて

おり、1st Priority の質問がまとめられた基本ツール④の結果に応じて、どの優先度の質

問まで深堀するかを検討する必要がある。表 6.1 は、優先度についてのオートフィルタ

ー機能（右側）を用いて 2nd Priority の質問のみを表示した状態である。 

 プロジェクト形成の結果、既に無償資金協力や有償資金協力により施設投資(FI)を重点

的に行うこと、もしくは技術協力プロジェクト等により CD を重点的に行うことが決ま

表 6.1  選択した質問カテゴリーに含まれる質問の自動着色結果の例（2.5 UDC (1)の部分表示）
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っている場合には、選択した援助形態（CD および FI)に関連する質問を、表 6.1 に示さ

れている、援助形態についてのもう一つのオートフィルター機能（左側）で自動的に

絞り込むこともできる。 

 表 6.1 に示されているように、基本ツール⑤の詳細チェックリストの特定の質問を用い

て CA を行っている時に、基本ツール④の基本チェックリスト(UBC)の関連する 1st 

Priority の質問を容易に参照することができるように、基本ツール⑤の本体部に書かれ

た各カテゴリー名の下に、関連する基本ツール④(UBC)の質問番号が記されている。 

 

６．１．３ 基本ツール⑤の質問の内容 

 

 図 6.2 に基本ツール⑤である詳細チェックリストの質問カテゴリーと質問番号を示す。 
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#

衛生教育

道路

水道法の参照

他セクター
のプロジェ
クトとの統
合的アプロ
ーチ

村落給水、灌漑

境界

都市貧困層との類似性

水源の配分

灌漑

下水、衛生
衛生施設

下水道

他分野

外部圧力へ
の対応と既
存の法制度
及びガイド
ラインの利
用

外部からの影響

ガバナンスと政治的影響力

規制機関

調達

ドナー、他水道事業体等との協力

その他の利害関係者

法律、規制、ガ
イドライン

規制

ガイドライン

顧客・住民関係

説明責任

既存、潜在顧客の理解

既存顧客満足度、改善のための支払意思額

非給水人口

住民意識

水需要マネジメント

トレーニング

計画

トレーニングプログラム

OJT

自己学習

負の環境

ガバナンス／マ
ネジメント／人
事

必要経費の管理

組織の機能とパフォーマンス

雇用、転勤、退職

管理、ボーナス等の動機付け

目標志向性

コミュニケーション

キャパシテ
ィ・ディベ
ロップメン
ト（非技術
的側面）

財務力

財務健全性

資金調達

会計

料金

予算

検針、請求、料金徴収

将来の施設拡張と維持管理コストの増加

Q63-64

Q65-67
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#
将来の施設拡張と新技術導入

その他
省エネルギー

ＩＴ

特定技術の特有な問題点

水質管理

水質試験

リスクマネジメント

設備のメンテナンス

個別接続

水源
限度

キャパシテ
ィ・ディベ
ロップメン
ト（技術的
側面）

配水ネットワーク管理

無収水削減

全般

流量計

漏水削減能力

管施工品質管理

全般

拡張

公共水栓

共有接続

設計ガイドライン

設計のための基本能力

コスト抑制、施工安全性

施設投資（
修繕および
更新）

施設の維持管理
状況

運転

メンテナンス

施設投資（
拡張）

全体の水道普及率

都市貧困層

ミッション／ビジョン

各政策

タイプ

設計および施工
管理

Q1

Q2

Q3

事業体内部の政策

施設投資（
全般）

計画

長・中期計画

短期計画

水理解析

Q4-5

Q6

Q7-8

Q9-10

Q11-12

Q13

Q14-15

Q16-17

Q18-19

Q20

Q21-24

Q25

Q26

Q27-28

Q29-33

Q34

Q35-36

Q37-40

Q41-44

Q45-48

Q49-51

Q52-53

Q54

Q55-58

Q59-60

Q61

Q62

大 
カテゴリー 

中 
カテゴリー 

小 
カテゴリー 質問番号 

大 
カテゴリー

中 
カテゴリー

小 
カテゴリー 質問番号 

続き 

図 6.2  基本ツール⑤の質問カテゴリーと質問番号 

）
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 以下では、基本ツール⑤：水道事業体用詳細チェックリスト(UDC)の使用において、特

に技術以外の項目において、留意すべき点について説明する。 

 

 

 

(中カテゴリー) 財務力 

 財務管理の面でいえば、途上国でも、複式簿記による会計制度が定められている場合

が多いが、現場ではその通りに行われていないことが多い。 

また、減価償却などは制度としてはあっても、帳簿には反映されていない場合があり、

注意が必要なため、会計方法についての小カテゴリーが用意されている。 

技術協力プロジェクトにおける実施段階で、現地側による OA 機器類や建設資機材の

調達が遅れた理由が、実施機関の資金不足とされる場合が多いが、実際には、予算策定

や購入手続きについてのマネジメントの問題である場合が多いため、その点についても

把握できるような質問を含めている。 
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(中カテゴリー) ガバナンス/マネジメント/人事 

 キャパシティの中で最も把握が難しいと考えられるコア・キャパシティ（課題横断的

なマネジメント能力等）は、定量的指標では捉えることが難しいため、主に中カテゴリ

ーの Governance/Management/Personal Affairs（ガバナンス/マネジメント/人事）で把握す

る項目を入れた。 

 これまで、コア・キャパシティについては、プロジェクトが開始されて、数ヶ月から 1

年間程度、専門家が様子を見て、把握していることがほとんどである。しかし、職員の

インセンティブの管理を含めた、コア・キャパシティが不足している水道事業体では、

技術協力プロジェクト等を実施しても、持続的な CD につながらない場合が多くある。

そのため、技術協力を実施する前に短期間で行う協力準備調査においても、水道事業体

のコア・キャパシティについて、ある程度事前把握する必要がある。 

例えば、水道事業体においてインセンティブがないために、JICA の研修を受けて能力

が上がったら、他の民間企業等に転職してしまうことがある。このような場合には、短

期的には各個人のキャパシティは改善されるが、それが、組織のキャパシティやパフォ

ーマンスの向上につながらないので、非常に重要な問題として、CA において把握するよ

うに考慮した。 

リーダーシップについても、客観的に回答することができるように、組織の目標が明

確になっているかなど幾つかの質問をチェックリストに加えたが、キャパシティ・脆弱

性分析を用いることで、より的確に把握できると考えられる。 

組織の形態については、各セクションの業務所掌が明確に規定されているか、Job 

Description が明確か、監査機能などガバナンスを改善していくための客観的な仕組みが

あるか、料金請求・料金徴収・財務管理の各部署の間で相互牽制が働き不正を防止でき

る仕組みになっているか、などの着眼点があるが、これらのうち主なものをチェックリ

ストに加えた。 

これらの CA により、コア・キャパシティを把握できれば、PDM を作成する段階で、

インセンティブの確保や職員の流出といった問題を、プロジェクトの外部要因としてで

はなく、技術協力プロジェクトで対応する改善点として、内在化することができるよう

になる。 
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コア・キャパシティの重要性を示すプノンペン水道公社の事例 

 コア・キャパシティの重要性を示す事例としては、主に GM(General Manager)の指導力

と職員給料レベルの向上により、急激に発展したプノンペン水道公社を挙げることがで

きる。 

プノンペン水道公社では、各職員の評価方法が確立しており、競争原理も導入されて

いるなど、職員のパフォーマンスに応じて給料を支払うインセンティブにより、職員の

モチベーションがコントロールされている。水道事業体の独立採算制確保や無収水対策

の強力な推進によって確保された水道事業体全体の給料レベルの高さも、職員のパフォ

ーマンスの重要な要素となっている。 

(中カテゴリー) 顧客・住民関係 

顧客からのフィードバックを活かそうとする意識も、コア・キャパシティの把握にお

いては重要であると考えた。その理由は、組織のトップによるリーダーシップが不足し

ていても、顧客を意識した経営が行なわれていれば、組織全体として顧客の視点を取り

入れ、改善への継続的な努力がなされると考えられるからである。 
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(大カテゴリー) 外部圧力への対応と既存の法制度及びガイドラインの利用 

(大カテゴリー) 他セクターのプロジェクトとの統合的アプローチ  

 詳細チェックリストでは、政治の影響、他ドナーの援助、制度やガイドラインの制定

状況、および関連する他分野のプロジェクトの必要性などについての、外部要因につい

て確認する質問を最後に多く入れている。これらは､プロジェクトの外部要因によるリス

クを把握し、PDM の作成の段階で、把握したリスクの回避方法を検討するための質問項

目である。 

 リスクの把握については、例えば、水道料金が適正なレベルになっているかを、単に

経営面と支払い意思額だけから把握するのではなく、民主的なプロセスや政治家の影響

の有無からも把握する必要がある。 

また、料金設定の方法などの重要な問題については、法律や国の政策として明確にな

っており、健全な水道事業の運営が、一部の政治家の圧力により阻害されたりしない仕

組みが、構築されているかを確認する必要がある。 

 JICA では、プログラムとしてだけではなく、各プロジェクトとしても、より大きなイ

ンパクトを生み出すことを求められており、プロジェクトを大きくして、プロジェクト

の外部条件（リスク等）となる部分も、包括的に取り込む方向を目指している。 

そのため、プロジェクトにおいては、当初外部条件として認識されたものを、どこま

でプロジェクトに取り込むかが重要であるため、この詳細チェックリストで外部要因を

把握することが重要である。 

ただし、実際にはプロジェクト単位でのそのようなアプローチには限界があるため、

有機的にプロジェクトを繋げたプログラムの形成により、インパクトが発生するように

することも、援助の流れの上流側において目指しており、そのためには基本ツール②の

セクター用チェックリストを活用することが効果的である。 
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６．１．４ 基本ツール⑤がカバーしていない内容  

 

 資金協力による施設投資を行う場合に、末端の給水管の整備能力が不足しているにも

拘わらず、新規浄水場の建設に資金を付けてしまうといった問題が起こる可能性があ

る。よって、給水管の設置能力についても資金協力を実施するまでには見極める必要

があるが、給水管の設置能力が不足しているかどうかの判断は、給水管の設置数等に

より左右される。つまり、事業規模が明確になった上での判断が必要となるため、こ

の問題については本方法論の対象とはしておらず、F/S 等の中でローカルコントラクタ

ーの能力の評価と事業規模を考慮して行う必要がある。配水管拡張に伴う給水管の設

置費用は、既に住民がいる場所に配水管を拡張することが一般的である。途上国の場

合には、多額の初期投資となる可能性が高いため、当該国政府側が費用負担できるか

などについて、十分に検討する必要がある。 

 この詳細チェックリストには、井戸のスクリーンが適切に維持管理されているか、ろ

過池にマッドボールが発生していないか、濾過後の濁度が 0.1 以下になっているかとい

った、水源の種類や処理方法の違いに応じて確認する必要がある、詳細な質問につい

ては、含まれていない。そのため、取水施設や水処理施設の運転維持管理については、

技術系の CD を実施する段階で、専門家による施設の視察等を行い、どのようなトレー

ニングが必要なのかを、見極める必要がある。 

 

 

６．２ 基本ツール①：水道事業体の業務指標リスト(LPI)を用いたプロセ

ス・ベンチマーキング 

 

６．２．１ 水道事業体のプロセス・ベンチマーキングの概要 

 

 

 

 プロセス・ベンチマーキングは、特定の水道事業体の経年的なパフォーマンスを見て

いくことであり、技術協力プロジェクト等において CD を行う場合に、CD によって水

道事業体のパフォーマンス等が改善しているかを、経年的に把握するために用いるこ

とができる。 

 基本ツール①業務指標リストに含まれる全ての指標（1st から 3rd Priority まで）の

中から、プロジェクトの目標、もしくは成果（アウトプット）の達成度を定量的に

把握する指標を選択できる。 

 プロジェクトの中間・事後のモニタリングや評価のためのプロセス・ベンチマーキ

ングとして活用できる。 



 6 - 11 

 プロセス・ベンチマーキングは、施設投資型のプロジェクトの場合には、事後評価と

して、新たな施設の建設により、水道の普及率やサービスレベル等がどの程度向上し

たかを確認する際にも、使用できる。 

 

 

 

 

６．２．２ 基本ツール①の 3rd Priority 部分の内容 

 

 1st Priority および 2nd Priority に分類されている指標についての説明は、本編の 4.1.3 及

び 4.1.8 を参照。 

 業務指標リストには、プロセス・ベンチマーキングのみに使える 3rd Priority の指標と

して、表 6.2 に示されている 20 指標が含まれている。 

 3rd Priority の指標には、水道事業体の把握において特に重要であると考えられるが、

メトリック・ベンチマーキングには適さないと判断された IBNET の指標、もしくは

IBNET では扱われていない指標が含まれている。一部の指標は、途上国の水道事業体

を、より的確に把握するため、今回の方法論で作成したものである。 

 

 

プロセス・ベンチマーキングの指標選択における注意点等 

 従来の技術協力では、研修を受けたカウンターパートの数やセミナーの回数を、主要

な指標としてプロジェクトの評価をしている場合が多くあったが、本方法論ではそれら

の指標については用いていない。 

プロジェクト評価のためのプロセス・ベンチマーキングに用いる指標は、プロジェク

トの目標、アウトプットに応じて基本ツール①の業務指標リストに含まれる 38 の指標の

中から、特に効果的に使用できると考えられたものを選択することができる。 

また、プログラムのスケールの観点から、プロセス・ベンチマーキングの指標の役割

についても、考慮する必要がある。例えば、プログラムの目標を水道事業体のサービス

レベルの向上とした場合、浄水場管理、水質改善、経営改善等のプロジェクトをまとめ

て、総合的に目標達成を目指すことが必要である。そのためには、各プロジェクトを通

して何ができるようになったか、協力プログラムの実施・モニタリング・評価を通じて、

長期的に見ていけるような指標を選択することが、必要である。また、プロセス・ベン

チマーキングの指標を用い、改善の度合いが思わしくない部分に、新たなプロジェクト

を投入するなどの検討にも、用いることができる。 

ただし、プロジェクトによっては、このリストに含まれない指標の利用が適している

場合もある。 
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表 6.2 基本ツール①の 3rd Priority 20 指標とカテゴリー 

大 

カテゴリー 

中 

カテゴリー 

小 

カテゴリー 

指標の 

参照番号
業務指標名 (単位) 

主に施設投

資（ＦＩ）に 

より改善でき

る項目 

拡張 

支払能力/料金 

OI_1 
家庭用水の平均水道料金の率  

(対国民総所得/人の％) 

IBI_21.2 
単位水量当たりの工業用水道料金と 

家庭用水道料金の比 

IBI_22.2 
水道への接続料金  

(対国民総所得/人の％) 

水道使用量 

IBI_3.1 １人１日当たりの給水量 (L/人/日) 

IBI_4.7 
１人１日当たりの家庭用水使用量 

 (L/人/日) 

OI_2 浄水予備力確保率（％） 

修繕・更新 管網 IBI_9.1 
配水管 1km 当たりの漏水発生箇所数  

(回数/km/year) 

主にキャパシ

ティ・ 

ディベロップ

メント(CD)に

よ 

り改善できる

項目 

技術的 

側面 
無収水対策 

OI_3 24 時間以内に漏水を修理する率（％） 

IBI_6.2 無収水量 (m3/km/日) 

IBI_6.3 無収水量 (m3/接続数/日) 

非技術的 

側面 

財務管理 

OI_4 水道のみに関する営業収益比率 (％) 

IBI_23.1 売掛金回転期間 (日) 

OI_5 流動比率（％） 

OI_6 自己資本構成費比率（％） 

IBI_25.1 債務返済比率（％） 

OI_7 固定比率（％） 

OI_8 自己資本回転比率（％） 

トレーニング OI_9 
水道関連のトレーニングへの 

年平均参加日数（日/年/人） 

顧客関係 
OI_10 

水道についての住民の苦情に 

10 日以内に対応した率 (%) 

OI_11 休止水道接続率 (％) 

 

2005 年に東南アジアの水道事業体に対して行ったベンチマーキング調査の結果 (3)  

 

この調査の対象となった 40 の水道事業体(ベトナム 17、フィリピン 17、マレーシア 5、

ラオス 1)は、全般的に、業務指標値の把握ができ、国際的な調査にも協力的である、途

上国の水道事業体としては比較的優秀な水道事業体であるといえる。以下に、これら 40

の水道事業体における 3rd Priority の幾つかの指標の平均値を示す。 

 

１人１日当たりの給水量：     224  L/人/日 

１人１日当たりの家庭用水使用量： 106.5  L/人/日 

売掛金回転期間：      27 日 

 水道への接続料金：             60 US$  (IBNET とは指標の定義と単位が異なる)

 

出典：ADB&SEAWUN、Data Books of Southeast Asian Water Utilities 2005（2007.11） 
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以下に、3rd Priority の各指標について説明する。 

 

 

メトリック・ベンチマーキングには適さない等の理由のため、3rd Priority とした IBNET

の指標（財務指標以外） 

 

IBI_21.2: 単位水量当たりの工業用水道料金と家庭用水道料金の比 

 この指標により、家庭用水の水道料金が低く抑える一方で、工業用水の利用者からど

の程度収益を得ているかを推測することができる。 

 

IBI_22.2: 水道への接続料金 (対国民総所得/人に対する％) 

水道への接続料金については、水道事業体が住民から給水管接続の設計費および審査

費のみを徴収し、配水管からの距離、舗装、掘削のための労力提供の有無等により大き

く左右される材料費や工事費等の実費については、住民が給水管設置業者に直接支払う

ことが多い。しかし、水道への接続のための総費用を、住民が分割払いできる制度を持

っている水道事業体では、住民は材料費や工事費についても水道事業体に分割払いして

いる可能性が高いなど、水道事業体へ支払う接続料金の定義が異なる可能性があるので

注意が必要である。 

 

IBI_3.1: １人１日当たりの給水量 (L/人/日) 

年間の総配水量(外部から用水供給された水量も含む)を１人１日当たりとした値であ

り、家庭で実際に消費される水量以外に、工業や商業における水使用量、及び漏水や盗

水などの無収水を含む。 

 

IBI_4.7: １人１日当たりの家庭用水使用量 (L/人/日) 

 １人１日当たりの家庭用水使用量については、水道のサービスレベルを必ずしも反映

するわけではなく、住民が浅井戸等の水道以外の代替水源に容易にアクセスできる場合

には、水道を飲料水にのみ使用していることもあり、１人１日当たりの家庭用水使用水

量は少なくなっている可能性が高い。しかしながら、水源が限られており給水制限を行

っている水道事業体では、この１人１日当たりの家庭用水使用水量をモニタリングする

ことで、給水サービスの改善状況を把握することができるため、プロセス・ベンチマー

キングの指標としては適していると考えられる。 

ただし、１人１日当たりの家庭用水使用量は、対象国の水使用についての習慣の違い

に大きく左右されるため、この指標により水道のサービスレベルを把握しようとする場

合には、その点について十分考慮する必要がある。 
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メトリック・ベンチマーキングには適さない等の理由のため、3rd Priority とした IBNET

の指標（財務指標以外）のつづき 

 

IBI_9.1: 配水管 1km 当たりの漏水発生箇所数 (箇所数/km/year) 

IBI_6.2: 無収水量 (m3/km/日) 

IBI_6.3: 無収水量 (m3/接続数/日) 

 途上国においては、配水管のデータベースが十分に整備されていない場合が多く、水

道事業体が保有する配水管の総延長の把握や、漏水発生箇所の記録が行われていない場

合が多い。そのため、配水管 1km 当たりの漏水発生箇所数（IBI_9.1）と無収水量（IBI_6.2）

については、十分な精度で把握できない水道事業体が多く存在するため、これらの指標

を、複数の水道事業体を比較するメトリック・ベンチマーキングに使用することは、困

難であると考える。しかしながら､特定の事業体の能力の向上を見るうえでは、重要な指

標であるため、プロセス･ベンチマーキング用の指標とした。 

通常の無収水率は、人口密度が高く配水管網がまとまっている地域もしくは一人当た

りの水使用量が多い地域ほど低くなる傾向があるため、管路長当たりの無収水量(IBI_6.2)

もしくは、接続数当たりの無収水量(IBI_6.3)についても指標として一般的に用いられてい

る。 



 6 - 15 

 

IBNET には含まれていないため 3rd Priority とした指標（財務指標以外） 

 

OI_1: 家庭用水の平均水道料金の率 (対国民総所得/人の％) 

2nd Priorityの IBNET指標の一つである IBI_19.1 は、顧客一人当たりの平均水道料金（も

しくは水道料金と下水道料金の合計の平均）が一人当たりの国民総所得に占める率 (％)

であり、下水道料金が含まれている可能性があるばかりでなく、工業および商業用の水

使用料についてもまとめて計算している。 

しかし、OI_1 は、家庭用水のみの平均水道料金の一人当たりの国民総所得に対する％

であり、一般的に考えられている所得に対する水道料金の上限（3～5％程度）に対する

水道料金レベルについて、考察する上でより適切な参考値となる。 

 

OI_2: 浄水予備力確保率（％） 

浄水予備力確保率がマイナスになっている場合には、浄水場の容量を超えて過剰に配

水が行われている状態になっており、水需要が供給能力を超えて増加している、もしく

は顧客の水使用量がある程度制限されている可能性がある。 

 

OI_3: 24 時間以内に漏水を修理する率（％）（管路の破損に対する対応の迅速さをみる指

標であり、漏水調査において発見された漏水箇所の修理は含まない） 

この指標により、漏水をどの程度迅速に修理できるかを評価することができる。 

 

OI_4: 水道のみに関する営業収益比率 (％) (下水道関連の費用と収入を含まない) 

2nd Priority の IBNET 指標の一つである上下水道事業についての営業収支比率

（IBI_24.1）は、水道事業体が下水道サービスも提供している場合には、下水道関連の収

益や維持管理費が計算に含まれることになり、著しく低くなる傾向があるため、水道事

業のみの財務状況を判断するための指標として(OI_4)を用いる。この水道のみに関する営

業収益比率についても、日本で一般的に行われている営業収支比率の計算とは異なり、

施設の減価償却費を営業費用に含まず維持管理費のみで計算しているため注意が必要で

ある。また、減価償却費を考慮しないため、この営業収支比率が高く出る傾向がある。 

 

OI_9: 水道関連のトレーニングへの年平均参加日数（日/年/人） 

水道サービスに関係している職員が、一年間に参加した水道サービスの向上に関連す

るトレーニングの日数の平均値であり、半日のトレーニングを 0.5 日、１授業のみの場合

には、0.25 日として計算する。 
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IBNET には含まれていないため 3rd Priority とした指標（財務指標以外）のつづき 

 

OI_10: 水道についての住民の苦情に 10 日以内に対応した率 (%) 

IBNET では、顧客からの苦情数についても指標としているが、苦情数は顧客が苦情を

言える仕組みができているかに影響されるため、サービスのレベルを測る指標としての

使用が難しいと考え、苦情への対応の迅速さを示す指標を、プロセス・ベンチマーキン

グ用の指標とした。苦情への対応の迅速さは、顧客に対して苦情への対処方針を説明し、

今後の対処について納得してもらうまでのファースト・アクションを、10 日以内に行っ

た率（苦情を即座に解決した場合も含む）により把握する。これは、漏水、メータの過

剰測定の問題、近所における水需要の増加により起きた水不足、クロス・コネクション

による異臭の発生等の場合では、対応にかかる時間は大きく異なるため、ファース・ア

クションの迅速さにより、苦情への対応状況を判断する。 

 

OI_11: 休止水道接続率(Dormant Connection Ratio) (％) 

休止水道接続率は、全水道接続数(使用中と休止中の合計)に占める 3 カ月以上休止して

いる水道接続数の率であり、ケニア等の規制機関により水道事業体を管理するために用

いられている。使われなくなった水道接続は、料金滞納の結果として休止された接続が

そのままになったもの、他の水源が利用できるようになったため使用しなくなった接続、

および給水地域の水需要が増えたために、十分な水が届かなくなり、水道基本料金支払

の無駄を避けるために休止された接続に、分類される。他の水源の影響により休止され

た接続については、水道の料金設定、水道水の水質についての住民への啓発活動、小規

模水売り業者への規制等によっては回復するため、この指標は、施設投資の無駄の把握

だけではなく、貧困層対策や啓発活動等の技術協力における参考にもなる。 

3rd Priority とした財務関連指標 

 

OI_5: 流動比率（％）、OI_6: 自己資本構成費比率（％）、OI_7: 固定比率（％）、OI_8: 自

己資本回転比率（％）、IBI_23.1: 売掛金回転期間 (日)、IBI_25.1: 債務返済比率（％） 

水道事業体の経営改善を目標としたプロジェクトのモニタリング・評価に活用できる

よう、水道事業体の一般的な財務分析に用いられている財務指標 (OI_5 から OI_8)と

IBNET に含まれている財務指標(IBI_23.1 および IBI_25.1)を 3rd Priority とした。 

なお、各財務指標の定義および指標値の判定基準については、業務指標リストの指標

の定義欄、もしくは表外の枠内に英語で説明している一方で、添付資料の 2.6 の財務指標

の説明において日本語で説明している。 
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７章 補助ツールを用いた CA の方法 

 

７．１ 補助ツールの内容と利用方法 

 

 

 

 参加型の補助ツールである「環境スキャン」（水道セクター機関と水道事業体の責任範

囲の明確化等に使用）、および「キャパシティ・脆弱性分析」（水道事業体のコア・キ

ャパシティの分析に使用）は、基本ツールに含まれる定性的なチェックリストでは、

把握が困難な部分について、組織の実際の姿や外部環境との関わり合いを浮き彫りに

することを目的として、利用する。 

 これらの補助ツールの概要および基本ツールとの関係については、既に、表 3.1 及び図

3.1 等において説明している。 

 基本ツールのチェックリストで把握が難しい部分としては、「水道セクター機関と水道

事業体の関係性」、および「水道事業体内の上下関係や部署間の関係」等、当該国の当

事者にとってはあまり深く意識されていない、通常の議論の中ではあまり触れられな

い内容が挙げられる。 

 そのため、これらの補助ツールを用いる場合には、現地の組織文化や習慣について詳

しいローカルコンサルタントや現地調査補助員、もしくは長期滞在者により、分析対

象となる組織の職員が積極的に補助ツールを用いたディスカッションに参加できるよ

うに、ファシリテーションが行われることが重要である。 

 特に、地方の水道事業体において使用する場合には、現地語でのファシリテーション

が必要な可能性が高いため、補助ツールの使用においては、JICA 現地事務所のナショ

ナル・スタッフ、もしくはコンサルタントや JICA が現地で雇用する現地傭人による、

ファシリテーションを想定している。 

 

７．２ 補助ツールによる未認識事項の把握と気付きの促進 

 

 

 

参加型の補助ツールである「環境スキャン」および「キャパシティ・脆弱性分析」は、

基本ツールに含まれる定性的なチェックリストでは、把握が困難な部分について、組織

の実際の姿や社会との関わり合いを浮き彫りにすることを目的として、利用する。 

参加型手法である２つの補助ツールを用いることで、効果的に C/P の気づきを促進し、

共通認識を構築することが重要である。 
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 JICA では、対象機関が持つ課題解決能力の現状を C/P と共有化し、共通認識に基づい

た効果的な CD の実施を目指していることから、参加型手法である２つの補助ツールを

用いることで効果的に C/P の気づきを促進し、共通認識を構築することが重要である。 

 ただし、これらの補助ツールは、あくまでオプションであり、必ずしも全ての状況で

使用する必要はない。 

 セクター用チェックリストや水道事業体用詳細チェックリストの質問・議論等他の手

法を通じて、セクター機関と水道事業体の責任範囲、法制度の整備状況の影響や水道

事業体のコア・キャパシティをある程度把握でき、それ以上の分析が特に必要でない

場合や時間的制約等により実施が難しい場合には、補助ツールは割愛できる。 

 それぞれの補助ツールの利用が推奨される場合においては、7.2.1 および 7.2.2 に説明す

る。 

 本方法論で提案している２つの補助ツールは、既に 3.5 で説明しているように、折り目

を入れた A0 サイズ程度の模造紙に、分析対象機関からの参加者の意見を書いた、大型

の付箋を張り付けて分析する手法である。 

 以下では、それぞれの補助ツールの内容および使用の際の注意点を説明する。 

 

 

７．２．１ 補助ツール A：環境スキャン (ES) 

 

 

 

 

１． ファシリテータが折り目を入れた模造紙等を壁に設置し、ルールを説明する。 

２． 参加者全員で６つのカテゴリーを確認もしくは設定する。 

３． 参加者が、各自の意見を大型の付箋に記載する。 

４． ファシリテータ主導で大型の付箋を模造紙上で分類・整理する。 

 

 環境スキャンでは、水道事業体が置かれている環境（外部要因）の重要な要素を、マ

ッピングによって、システマティックに概観する。 

 その際、図 7.1 のカンボジアでの使用例に示されているように、６つカテゴリーを設定

し、水道事業体が一定程度コントロール（働きかけ）できるものとコントロールでき

ないもの（真の外部要因）に分けると同時に、それぞれの要素が機会(Opportunity)とし

て働くか、脅威(Threat)として働くかも記す。 

環境スキャンでは、水道事業体が置かれている環境（外部要因）の重要な要素を、マッ

ピングによって、システマティックに概観する。 

手 順 
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 水道事業体が置かれている環境を示す６つのカテゴリーは、1) 各職員の知識や技術・

技能、2) 施設および水源、3) 財政基盤、4) 政治的もしくは社会的な環境、5) 関連す

る法制度、および 6) 組織的な機能を、標準としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1  カンボジアの鉱工業エネルギー省（MIME）水道部で行った環境スキャンを 

土台とした例（部分訳） 

 

 この環境スキャンは、シンプルなツールだが、水道事業体の環境を大局的に把握する

には、都合が良い。 

 特に、環境スキャンの利用が推奨されるケースについては、本編 3.5 の補助ツールの概

要に記述されている。 

 環境スキャンは、主に、都市水道セクター全般の把握の段階、および特定の水道事業
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体の詳細把握の段階で、効果的に用いることができると考えられる。 

 

 

 

 

 

水道セクター全般の把握における活用 

中央政府もしくは地方政府レベルの水道セクター機関における政策・制度での対応が

必要な課題と、各水道事業体で対応できる課題とを仕分けたり、双方の課題の関連性を

把握したりすることで、セクター機関と水道事業体の双方を視野にいれた、課題のマッ

ピングを行い、援助のターゲットのスコーピングを行うことができる。 

 この段階では、水道セクター機関においてこの補助ツールを用いることで、水道セク

ター機関が、水道セクター機関と水道事業体の責任範囲をどう認識しているかを、明確

化することが重要である。 

この段階では、対象とする水道事業体を特定する必要はないが、既に特定の水道事業

体をプログラムアプローチの対象としている場合には、特定の水道事業体と水道セクタ

ー機関の関係について分析することもできる。 

 一方、プログラム形成段階において、セクター機関に対してこの環境スキャンを用い

ると同時に、同様の分析を、特定の水道事業体もしくは複数の水道事業体の関係者を集

めて行うことで、セクター機関と水道事業体の責任範囲および重要な課題についての認

識が、セクター機関側と水道事業体側ではどう異なるかを、確認することもできる。 

特定の水道事業体の詳細把握における活用 

また、特定の水道事業体での環境スキャンの使用については、特定の水道事業体を対

象としたプロジェクトの計画段階において、プロジェクトの外部要因となるセクター機

関の役割を分析する目的で行うことを、想定している。 

 環境スキャンを、水道事業体の詳細把握のために用いる際には、特定の水道事業体の

みで環境スキャンを行うことになるが、この場合には、水道事業体に対する政策・制度

の未整備等の外部要因の影響の把握が、主な目的となる。 

つまり、水道事業体を対象にしたプロジェクトにおけるリスク分析のツールとして、

環境スキャンを使うことも可能である。 

政策・制度の未整備の影響の他には、国や地域レベルのトレーニングセンターの影響、

住民による政治活動の影響、ドナー間でのコーディネーション等の、様々な外部要因が

考えられる。 

このような外部要因のうち、機会となるものをプロジェクトで利用し、脅威となるも

のをプロジェクトに含入し、リスクを減少する等の対策を考えることが可能となる。 
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 環境スキャンで用いる模造紙の折り方等については、図 7.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2  環境スキャンのため模造紙に折り目を入れる方法の例 
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注：右の完成図の緑色の部分には付箋を用いることができる。
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責任範囲の認識および重要な課題についての認識の違いの例 

 多くの途上国では、水源開発や浄水場の建設は、水道セクター機関の責任として行っ

ており、水道事業体は、水道施設の運転・維持管理と、新規顧客の獲得のための配水お

よび給水管の布設の責任を負っている場合が多い。 

また、国によっては、配水本管の拡張についても、水道セクター機関の責任になって

いる場合がある。 

ただし、制度としてはそのような責任範囲の区分があるものの、実際には、セクター

機関からのサポートが十分ではなく、水道事業体が、独自に水源開発、浄水場建設、配

水本管の整備を行っている場合もあるため、責任範囲の明確化については、制度上での

規定と実際の状態の双方について、把握する必要がある。 

 また、認識が異なる可能性がある重要な課題の１つとして、水道料金の値上げの適切

さについての判断が異なる場合を、挙げることができる。 

例えば、水道事業体側からは、水道セクター機関が水道料金の値上を許可しないため

に、水道事業体の経営や運転管理の状況が改善しないと説明をする一方で、セクター側

からは、水道事業体の業務効率を改善し無収水を削減すれば、水道料金の値上げを行わ

なくても、施設の運転維持管理に必要な費用を十分に確保できる、といった説明をする

場合がある。 

また、水道事業体が、水道料金を値上げすれば、井戸等の代替水源を持つ住民が、水

道を利用しなくなると説明する一方で、セクター機関側では、水道が持つ水質面等の利

点を住民に理解させるための啓発活動を行えば、料金の値上げをしても顧客が減ること

はないと、説明する場合がある。 

より効果的な援助を行うためには、このような認識の違いを十分に把握した上で、援

助における方針等を決める、もしくはどちらの認識がより実情と合っているかを検討す

る必要があると考える。 
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７．２．２ 補助ツール B：キャパシティ・脆弱性分析 (CVA)  

 

 

 

 

１． ファシリテータが折り目を入れた模造紙等を壁に設置し、ルールを説明する。 

２． 参加者全員でマトリクスの項目を確認もしくは設定する。 

３． 参加者が、各自の意見を大型の付箋に記載する。 

４． ファシリテータ主導で大型の付箋を模造紙上で分類・整理する。 

 

 キャパシティ･脆弱性分析は、CA の様々な用途に用いることができるが、本方法論で

は、水道事業体のコア・キャパシティである、マネジメント力の脆弱性を分析するた

めの参加型手法として用いる。 

 図 7.3 のケニアでの使用例に示すように、水道事業体が、自らのマネジメント力に係る

キャパシティ（強み）と脆弱性（弱み）を、多面的に見るため、マトリクスを用いる。 

戦略的な検討 

 この分析は、水道事業体の外部要因および内部要因を、機会と脅威に分けて把握した

後、特定のプログラムの目標もしくはプロジェクト目標を達成するには、どのような優

先順位で、水道セクターもしくは水道事業体にアプローチすべきかを、視覚的に議論す

るために用いることができるのも特徴である。 

脅威だけでなく、水道事業体にとってプラスとなる機会も、把握しているため、それ

らの機会を利用した、より効果的な戦略について、検討することが可能になる。 

ただし、水道事業体が現時点で抱える問題については、比較的把握し易いが、将来発

生する脅威や、将来機会として利用できる事柄については、議論を行なっていくことは、

なかなか難しい。 

そのため、参加者が積極的に議論に参加できるようにするために、効果的なファシリ

テーションを行なう必要があり、対象とする水道事業体についてある程度の知識を持つ、

現地人スタッフや現地傭人による進行が、より効果的である。 

キャパシティ･脆弱性分析は、水道事業体のコア・キャパシティである、マネジメント力

の脆弱性を分析するための、参加型手法として用いる。 

手 順 
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図 7.3  ケニアのメルー上下水道信託会社で行ったキャパシティ・脆弱性分析の例（部分訳） 

 

 

 縦のマトリクス項目は、問題意識によって決定するが、水道事業体のマネジメント力
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 このマトリクスによる分析により、水道事業体用詳細チェックリストでは把握できな

い各水道事業体特有の事柄についても分析が可能になる。 

 特に、キャパシティ・脆弱性分析の利用が推奨されるケースについては、本編 3.5 の補

助ツールの概要に記述されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.4 カンボジアのコンポンチャム水道公社でのキャパシティ・脆弱性分析の実施風景 

 

 



 7 - 10 

 

 

将来も考慮した戦略的な検討 

  水道事業体の持続的な開発を目指すためには、単に現在の「問題」を探るだけでなく、

職員もしくは組織が、ある状況に遭遇して露呈される「脆弱性（弱み）」を、将来のリス

クとしてとらえ、リスク軽減の手段を検討する必要がある。 

そのため、このキャパシティ・脆弱性分析では、現状の問題点や良い点について議論

するだけでなく、将来障害となる可能性がある事項や環境の変化に対応するために、備

えるべきキャパシティについても議論する。 

この手法により、各カテゴリーについての強みおよび弱みに、どのような項目が含ま

れるかを確認した後、特に深刻な弱点となっている項目やカテゴリーを、ディスカッシ

ョンを通して特定することで、マネジメント力を向上させるための、戦略的な検討を行

うことができる。 例えば、本方法論開発のための現地調査を行った、カンボジアのコ

ンポンチャム水道局では、水道セクター機関が、水道事業体の公社化等を推進している

にもかかわらず、水道事業体自身が、公社化へ踏み出せない状況にあった。 

そこで、キャパシティ・脆弱性分析により、マネジメントのどの部分を改善すること

で公社化が可能になり、水道事業体を自立発展させることができるようになるかなどに

ついても、検討できた。 

ファシリテーションにおける応用 

 環境スキャンと同様に、キャパシティ・脆弱性分析の実施においても、ファシリテー

ションの良し悪しが、分析結果に大きく影響すると考えられる。例えば、この手法を用

いる場合、水道事業体によっては、職員が、上司の前では、上司および自分の業務につ

いて、否定的な内容を話さない可能性がある。 

また、水道事業体の責任者である GM が、地元の政治家等の有力者の責任となるよう

な指摘や、自らにとって都合の悪い事柄について、部下が指摘しないように、現地語に

より事前に根回しする可能性がある。そのため、参加者が、キャパシティや脆弱性の内

容を付箋にして発表する際には、無記名で付箋を提出箱に入れてもらい、それらを、フ

ァシリテータが壁に貼り付けて討論する、といった方法を採用するかについても、検討

する必要がある。この検討においては、ファシリテーションを行う現地人スタッフ等に、

意見を求めることが重要である。 

また、図 7.3 の例に示されているように、実施時間を短縮するため、既に、基本ツール

の水道事業体用詳細チェックリストを用いてわかっていることについては、予め付箋を

作成し、貼り付けておき、この分析を通じて、見逃しているポイントを見つけるといっ

た使い方も、有効である。 
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８章 今後の課題 

 

８．１ 方法論及びアセスメントツールの改善 

 

 このハンドブックでは、新たに開発した CA の方法論について説明したが、この方法論

および方法論に含まれる各アセスメントツールは、今後途上国において実際に使用す

ると同時に、継続的に改善していくことが重要である。 

 基本ツールがまとめられた Excel ファイル（添付資料）の 3.1 に、方法論に含まれるア

セスメントツールの使用者から、フィードバックを JICA 地球環境部の担当部局に送信

するためのアンケート用紙が含まれている。 

 また、基本ツールの使用者が、ツールのカスタマイズや改善を行いながら、柔軟に基

本ツールを使用できるように、添付資料の 3.2 に基本ツールのメンテナンス方法を説明

している。 

 以下では、現時点で考えられる、将来の方法論改善の方向性について説明する。 

 

８．２ 都市水道分野での方法論拡張の可能性 

 

 開発した方法論では、各水道事業体で採用されている取水方式や浄水処理方式に応じ

て行う、詳細な施設の運転維持管理状況の把握は対象外としている。今後、水道施設

の専門家による現場視察に基づいた、詳細な水道施設の機能診断を、CA の方法論に取

り込むことが、どの程度困難であり、まだどの程度利点があるかについて、さらなる

検討の余地がある。 

 水道事業体の維持管理能力を把握するために、当該地域に、適切な機材等のサプライ

ヤー、コンサルタント、コントラクターが十分に存在し、必要に応じてそれらを調達

できるかといった視点も、CA に取り込む検討の余地がある。 

 資金協力においては、実施機関が、プロジェクトを適切に実施するマネジメント力が

あるか、もしくは、プロジェクトを管理できる技術者がいるかなどの能力の把握につ

いても、今後の課題である。特に、有償資金協力における、実施機関のプロジェクト・

マネジメントでは、審査、承認、書類の作成・提出といった、基本手続きの遅延が、

プロジェクト自体の遅延につながるため、これらの手続き能力まで掘り下げた CA につ

いても、必要かもしれない。 

 

８．３ 他分野（下水道、サニテーション、衛生教育等）との連携 

 

 開発した方法論では、都市水道以外の分野のプロジェクトとの連携なしに実現できる、
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インパクトの一部について、プロセス・ベンチマーキングにより、定量的な評価を試

みている。しかし、今後の課題として、都市水道セクターだけではなく、水関連セク

ター全般（灌漑、水源開発、水環境保全等を含む）、保健衛生の分野、貧困層対策、経

済開発等を含めた横断的な視点で、インパクトを把握するための指標についても、整

理する必要があると考えられる。 

 一般的に、下水道サービスについても提供している水道事業体の経営状況は、悪くな

る傾向があり、その経営は、下水道サービスの規模や、下水道料金による下水道関連

費用の回収状況に、大きく影響される。そのため、水道事業体に対する CA においては、

水道事業体による下水道事業の運営状態を、把握する必要があると思われる。また、

新たに水道に接続した地域では、家庭からの排水量が増え、周辺の水域が汚染される

場合があることからも、下水道や衛生についても、水道事業体の CA のスコープに入れ

ることを、検討しなければならないだろう。 

 

８．４ 都市貧困層コミュニティーのキャパシティ・アセスメント 

 

 水道事業体が、都市貧困層へ水道サービスを効果的に提供するために、水道事業体に

よる都市貧困層のコミュニティー形成や、関連するコミュニティー活動の支援が、必

要になる場合がある。本格的に、都市貧困層に対する給水状況の改善に取り込むため

には、都市貧困層内のコミュニティーの運営能力を、直接評価する必要があると思わ

れる。 

 都市貧困層への給水において、共同で用いる水道施設を、コミュニティーにより運転

維持管理する必要性が高いのは、村落給水の場合と同じであるため、村落給水におけ

る CA の手法の開発と合わせて、都市貧困層のコミュニティーへの CA について、考え

なければならないだろう。 

 都市貧困層は、水売り業者から、公共水道より高い値段で水を買っている場合が多い

ため、水道料金の徴収は、村落給水の場合に比べて、比較的容易である。さらに、都

市貧困地域は、人口密度が高いため、一人当たりの配水管の整備費用が、比較的安価

となる。CA の方法論の改善においては、このような点についても、総合的に考慮する

ことで、対象とする水道事業体が、貧困層対策を行うための財務基盤が無いと、短絡

的に判断するようなことにならないようにすることが、重要だと思われる。 

 

８．５ 他ドナーとの連携 

 

 開発した方法論により、都市水道セクター全般を把握した上で、プログラム形成を行

うことで、プログラムアプローチの実現のために、他ドナーと協議や、他ドナーのプ

ロジェクトとの連携を、より効果的に実施できるようになると思われる。 
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 特に、水道セクター機関に対する政策・制度面での支援や、水道セクター・リフォー

ムの支援について経験を持っている日本の ODA 関係者は、非常に限られているため、

これらの分野もプログラムの対象範囲とする場合には、既に多くの経験がある、世界

銀行の WSP や GTZ 等との連携が効果的であると考えられる。 

 また、複数の水道事業体、もしくは特定の水道事業体に対して援助を行う場合に、他

ドナーが同じ水道事業体に対して既に実施しているプロジェクト、もしくは予定して

いるプロジェクトとの内容の重複を避けて、プロジェクトを実施する必要がある。そ

のような場合にも、水道事業体を様々な視点から把握する、本方法論による CA の結果

を用いて、他ドナーとの連携を効果的に実施できると考える。 

 

８．６ 途上国が CA を主体的に行なうための支援 

 

 CD は、国際的に注目されている話題であり、2005 年に、経済協力開発機構（OECD）

の開発援助委員会（DAC）の調整のもと、フランスで開催された「パリ援助効果向上

閣僚級会議」にて採択された、「援助効果についてのパリ宣言」と密接に関連しており、

DAC が 2008 年にガーナ国のアクラで開催した、援助効果向上に関するハイレベルフォ

ーラムにおいても、CD の重要性が再確認されている。 

 2011 年には、韓国で、DAC の援助効果向上に関するハイレベルフォーラムがあるが、

それに向けて途上国が主体的に CA を行って、CD 戦略を作ろうという動きとなってお

り、それを、先進国は支援する方向となっている。 

 そのため、本方法論を用いて他ドナーとの連携を向上させるだけでなく、途上国の水

道セクターおよび水道事業体が、主体的に改善を行っていけるように支援することが、

最終的な目標だと考える。 

 特に、本方法論にも含まれている、当該途上国内の水道事業体の比較を行うメトリッ

ク・ベンチマーキングについては、途上国の関連省庁、規制機関、もしくは水道協会

等が、当該途上国内の水道事業体に対し、毎年繰り返し行えるようになれば、水道事

業体の改善の状況を経年的にモニタリングするプロセス・ベンチマーキングにも発展

する。 

 そのため、業務指標を用いたベンチマーキングについては、ドナー主体での実施から、

それぞれの途上国の規制機関等への CD の中で、彼らが主体となって実施できるように

移行し、援助終了後も、彼らが独自に、国内の水道事業体の CA を継続できるようにす

ることが重要である。ただし、この実現には、まず、日本側関係者が、途上国におけ

る水道事業体の CA について、より多くの経験を積むことが重要である。 
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